
北海道教育大学

平成２９年度 学内自己評価書 

平成30年６月



北海道教育大学 

- 1 - 

 

○ 大学の概要 

(１) 現況 

① 大学名 国立大学法人北海道教育大学 

 

② 所在地 札 幌 校・・・北海道札幌市 

旭 川 校・・・北海道旭川市 

釧 路 校・・・北海道釧路市 

函 館 校・・・北海道函館市 

岩見沢校・・・北海道岩見沢市 

 

③ 役員の状況 

学長名 蛇穴治夫（平成27年10月１日～平成31年９月30日） 

理事数 ４人 

監事数 ２人（うち常勤監事 １人） 

 

④ 学部等の構成  教育学部 

大学院教育学研究科 

養護教諭特別別科 

附属幼稚園 

附属小学校 

附属中学校 

附属特別支援学校 

 

⑤ 学生数及び教職員数 ※（ ）内の数字は，外国人留学生を内数で示す。 

学生数 

教育学部 ５，０３３人 （ ３人） 

大学院教育学研究科 ３１２人 （１４人） 

養護教諭特別別科 ３９人  

園児・児童・生徒数 

附属幼稚園 １３０人  

附属小学校 １，６４１人  

附属中学校 １，２８７人  

附属特別支援学校 ５９人  

教職員数 

大学教員 ３９１人  

附属学校教員 １９０人  

職員 ２３２人  

 

(２) 大学の基本的な目標 

北海道教育大学（以下，本学という。）は第２期中期目標期間中，「人が人を育

てる北海道教育大学」をスローガンに，「常に学生を中心とした大学（Students-

First）」を目指して様々な改革を断行してきた。教員養成課程においては，教師

を高度に専門的な職業人と捉え，理論と実践の往還を実現するカリキュラム改

革により，実践的指導力を備えた教員を養成し，平成27年度からは，学校のグロ

ーバル化を推進する高い語学力と豊かな国際感覚を有する教員の養成を目指し

て「グローバル教員養成プログラム」を開設した。このプログラムに対しては，

教育関係者から大きな期待が寄せられている。また，「新課程」については，全

国の大学に先駆けてその改組に着手し，地域社会からの強いニーズに応えると

ともに，「新課程」の成果を発展させる形で，平成26年度に「国際地域学科」と

「芸術・スポーツ文化学科」を設置した。このことにより，本学は，教員養成の

拠点大学として教員を養成することはもとより，グローバルな視点をもって地

域を活性化する人材，芸術やスポーツ文化を通じて人々に豊かな生活を提案で

きる人材を養成する，文字通り「人材養成を通じて地域活性化の中核となる大

学」としての責務を果たす体制を整えることができた。さらに，地域との連携で

は，北海道教育委員会と様々な協力関係を構築し，教育委員会が，現場経験の豊

かな優れた教員を本学教員として派遣する制度や，実務家教員・学校臨床教授と

して推薦する制度を整えてきた。 

第３期中期目標期間を見据えて現代社会に目を向けると，グローバル化の進

展，多様性社会の到来，高度情報化，少子高齢化・人口減少，環境問題の深刻化

等，社会は複雑で困難な課題に直面している。第３期中期目標期間は，まさに，

これらの諸課題に真正面から取り組むイノベイティブ人材の養成が求められる。 

本学は，「教育大学」として，従来からすべての営みの基礎に「教育」を据え

てきた。人の成長を促すことが教育である以上，本学は常に「人間と地域の成

長・発展を促す大学」でなければならない。また，社会が求める，どのような課

題にも積極的・能動的に取り組む学生を育てる責務がある。そのために，本学の

教育研究の質的転換を大胆に実行していく。 

 

以上のことを踏まえ，第３期中期目標期間は「人間と地域の成長・発展を促す

大学」及び「学生の自主的学修，自主・自律的活動を促す体制を構築する」とい

うテーマのもと，以下の取組を重点的に実施する。 

 

１ 新たな高大接続を見据えた入学試験改革，学校における“新たな学び”に対

応するための，アクティブ・ラーニングやICT教育等を取り入れた大胆なカリ

キュラム改革，生涯を見据えた就職支援の充実等の改革に取り組む。 
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２ 大学院改革を断行して教職大学院を充実させる。また，教育委員会等との連

携協力関係をさらに深化させて，教員研修に積極的に関わり，研修を大学院レ

ベルにするとともに，各種教員研修と連携させた大学院教育（研修の単位化を

含む“学び続ける教師”を支える新たな長期履修制度）を構築していく。 

３ 北海道の喫緊の教育課題である「子どもたちの学力・体力」の問題には，具

体的な成果を検証する形で取り組んでいく。 

４ 全国的な教育課題に目を向けるとき，従来からの「いじめ・不登校」や「特

別支援教育」に加えて「小中一貫教育」や「学校の小規模化」等の課題が浮上

してきている。本学は，愛知教育大学，東京学芸大学，大阪教育大学（HATOプ

ロジェクト連携大学）をはじめ，全国の教員養成大学・学部と連携し，ネット

ワークを構築して，これらの教育課題に取り組んでいくとともに，さらに高度

な教育研究体制を構築していく。 

５ 「グローバル教員養成プログラム」を着実に進めるとともに，小学校英語の

授業を確実に実施できる教員を数値目標を立てて養成する。 

６ 海外留学を促進するとともに，英語の授業を積極的に導入していく。海外の

協定大学との教員交流によって，本学教員が海外大学で授業するとともに，海

外の教員を招聘して英語による授業を実現する。さらに，協定校の講師が行う

英語研修プログラムを導入して，本学学生及び教職員の英語力を向上させる。 

７ 学科においては，ステークホルダーの意見を取り入れる仕組みを作り，地域

と社会が必要とする人材養成と組織的な研究をさらに進めていく。 

８ ミッションの再定義において求められた教員就職率75％の達成に向けて，

全学をあげて取り組むことはもちろんのこと，北海道の教員採用における本

学卒業生の占有率を，小学校で80％，中学校で65％にする。 

 

以上述べたような取組を通じて「地域に貢献するとともに，強み・特色のある

分野で世界・全国的な教育研究を推進する大学」として，他に類をみない個性的

な大学として進化し続ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 大学の機構図 

● 業務運営体制図・教育研究組織図 
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● 事務局組織図 

（平成28年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成29年度） 
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○ 全体的な状況 
 
国立大学法人北海道教育大学は第３期中期目標期間において，「人間と地域の

成長・発展を促す大学」及び「学生の自主的学修，自主・自律的活動を促す体制

を構築する」というテーマのもと，目標を達成するための取組を実施する。 

平成29年度は，第３期中期目標及びミッションの再定義等の実施並びに国や社

会からの要請等に対して，大学全体を俯瞰し中・長期的な視点で効果的・効率的

な大学戦略を立案し，迅速に業務を遂行するため学長の直下に大学戦略本部を設

置して大学のガバナンス強化を図った。大学戦略本部には,特定の課題について

専門的に企画立案を行うとともに，各キャンパス等への施策又は戦略の提示，並

びにその実施に対する支援を行う「戦略チーム」を設置した。 

また, 第３期中期目標を達成するため次の事業に重点を置いて取り組んだ。 

 

１． 教育研究等の質の向上の状況 

① 教員養成改革協議会の設置【関連年度計画番号：１】 

 教育公務員特例法及び教育職員免許法の改正並びに学習指導要領の改訂及び

学校現場における喫緊の課題を踏まえて，教員養成課程における教育課程を見直

すために，教員養成３キャンパスが一体となった教員養成改革協議会を設置した。

同協議会では，本学の課題に応じた３つの区分（「DP・CPの見直し」「授業・教育

課程」「現職教員の教育」）ごとに，チーム（合計25チーム）を編成し，シラバス

案の作成，授業改善，科目区分・単位数の見直し等，様々な課題の解決に向けた

取組を行っている。 

平成29年度は,教育課程の編成見直し,及び教職課程コアカリキュラムの科目

名称及び履修方法の統一を実施し,科目ナンバリングの実施等について調整を行

っているところである。今後は,ディプロマポリシー（DP）・カリキュラムポリシ

ー（CP）の見直しを含む教育課程編成方針の策定や,科目間の系統性の明確化等

（カリキュラムツリーの策定等）に向けた検討を行う。 

 

② 学校現場での指導経験のある大学教員を38.5％確保【関連年度計画番号：６】 

理論に基づく指導のみならず，実務経験のある教員による指導が必要であると

の観点から,学校現場での指導経験のある大学教員の確保すべき割合を目標値と

して定めている。 

平成29年度に策定された教員人事計画のうち２件において,「学校現場での指

導経験があること」を応募資格とした公募を行った。併せて,教育委員会との人材

推薦に関する協定に基づく人事交流等を推進し，後任補充人事以外の新規採用計

画２件を含む,５件の採用計画を策定し,選考を行った。これらの取組により,平

成30年４月１日における学校現場での指導経験のある大学教員の割合が,中期計

画及び年度計画における目標値である35％を上回る,38.5％となった。 

 

③ 教員現職研修プログラム及び新任大学教員研修プログラムの分析・改善 

【関連年度計画番号：７】 

教員養成を担う大学教員の実践的指導力の育成・強化を図るため，附属学校を

活用して実施している教員現職研修プログラム及び新任大学教員研修プログラ

ムについて，平成28年度のプログラム受講者の実施報告書の分析を行った。分析

結果として，プログラムの内容の一つである「附属学校等での授業観察」につい

て,実地での授業観察はプログラム受講者及び附属学校等双方にとって負担が大

きいことがわかった。このため,教員養成３キャンパスのプログラム担当教員等

において検討を行い，新任大学教員研修プログラムについては,よりプログラム

を受講しやすいよう,研修項目にビデオコンテンツの視聴を追加し,受講方法を

改善した。 

また，プログラムの成果として，受講者が附属学校の特別支援学級の学校評議

会の傍聴等を通じて,特別支援教育の実態を理解し,大学での講義や学生指導に

活かした例などが挙がっている。 

一方,実績報告書の分析方法について,平成30年度以降については,より組織的

に対応するため,委員会等が分析を行うことを検討している。 

平成29年度の実施状況に関しては，教員現職研修プログラムについては12人,

新任大学教員研修プログラムについては３人が受講を修了し，平成29年度末時点

における,研修プログラムにより学校現場での経験を経た大学教員（研修プログ

ラム修了者）の割合は40.1％（平成28年度から10.1ポイント上昇）となった。平

成30年度以降は，教員養成３キャンパスに対し，受講が必要な教員数が多い教員
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現職研修プログラムに関して，年度ごとの受講者数の目安を示すなど，研修受講

率100％達成へ向けて，計画的にプログラムの受講を推進するよう通知し周知を

図ることとした。 

 

④ アクティブ・ラーニングの観点を取り入れた必修科目「学校臨床研究」の開講 

【関連年度計画番号：8-2】 

平成28年度に試行実施したアクティブ・ラーニングの観点を取り入れた授業科

目「学校臨床研究」について，学生が実践に必要な知見（学級経営力,授業観察力,

授業分析力,授業運営力等）を一層習得・伸長できるよう，授業内容の検討及びシ

ラバスの作成等の準備を進め，平成29年度後期から教員養成課程の３年次学生の

必修科目として開講した。同授業は，双方向遠隔授業システムを活用した附属学

校,拠点校及び小規模校の授業参観を行い，また，教育実習等で明らかになった授

業実践上の課題等の解決を目指す内容となっている。履修した学生からは，「教育

実習で感じた課題について深く考えることができた」「授業づくりの面白さ，難し

さを再認識し，教師のやりがいを深く感じた」等の意見が出された。 

さらに，教育実習や上記の「学校臨床研究」を履修した学生を対象とした,アク

ティブ・ラーニングの観点を取り入れた「教職実践研究」の試行・検討を行い，

平成30年度からの開講に向けた授業内容の検討及びシラバスの作成を行った。 

 

⑤ 法令遵守・ハラスメント防止の強化に向けた取組【関連年度計画番号：12】 

各キャンパスで実施しているリーダー研修会において，法令遵守やハラスメン

ト防止に関する説明を行うとともに,学生団体の結成手続等について定めている

「学生団体による課外活動規則」を改正し，学生団体結成要件の一つとしてリー

ダー研修会の受講を義務化する規定を新設した。これにより,リーダー研修会を

受講していない団体は学生団体として許可しないことを明確化し,法令遵守やハ

ラスメント防止の実効性を高めた。 

 

⑥ 教員養成特別入試の実施に向けた取組【関連年度計画番号：14】 

教員となる強い意欲と必要な学力を備えた入学者を確保する目的で平成30年

度に実施する予定の平成31年度教員養成特別入試について，入学者選抜の実施方

法及び評価方法の検討を行うため，同入試の試行を実施した。同入試では,多面

的・総合的な評価方法を実施するための入学者選抜方法として,講義,グループ討

論及びレポート等を課すことを検討しており,在学生を対象とした特別講座Ⅰ及

び高校２年生を対象とした特別講座Ⅱ（サマーゼミナール）の実施を通じて,グル

ープ討論及びレポート用の評価表を作成した。 

また，同入試の出願用件，選抜方法等の内容を決定し，大学ホームページに公

表した。 

 

⑦ オンライン協働学習プラットフォーム「CollaVOD」の活用推進・拡大 

【関連年度計画番号：8-2,17】 

HATOプロジェクトの成果であり,外国語の授業研究を推進するために開発され

たオンライン協働学習プラットフォーム「CollaVOD」を,現職教員が自らの授業研

究をするためのツールとして活用した。「CollaVOD」の利用者の93.75％が,自らの

授業の課題を解決するにあたって有効であると評価しており,比較的入手しやす

く広域性の高い改善ツールとして活用されている。 

また,「CollaVOD」の広報活動を積極的に行い，利用者は公開初年度（平成28年

度）から2.4倍に増加し670人となった。HATO４大学以外では，北海道情報大学，

秋田大学，岩手大学，新潟大学，長崎大学，大妻女子大学，東海大学，シンガポ

ール大学等の13校において利用されており,順調に利用実績を延ばしていること

から，教育機関や学校現場において「CollaVOD」の有効性について理解が広がっ

ている。 

 

⑧ 重点分野研究プロジェクト及び海外での調査・共同研究への重点的な予算配分 

【関連年度計画番号：15,20】 

「子どもの学力・体力」に係る課題など，学校現場や地域における様々な課題

解決に資する研究を重点的に推進する重点分野研究プロジェクトについて,学術

研究推進室（現・研究戦略チーム）に担当の室員を配置してプロジェクト管理や

支援を行うとともに,全13プロジェクトに対し，10,740千円を配分し，学校現場の

ニーズや地域の課題に対応した研究（へき地・小規模校教育，特別支援教育，食

育，理数科教育，地域人材養成，子どもの体力向上など）を進めた。 

13プロジェクトのうち，10プロジェクトで学会，シンポジウム，講習会等で発

表を行うなど研究成果を発信している。同プロジェクトによる具体的な活動とし

て, 大学教員と附属学校教員が連携し，北海道の小・中学校の算数・数学授業に

おける主体的・対話的で深い学びの実現に向けて，次期学習指導要領で改訂

される単元の授業公開や授業案の提案を行った。また，子どもの体力向上に関す

る研究プロジェクトにおいて，スポーツ指導者の育成プログラム案を作成し，地

域の自治体やスポーツ団体等と連携して開催した指導者養成講習会で当該プロ

グラムを試行するなど，成果を地域に還元する取組を行った。 

加えて，海外での調査や共同研究を支援するため,学長戦略経費（公募型プロジ

ェクト）の中に「教員海外研究支援経費」を新設し,４件を採択し，840千円を予

算配分した。同プロジェクトでは,本学教員が,モンゴル国において大学教員及び
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学生に対してマイクロコンピュータ関連の教材開発セミナーの開催や技術教育

支援を目的とする国際協力の課題に関する学術論文を発表するなどの研究活動

を行った。 

また，研究支援を充実させるため,新しい研究支援体制として, 大学戦略本部

に研究戦略チームを設置するとともに,当該チームにリサーチ・アドミニストレ

ーターを配置した。 

 

⑨ 語学基準達成及びグローバル化に対応できるリーダーの育成に向けた取組 

【関連年度計画番号：25-1】 

平成29年度から,１年次学生全員を対象とした教養科目（必修科目）「外国語（英

語）（前後期）」において, 授業にTOEICの内容を取り入れるとともに,期末試験と

してTOEIC-IPを実施した。なお,期末試験においては,学年進行で通過目標スコア

を設定しており,当該スコア未達成の学生に対しては目標スコア達成に向けて課

題を課している。これらの取組を通じて,中期計画に掲げる数値目標の達成に向

け,学生の英語力及び語学スコアの現状を把握した。 

 語学基準到達に向けた具体的方策を検討する「TOEIC対策ワーキングチーム」に

おいて,平成30年度以降,上記の「外国語（英語）」を継続すること,及び主に２年

次学生を対象とした「初等英語」「小学校英語科教育法」においてもTOEICの内容

を取り入れ,対象学生に対し継続的にTOEIC受験を課すことを決定した。 

 また,国際社会で活躍できる人材として高い語学力と豊かな国際感覚を有する

教員の養成を目指す,グローバル教員養成プログラムでは, プログラムの第１期

生が本格的に修了年度を迎える平成30年度末に向け,多数の修了生を出せるよう,

引き続き外国人プログラムアドバイザーによる受講学生への指導を行っている。

なお，平成29年度には，これに先駆けて，平成27年度の開講以来,初めて修了生

（１人）を輩出した。当該修了生は平成30年度から公立高校の英語教員として活

躍している。 

 

⑩ 台北市立大学との「海外教育体験プログラム」の実施 

【関連年度計画番号：26】 

協定校である台北市立大学（台湾）との間で新たに締結した，教育体験のため

の研修プログラムに関する覚書に基づき,「海外教育体験プログラム」を実施し

た。台北市立大学の学生２人を16日間にわたって受け入れ,本学の附属学校等の

授業観察,実習や授業への参加などを内容とする研修を実施した。一方,本学学生

２人を台北市立大学に14日間にわたって派遣し,現地小学校での観察実習や英語

による教育実習等を内容とする研修を実施した。 

また，教員養成の目的に沿った新たなプログラムの調査及び検討を行い,具体

的には,香港教育大学（中国）との間で台北市立大学と同様のプログラムの開講が

可能かどうか調査及び検討を開始した。 

今後は,大学戦略本部に新たに設置した国際戦略チームにおいて,上記「海外教

育体験プログラム」に加えて「共同教育プログラム」の開設の検討,及び留学生の

派遣・受入の拡大を図ることを含めた国際戦略の企画立案（新たな学事暦の導入,

英語力の向上に向けた検討）を進めていくこととした。 

 

⑪ JICA等と連携した研修員受入事業とフォローアップ【関連年度計画番号：28】 

JICA等との連携により,途上国の教員及び行政官を対象として,児童の学習意

欲を促す理数科授業手法や持続可能な開発目標の達成を目指した研修を次の通

り実施した。 

連携先 研修名 地域 
受入 

人数 
期間 

JICA(課題別

研修) 

初等理数科教授法

(A)(英語圏) 

アフリカ,南太平洋,

アジア等(13か国) 

16人 約７週間 

JICA(課題別

研修) 

初等理数科教授法

(B)(フランス語圏) 

アフリカ等(６か国) ９人 約７週間 

JICA(課題別

研修) 

へき地教育振興(ス

ペイン語圏) 

中南米(６か国) 12人 25 日間 

JST(さくらサ

イエンス事

業) 

理数科教育改善のた

めの研修プログラム 

サモア独立国 ３人 10 日間 

 平成28年度まで実施してきたJICA草の根協力事業のフォローアップ事業とし

て,研修経験者が多いサモア独立国（過去12人が研修員として参加）に本学教員２

人と本学国際交流・協力コーディネーター１人から成るフォローアップ調査団３

人を６日間派遣した。現地において副読本の活用状況のヒアリング,授業観察及

び理数科教育のワークショップを行った。 

 

⑫ 産学官連携推進のマネジメント強化等の取組 

【関連年度計画番号：20,22,42-1】 

地域連携活動をより戦略的に推進していくため，大学戦略本部に社会貢献・地

域連携チームを設置した。また，同チームと各キャンパスが地域連携活動を連携・

協力して推進するため，各キャンパスに関連委員会等を設置することとし，連携

体制の確立を目指している。加えて,事務組織においても,教育委員会等に向けた
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窓口を一本化するため地域連携推進室を設置した。 

共同研究に関しては, 学内外の研究者や機関との連携強化及び本学の学術研

究推進の戦略策定のため， 大学戦略本部に研究戦略チームを設置した。研究戦略

チームでは，リサーチ・アドミニストレーターを配置し,当該共同研究の代表者等

と研究のコーディネート活動やプロジェクトを支援する事務体制づくり等の検

討を行うなど,教職協働による研究推進を開始した。 

 具体的な産学官連携の取組として,函館校において,新日本スーパーマーケッ

ト協会,北洋銀行と連携し，地域の産業を担う人材の養成等を目的に「寄附特別講

座」を開講（平成29年度は10回開講）した。岩見沢校においては，小中学生が音

楽に触れることで，豊かな感受性や創造性を育てることを目的に，北海道内で演

奏活動や子どもを対象とした楽器の試奏体験を行う「ミュージックキャラバン」

を開催（平成29年度は釧路市，池田町で開催）した。また，本学，JAグループ北

海道，コンサドーレ，北海道教育委員会の４者連携により，学力や体力向上等に

関する事業の成果等報告を行う食農フォーラムを開催（平成30年3月開催）する

等，様々な地域連携・貢献事業を行った。なお，平成30年度は，北海道命名150周

年を記念して北海道が行う「北海道150年事業」に参加し，「マドリガーレ・オペ

ラ『土方歳三 後の戦い』～北海道199日の軌跡～『函館戦争』シリーズ第二作」

等４事業を実施することとしている。 

 

⑬ 附属学校の取組状況【関連年度計画番号：７，29，30】 

教育課題への対応【関連年度計画番号：29】 

 小学校における英語教科化へ対応する取組として，平成25年度から文部科学省

より研究開発指定（期間：平成25～28年度）を受けた「小学校英語プロジェクト」

について，平成29年度は研究開発名目指定による１年間の期間延長を受け,研究

成果を大学の小学校英語関連科目の授業で活用する準備を行った。平成29年度の

具体的な取組として，小中学校各学年の具体的な到達目標を示す「Can-Doリスト」

を授業で活用し，その結果に基づき，児童・生徒それぞれの課題に応じた目標及

びタスクの見直し等の検証を行った。また，言語や文化への体験的な理解と４技

能（聞く，読む，話す，書く）の統合的な能力を育成するため,児童が作成した「ピ

クトフォリオ（絵と英単語で構成されるカード）」を，同プロジェクトにおいて開

発したICTを活用して英語教材を蓄積及び共有する「蓄積型発展教材『スノーマ

ン』」にアップロードし，スノーマンの内容を充実させた。これらにより,平成30

年度から両教材を大学の小学校英語関連科目の授業で活用する見込みである。 

小中一貫教育の推進については，各地区の附属学校において小中一貫教育課程

の開発に取り組み，その成果をセミナーや研修会等で発信することで，各地区に

おける教育センター的な役割を担っている。札幌地区では「グローバルマインド」，

旭川地区では「12年道徳」，釧路地区では「各教科」，函館地区では「21世紀型学

力－アクティブ・ラーニングとICT－」を中心に小中一貫の教育課程の編成に取り

組んでいる。平成29年度は,開発した「教科」の小中一貫教育に係る教育課程を,

附属学校教員が公立学校の教員に向けて出前授業や北海道教育委員会主催の研

修会等において提供するなどした。今後は，公立学校での活用事例の把握を行う

見込みである。 

大学・学部との連携【関連年度計画番号：７,31】 

附属学校担当理事のもと，大学と附属学校が一体化した運営を行うために，附

属学校運営会議，正副校園長会，成果交流会を開催し，情報共有を図っているほ

か，正副校園長とキャンパス長の協議の場を設け，大学と附属学校の協議機関と

して機能している。平成29年度から,これまで各地区で必要に応じて行ってきた

附属学校の正副校園長とキャンパス長の連絡協議について,各地区で定期的に連

絡協議を行うことを全学として取り決め,各地区において計11回（札幌地区３回，

旭川地区２回，釧路地区５回，函館地区１回）を開催し，大学と附属学校園の連

携，教育実習，小中一貫教育の推進，大学教員による附属学校での研修等につい

て実施上の具体的な課題を検討した。 

また，教員養成課程の大学教員を対象としたFDプログラムとして「新任大学教

員研修プログラム」「教員現職研修プログラム」を附属学校園で実施している。平

成29年度は，教員現職研修プログラムについては12人,新任大学教員研修プログ

ラムについては３人が受講を修了し，平成29年度末時点における,研修プログラ

ムにより学校現場での経験を経た大学教員（研修プログラム修了者）の割合は

40.1％（平成28年度から10.1ポイント上昇）となった。 

また，大学と附属学校が連携した研究について，学長戦略経費（共同研究推進

経費）による公募を行っており，平成29年度は「教員養成課程におけるコミュニ

ケーション能力育成のための教育実践プログラム開発」（附属釧路中学校）をはじ

め，計５件を採択した。 

この他，附属学校の研究大会等においては，大学教員が研究協力者やアドバイ

ザー等として参画している。 

地域との連携 

 地域との連携として，附属学校で行う研究大会時に教育委員会から指導主事が

派遣されているほか，北海道教育委員会との連携により，北海道の児童生徒の学

力向上を目指す取組として，「授業実践交流事業」を実施している。この事業によ

り，研究大会だけではなく，日常的に附属学校教員の授業を公開するとともに，

附属学校教員を公立学校への出前授業や研修講師として派遣し，公立学校教員の

指導力向上を図っている。平成29年度は,年間100件の出前授業や公立学校教員の
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授業参加受け入れ等を実施しており，実施件数は平成28年度に比べて1.5倍に増

加した。 

この他，附属学校主催の「授業力向上セミナー」に道内の公立学校教員が計画

的に派遣されている。 

また，北海道におけるいじめの防止に関する取組として，道に設置されている

北海道いじめ問題対策連絡協議会の構成員として，いじめに関する施策や取組に

ついて協議を行っている。 

附属学校の役割・機能の見直し 

 平成27年度から，各学校園の１年間の取組を見直し改善するために，毎年度末

に成果交流会を開催し，各学校園の学校評価報告書を検討している。なお，その

際に評価項目の見直しを行い，改善を図っている。 

 また，有識者会議報告書を受けて，文部科学省，日本教育大学協会及び全国国

立大学附属学校PTA連合会等の関係者を迎え，副校園長会（９月開催）及び地区勉

強会（２月開催）を開催し，北海道地区附属学校園の改革推進について検討を行

った。 

 

２．業務運営・財務内容等の状況 

(１)業務運営の改善及び効率化に関する目標 

特記事項（P.25及びP.26を参照） 

 

(２)財務内容の改善に関する目標 

特記事項（P.32及びP.33を参照） 

 

(３)自己点検・評価及び情報提供に関する目標 

特記事項（P.37を参照） 

 

(４)その他の業務運営に関する目標 

特記事項（P.46及びP.47を参照） 
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３．戦略性が高く，意欲的な目標・計画の状況 

ユニット１ 教育研究及び大学教員の資質向上並びにカリキュラム改革のＰＤＣＡサイクル確立を含む総合的・抜本的教員養成改革 

中期目標【１】 

北海道における教員養成の拠点大学として，また，地域の活性化を担う人材養成機関として，第２期中期目標期間に策

定した「北海道教育大学教員養成改革の基本方針」に基づき，ステークホルダーの声を取り入れた教育課程改革を継続的

に進め，併せて教育方法と成績評価の改善・開発を推進する。 

 

中期計画【１】 

教員就職率75％の確保に向けて，学士課程教育では以下の取組を進める。 

① 教育課程の体系性（ナンバリング等で明確化）や理論と実践の往還並びに実践型カリキュラムという観点の実質

的な保証と北海道や全国の教育課題（子どもたちの学力・体力，いじめ・不登校，学校の小規模化，道徳教育，小

中一貫教育，小学校英語教育等）への対応について，不断の点検と見直しを行うため，外部有識者や学生等による

意見を取り入れた評価の仕組みを構築する。 

② 学生の主体的・能動的学修を実質化するため，第２期中期目標期間に教職大学院等で培った双方向遠隔授業シス

テムのノウハウを活かしつつ，学校現場の活用も見据えた教育方法の改善（アクティブ・ラーニング，ＩＣＴ教育

の導入等）に取り組み，学生の学修時間を確保・増加させる。 

③ グローバル化への対応や食育，防災・安全教育等，時代のニーズを反映した様々な課題に対する学びに対応する

ため，全学の教員による教育研究組織を設置し，テキスト作成や授業方法並びに教材の開発を行う等の研究を進め，

それらを学生教育に反映させる。 

④ 学生の自学自習を促すために，学修活動を厳格に評価する方法（ルーブリック等）を導入して，学修成果を把握

させるためのフィードバックを行う。 

⑤ 教育課程編成基準に定めた課程・学科ごとに開設する教養教育科目がその目的と合致しているか検証し，その課

題を踏まえて，ステークホルダーの意見を取り入れながら授業内容（シラバス）を充実・改善する。 

 

平成29年度計画【１】 
外部委員会及び学生評価委員会からの授業科目間の関連性が充分ではないとの報告を踏まえ，教育課程の体系性の見直

しや教育方法の改善を行う。 

実施状況 

○ 外部委員会及び学生評価委員会の報告を踏まえ，教員養成３キャンパスの履修内容の共通性を高める観点から，履修

基準の改訂を行うとともに特別支援教育や道徳教育に関する授業科目において，基本的な部分を統一したシラバスを作

成した。これにより，教員養成３キャンパスにおいては，学生が受講できるカリキュラムのキャンパス間での質の平準

化が図られた。 

○ 教育公務員特例法及び教育職員免許法の改正並びに学習指導要領の改訂及び学校現場における喫緊の課題を踏まえ

て，教員養成課程における教育課程を見直すために，教員養成３キャンパスが一体となった教員養成改革協議会を設置

した。同協議会では，本学の課題等に応じた３つの区分（「DP・CPの見直し」「授業・教育課程」「現職教員の教育」）ごと

に，チーム（合計25チーム）を編成し，シラバス案の作成，授業改善，科目区分・単位数の見直し等，様々な課題の解決

に向けた取組を行っている。 

平成29年度は,教育課程の編成見直し,及び教職課程コアカリキュラムの科目名称及び履修方法の統一を実施し,科目

ナンバリングの実施等について調整を行っているところである。今後は,ディプロマポリシー（DP）・カリキュラムポリ

シー（CP）の見直しを含む教育課程編成方針の策定や,科目間の系統性の明確化等（カリキュラムツリーの策定等）に向

けた検討を行う。 
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中期目標【２】 
学生教育の質を確保するため，実務経験のある教員の配置等，課程・学科の人材養成の目的を達成するための，より適

切な教員配置を実現する。 

 

中期計画【７】 

教員養成を担う大学教員の実践的指導力の育成・強化を図るため，附属学校を活用した新任大学教員研修プログラム及

び教員現職研修プログラムを第２期中期目標期間に開発した。第３期中期目標期間では本格的に実施し，第３期中期目標

期間末には学校現場での経験（指導，研修及び実践研究を含む）のある大学教員を100％にする。 

 

平成29年度計画【７】 
平成28年度の新任大学教員研修プログラム及び教員現職研修プログラムの実施報告書を分析し，成果と課題を明らかに

して教員養成３キャンパスで共有し，プログラムの改善を図る。 

実施状況 

○ 教員養成を担う大学教員の実践的指導力の育成・強化を図るため，附属学校を活用して実施している教員現職研修プ

ログラム及び新任大学教員研修プログラムについて，平成28年度のプログラム受講者の実施報告書の分析を行った。分

析結果として，プログラムの内容の一つである「附属学校等での授業観察」について,実地での授業観察はプログラム受

講者及び附属学校等双方にとって負担が大きいことがわかった。このため,教員養成３キャンパスのプログラム担当教員

等において検討を行い，新任大学教員研修プログラムについては,よりプログラムを受講しやすいよう,研修項目にビデ

オコンテンツの視聴を追加し,受講方法を改善した。 

また，プログラムの成果として，受講者が附属学校の特別支援学級の学校評議会の傍聴等を通じて,特別支援教育の実

態を理解し,大学での講義や学生指導に活かした例などが挙がっている。 

一方,実績報告書の分析方法について,平成30年度以降については,より組織的に対応するため,委員会等が分析を行う

ことを検討している。 

○ 平成29年度の実施状況に関しては，教員現職研修プログラムについては12人,新任大学教員研修プログラムについては

３人が受講を修了し，平成29年度末時点における,研修プログラムにより学校現場での経験を経た大学教員（研修プログ

ラム修了者）の割合は40.1％（平成28年度から10.1ポイント上昇）となった。平成30年度以降は，教員養成３キャンパ

スに対し，受講が必要な教員数が多い教員現職研修プログラムに関して，年度ごとの受講者数の目安を示すなど，研修

受講率100％達成へ向けて，計画的にプログラムの受講を推進するよう通知し周知を図ることとした。 
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中期目標【15】 実践的な指導力を有する教員を養成するために，附属学校を活用した大学教員の研修及び教育実習を一層充実させる。 

 

中期計画【７】 

教員養成を担う大学教員の実践的指導力の育成・強化を図るため，附属学校を活用した新任大学教員研修プログラム及

び教員現職研修プログラムを第２期中期目標期間に開発した。第３期中期目標期間では本格的に実施し，第３期中期目標

期間末には学校現場での経験（指導，研修及び実践研究を含む）のある大学教員を100％にする。（再掲） 

 

平成29年度計画【７】 
平成28年度の新任大学教員研修プログラム及び教員現職研修プログラムの実施報告書を分析し，成果と課題を明らかに

して教員養成３キャンパスで共有し，プログラムの改善を図る。（再掲） 

実施状況 （同上） 
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ユニット２ 学校現場や地域における課題を解決する研究の推進 

中期目標【７】 

教員養成機能における北海道の拠点的役割を果たすため，学校現場や地域に生起する様々な課題解決に資する研究を重

点的に支援・促進して，その研究成果を学校現場や地域に発信・還元する。 

さらに，地域や文化価値に関する探究を進め，地域の活性化に寄与する。 

 

中期計画【15】 

学部全体として，へき地・小規模校教育，特別支援教育，食育，理数科教育等学校教育に密着した研究に対して重点的

に学長戦略経費を投入し，その研究成果を学術的に発信するだけでなく，本学の教員養成教育の充実のために活用し，地

域の様々な教育課題の解決に応用する。 

さらに，学科においては，ステークホルダーの意見を取り入れる仕組みを作り，地域に貢献する人材養成プログラムの

開発を行う。また，地域や文化価値に関する現代的・学際的探求を進め，研究成果を地域の様々な課題解決に活用し，地

域の国際化や芸術・スポーツ文化による「生き甲斐・健康・まちづくり」等地域の活性化及び振興に寄与する。 

 

平成29年度計画【15】 

教員養成課程，国際地域学科，芸術・スポーツ文化学科においては，学校現場や地域のニーズに応える教育に関する研

究プロジェクトに引き続き学長戦略経費を重点的に配分し，教育・地域・文化価値に関する学際的探求を進める。 

国際地域学科においては，引き続き自治体，企業，団体等と接触を行い地域の課題を収集し，協働して解決に取り組む。 

実施状況 

○ 「子どもの学力・体力」に係る課題など，学校現場や地域における様々な課題解決に資する研究プロジェクト（重点

分野研究プロジェクト：全13件,配分経費10,740千円）について,学長戦略経費を重点的に配分した。13プロジェクトの

うち，10プロジェクトで学会，シンポジウム，講習会等で発表を行うなど研究成果を発信している。同プロジェクトに

よる具体的な活動としては, 大学教員と附属学校教員が連携し，北海道の小・中学校の算数・数学授業における主体的・

対話的で深い学びの実現に向けて，次期学習指導要領で改訂される単元の授業公開や授業案の提案を行った。また，

子どもの体力向上に関する研究プロジェクトにおいて，スポーツ指導者の育成プログラム案を作成し，地域の自治体や

スポーツ団体等と連携して開催した指導者養成講習会で当該プログラムを試行するなど，成果を地域に還元する取組を

行った。 

○ 国際地域学科が実施する地域人材養成プロジェクトでは, 大学と地域が協働し,ソーシャルクリニック（地域の課題診

断及び解決策の策定を経て,解決策を実施する活動）のモデルを構築して実践することを目的として,道南地域の江差町,

知内町,函館市と協働して「江差町まちあるきツアー」「小谷石再生プロジェクト」「函館市におけるカラス被害の調査」

等の活動を実施した。ソーシャルクリニック事業は,北海道や道内の各自治体等からも注目されつつあるほか,学生が主

体的に運営に関わる機会を提供することにより, 地域と学生が直に繋がることで,学生に対する教育ツールとしての有

効性も見出された。 

中期目標【８】 

教員養成の質向上を図り，学校教育に対する社会からの付託に応えるため，HATOプロジェクトの成果を北海道教育大学

（H）・愛知教育大学（A）・東京学芸大学（T）・大阪教育大学（O）の４大学が連携して全国の教員養成系大学・学部に発

信することによって，全国の学校教育の質の高度化や地域の特質へ適合した教育の実践を図る。 

 

中期計画【16】 

教員養成を行う全国の大学・学部に対して，HATOプロジェクトの研究成果を生かして，特に本学が取り組む「小学校英

語教育の指導力向上」及び「へき地・小規模校での現職教員支援」等についての中心的役割を担いながら情報提供を行い，

継続的に相互交流と相互支援を実施する。 

 平成29年度計画【16】 
HATOプロジェクトの成果について積極的な情報発信を行うとともに，研修会等の開催により，HATO４大学以外の大学と

の相互交流等の規模を拡大させる。 
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実施状況 

○ 秋田市教育委員会，山形市立内蔵王第三小学校・蔵王第二中学校主催の現職教員研修において，HATOプロジェクトに

おける開発教材（複式学習指導手引書，DVD教材）を活用し，現職教員のニーズに即したへき
．．

地・小規模校教育における

新の情報や知識を提供した。 

○ 「へき地・小規模校に関するプロジェクト合同研究会」（HATO４大学,弘前大学の教員が参加）の開催や台北市立大学

(台湾)からの講義の視察の受入れ等を通じて，HATOプロジェクトにおける開発教材の活用を奨励する相互交流を図った。 

○ 国内外の学会及び研究会で,HATOプロジェクトの成果である小学校英語教育に関する成果や「CollaVOD」（オンライン

協働研究・学修用プラットフォーム）の発表・紹介等を行った。その結果，利用者は公開初年度（平成28年度）から2.4

倍に増加し670人となった。HATO４大学以外では，13校において利用されており,順調に利用実績を延ばしていることか

ら，教育機関や学校現場において「CollaVOD」の有効性について理解が広がっている。 
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ユニット３ グローバル化に対応できる教員の養成 

中期目標【11】 

第２期中期目標期間に本学における国際化にかかる事業の展開を経営戦略の一つの柱として位置づけ策定した「国際化

推進基本計画」において，「本学学生の国際感覚を涵養し，国際的視野をもって地域社会や教育の諸分野で活躍できる人材

の育成を図る」ため，「グローバル教員養成プログラム」等を実施してきた。第３期中期目標期間には，グローバル人材の

育成を推進するため，学生の英語力を高めるとともに，海外の大学と連携し，留学生の派遣・受入の拡大を図る。 

 

中期計画【25】 

グローバル化に対応できるリーダーの育成を目的として開講している「グローバル教員養成プログラム（１学年定員60

名）」充実のため，受講学生が卒業する際にプログラム修了認定の要件となる語学基準（TOEIC 860点相当）に到達する割

合を70％以上とする。 

また，北海道教育委員会が主催し，全国的に評価されている「イングリッシュキャンプ」にグローバル教員養成プログ

ラム受講学生が参加することで，早い段階から学生に実践的能力を育成させる。 

さらに，英語教育全体の充実を図るため，小学校教諭１種免許状を取得して卒業する学生の語学スコアの基準をTOEIC 

570点相当，中学校教諭１種免許状（英語）を取得して卒業する学生の語学スコアの基準をTOEIC 730点相当に設定し，こ

の基準に到達する学生の割合を80％以上とする。 

 

平成29年度計画【25-1】 

主にグローバル教員養成プログラム受講学生，小学校教諭１種免許状取得や中学校教諭１種免許状（英語）取得を目指

す学生を対象にTOEICを受験させ，語学スコアの現状を把握する。また，中期計画に掲げた語学基準到達のための具体的方

策を定めるとともに，その方策に基づいた取組を開始する。 

実施状況 

○ 平成29年度から,１年次学生全員を対象とした教養科目（必修科目）「外国語（英語）（前後期）」において, 授業にTOEIC

の内容を取り入れるとともに,期末試験としてTOEIC-IPを実施した。なお,期末試験においては,学年進行で通過目標スコ

アを設定しており,当該スコア未達成の学生に対しては目標スコア達成に向けて課題を課している。これらの取組を通じ

て,中期計画に掲げる数値目標の達成に向け,学生の英語力及び語学スコアの現状を把握した。 

○ 語学基準到達に向けた具体的方策を検討する「TOEIC対策ワーキングチーム」において,平成30年度以降,上記の「外国

語（英語）」を継続すること,及び主に２年次学生を対象とした「初等英語」「小学校英語科教育法」においてもTOEICの

内容を取り入れ,対象学生に対し継続的にTOEIC受験を課すことを決定した。 

○ また,国際社会で活躍できる人材として高い語学力と豊かな国際感覚を有する教員の養成を目指す,グローバル教員養

成プログラムでは, プログラムの第１期生が本格的に修了年度を迎える平成30年度末に向け,多数の修了生を出せるよ

う,引き続き外国人プログラムアドバイザーによる受講学生への指導を行っている。なお，平成29年度には，これに先駆

けて，平成27年度の開講以来,初めて修了生（１人）を輩出した。当該修了生は平成30年度から公立高校の英語教員とし

て活躍している。 

平成29年度計画【25-2】 
グローバル教員養成プログラム受講学生に「イングリッシュキャンプ」の参加を促すとともに，その他実践的能力を育

成させることを目的としたボランティア活動を推奨し，ボランティア活動に対する意識を高める。 
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実施状況 

○ グローバル教員養成プログラム受講生に対し, ボランティアに参加する目的・意義等のほか,過去に参加した学生の事

例などを紹介しながら周知を図った。その結果, 北海道教育委員会主催の小・中学生対象の英語による体験型事業の支

援ボランティアである「イングリッシュキャンプ」に15人,教育に関する環太平洋国際会議学生スタッフに８人が参加し

た。特に,イングリッシュキャンプの参加者は平成28年度の２倍以上となっており,ボランティア活動への意識が向上し

ている。 

○ グローバル教員養成プログラム受講生から提出のあった「ボランティア･インターンシップ実施報告書」から，同プロ

グラムの目的である「異文化理解」や「教育への情熱」が高まったことがわかった。例えば，イングリッシュキャンプ

の参加者は,子どもたちの意見をくみ取り英語で表現したりすることの難しさや,小・中学生が英語に親しむことができ

るようにするための方法を学んだ。外国人留学生支援のための通訳チューターを務めた者は,外国人留学生に自らの授業

内容を説明することの難しさを学んだとの報告があった。 

 

中期計画【26】 

留学生の派遣・受入の拡大を図るため，海外の協定締結大学等と連携し，相互に相手先の大学で授業を行うための「共

同教育プログラム」（学部・大学院での単位取得を目的とするもの）や「海外教育実習プログラム」（海外での教育体験を

主としたもの）等，新たなプログラムを開設するとともに，クォーター制等の新しい学事暦を導入して，海外派遣留学生

及び海外受入留学生をそれぞれ年間150名に増やす。 

 

平成29年度計画【26】 
留学生の派遣・受入の拡大を図るため，新たな体制の整備を進め，プログラム開設のための調査を実施するとともに，

「共同教育プログラム」等の具体的に取り組むべきプログラムの方向性を明確にする。 

実施状況 

○ 本学と協定大学において,学生の留学時の授業履修を,所属大学の授業科目の履修とみなす「共同教育プログラム」に

ついて,ダルハウジー大学（カナダ）との実施可能性に関する調査及び打ち合わせを行った。 

○ 協定校である台北市立大学（台湾）との間で新たに締結した，教育体験のための研修プログラムに関する覚書に基づ

き,「海外教育体験プログラム」を実施した。台北市立大学の学生２人を16日間にわたって受け入れ,本学の附属学校等

の授業観察,実習や授業への参加などを内容とする研修を実施した。一方,本学学生２人を台北市立大学に14日間にわた

って派遣し,現地小学校での観察実習や英語による教育実習等を内容とする研修を実施した。 

また，教員養成の目的に沿った新たなプログラムの調査及び検討を行い,具体的には,香港教育大学（中国）との間で

同様のプログラムの開講が可能かどうか調査及び検討を開始した。 

○ 新たに設置した大学戦略本部に, 国際戦略チームを設置し,留学生の派遣・受入の拡大を図ることを含めた国際戦略の

企画立案を行うための体制を整備した。国際戦略チームでは,平成30年度以降,新たな学事暦の導入及び英語力の向上等

の検討を進めていくこととした。 

中期目標【12】 

グローバル人材育成を推進するにあたり，大学全体としての英語力の底上げが必要である。そのためには，学生に対す

る英語教育プログラム内容を充実させるのはもちろん，英語で教育を実践する教員の資質向上を図るとともに，グローバ

ル化推進に対応可能な職員の育成を図る。 

 

中期計画【27】 

海外の協定締結大学等と連携して，先進的教育手法を持つ英語教員を講師として招聘し，学生対象の英語能力強化プロ

ジェクト，大学教員対象の英語による授業の教授法等に関する研修，職員対象のビジネス英語研修をそれぞれ実施する。

さらに，グローバル化に対応した取組を一層推進するため，大学教員を対象とした海外研修制度を充実する。また，海外

の大学との連絡調整，学生の海外派遣，留学生受入業務等のグローバル化対応業務の円滑化を図るため，事務職員の海外

語学研修経験者を20％以上とし，その経験者を各キャンパスに複数名配置する。 
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平成29年度計画【27-1】 

海外の協定締結大学等と連携して実施する学生，大学教員及び職員を対象とした英語研修等の開始を目指すとともに，

大学教員を対象とした海外研修制度をより充実させるため，今後の目的，方向性等を明確にし，新たな研修制度の具体的

内容について検討する。 

実施状況 

○ 学生を対象とした英語研修について, オーストラリアの協定校で提供している英語準備コースを本学で受講できる新

たなプログラムとして考案し,学生に受講希望のアンケート調査を実施した。アンケートでは,約70％の学生がプログラ

ムに好意的な回答をしており,引き続き開設に向けた検討を行うこととした。 

○ 大学教員対象の海外英語研修について,目的及び内容を検討し,参加教員の目的意識を明確にするため,研修後全員に

「英語による授業実施」（具体的には,PD（プロフェッショナル・ディブロップメント）としての公開授業又は外国人留

学生・研修生等を対象とした講義等の実践）を課すこととした。この検討を経て,教員３人をグリフィス大学（オースト

ラリア）に１ヵ月間派遣した。 

○ このほか,教員海外英語研修の直近の過去３年間の参加者及び英語で授業を実施する（又は希望する）教員を対象に,

英語で効果的な授業を行うことを目的としたワークショップを開催し,９人が参加した。 

平成29年度計画【27-2】 
海外語学研修を経験した事務職員の割合を把握し，複数名の事務職員を海外語学研修に派遣する。また，研修参加者の

報告をもとに研修内容の改善を図る。 

実施状況 

○ 職員を対象とした「海外語学研修」について,平成28年度までは協定校で実施していたが,マンツーマン授業により集

中して語学力を習得できるよう語学学校での実施とし,また,職員が参加しやすいよう,実施要項を改正して実施期間に

ついて２週間か４週間のいずれかを選択できるようにした（平成28年度までは一律３週間）。このほか,研修先をオース

トラリアからフィリピンへ変更することで,経費を抑えつつ複数の職員を派遣することができた。これらの改善により,

５人の事務職員を海外の語学学校（フィリピン）に４週間又は２週間派遣した結果,研修参加者のTOEICスコアが上昇し

た。また,派遣者が所属する部署の長からは,業務に対する積極性や日常業務におけるプレゼンテーション能力の向上が

見られたといった報告がなされた。 

○ 平成29年度研修参加者からは,途上国における教育,教員養成の重要性について強く認識したとの報告があり,社会的

な経験としても有意義な研修であったことから, 平成30年度以降の研修も引き続き同内容で実施することとした。 

○ 平成29年度末時点における研修経験者の割合は16％であり,平成33年度末での目標値20％に向け順調に増加している。

これにより,各キャンパス及び事務局における留学生対応業務等に,海外語学研修経験者を複数配置することが可能とな

っている。 
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○ 項目別の状況 
 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

① 組織運営の改善に関する目標 
 

中
期
目
標 

【16】 学長のリーダーシップの下で，教育，研究，社会貢献の機能を 大化するため，業務改善を推進するとともに，戦略的・効果的な組織

運営を行う。 

責任者 

石川理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【33】 

第２期中期目標期間のガバナンス改革に

おいて，各校に設置していた教授会を廃止

し，教授会審議事項を精選した上で，教育学

部，大学院にそれぞれに１つの教授会を設

置した。また，各校担当副学長であったキャ

ンパス長やその他教育研究組織の長の選考

方法については，推薦方式ではなく，学長任

命とした。 

第３期中期目標期間においては，上記１

から４の教育，研究，社会貢献及びその他の

目標達成に向けて，学長のリーダーシップ

が一層発揮できるよう，平成29年度末まで

に，戦略を立案する「大学戦略室」を設け，

学内組織の強みや弱み等を分析するＩＲセ

ンター（仮）と連携して，大学経営を戦略的・

効果的・機動的に進める。 

また，業務改善の推進及び人的資源の有

効活用の観点から，学生生活の相談に何で

も対応できる学生支援コンシェルジュ，研

究推進等のためのリサーチ・アドミニスト

レーター及びカリキュラムの開発支援のた

めの専門職員を育成し配置する。 

【33-1】 

学長室及びセンターの業務等の現状

を分析した結果，今後の大学運営にお

いては，横断的かつ学長直下の企画戦

略組織が必要となることから，学長室

及びセンターを廃止し，新たに学長の

下に，ＩＲセンター（仮）と連携して大

学経営の戦略を立案する「大学戦略室」

を設置する。 

Ⅲ 

 

○ 従前，大学の運営においては,大学全体を俯瞰して戦

略を立案する組織がなく，学長室，教育研究センター・

各種委員会，各キャンパス等が個別に取組を進めてき

た。そのため,大学全体のデータに基づく戦略の立案と

成果の検証が不十分であるなどの問題があった。平成

29年度には，これらの課題を解決するため,学長室及び

教育研究センターを廃止し，大学運営に関する企画立

案を戦略的・組織横断的に行う「大学戦略本部」を新

たに設置した。 

 大学戦略本部では，第３期中期目標及びミッション

の再定義等の実施,国や社会からの要請等に対し，大学

全体を俯瞰し，中・長期的な視点で効果的・効率的な

大学戦略を立案し，迅速に業務を遂行する。また,大学

戦略本部に,特定の課題について専門的に企画立案を

行うとともに，各キャンパス等への施策又は戦略の提

示，並びにその実施に対する支援を行う「戦略チーム」

を設置した。併せて， IR室を設置し，大学戦略本部の

意思決定を支援する体制を整備した。 

 

石川 

理事 
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 【33-2】 

社会の変化の中で生まれる新しい課

題を解決すべく大学運営の高度化を図

るため，これまでの知識経験を活かし

た高度な専門性を有する人材として専

門職を順次配置する。 

Ⅲ 

 

○ これまでの知識経験を活かした高度な専門性を有す

る人材として，研究活動の活性化や研究開発マネジメ

ントの強化等を目的としたリサーチ・アドミニストレ

ーターを１人，学生からの相談対応及び学生のサポー

トを目的とした，学生支援コンシェルジュを１人配置

した。この他，平成30年度から，労務管理に関する助

言,指導，対応や労務管理担当職員の育成等を目的とし

た人事労務アドバイザーを１人配置することとした。

また，大学戦略本部に設置したIR室に，公募・選考の

上，テニュア･トラック教員２人を平成30年度から配置

することとした。 

 

【34】 

社会や地域のニーズを法人運営に的確に

反映させる方途の１つとして，経営協議会

の学外委員等による５キャンパスの訪問，

及び学外委員とキャンパス教職員との意見

交換の場を設け，学外者からの提言を大学

運営に活かす。 

【34】 

平成28年度に実施した経営協議会学

外委員と５つのキャンパス長との一同

による意見交換会の評価を踏まえ，引

き続き一堂に会した意見交換会を実施

し，各校の取組や課題の共有化を図る

ことにより，大学運営の改善を図る。 

Ⅲ 

 

○ 各キャンパスの取組や課題の共有化を図るため，そ

れぞれの現状と課題，特徴を生かした取組等をテーマ

に「経営協議会学外委員とキャンパス長との意見交換

会」を開催した。大学運営における重要な課題である

教員養成課程の教員就職率向上に向けた取組等につい

て意見交換を行い，入学前の人材の発掘や教職に目を

向けてもらう取組が重要である等の意見を踏まえ，今

後大学戦略本部において，教員養成課程の教員就職率

向上に向けて戦略的に取り組んでいくこととした。な

お，各キャンパスとの意見交換，交流等を行う取組と

して，学長が各キャンパスに赴き,キャンパス長及び教

職員と今後の大学の将来構想等に関して懇談を行っ

た。 

 

石川 

理事 

【35】 

これまでの教員評価制度は，自己点検評

価及び所属長における評価により，教員を

総合的に評価してきたものであるが，第３

期中期目標期間においては新たな制度とし

て，これらの評価に加えて，学生等のステー

クホルダーによる評価，学長の評価及び教

育研究活動等による評価を３年に一度実施

【35】 

平成28年度に総合的業績評価ワーキ

ンググループにおいて見直し・策定し

た評価項目についての試行結果を踏ま

え，評価方法・項目を再点検し，総合的

業績評価システムの改修を行う。 

Ⅲ 

 

○ 社会のニーズを踏まえた教育・研究・社会貢献を効

果的に行うため，総合的業績評価ワーキンググループ

において，教員評価制度の見直しについて，平成28年

度の結果を踏まえ，評価方法及び評価項目の追加修正

等の改善を行い，併せて，総合的業績評価システムを

改修した。 

 

阿部 

理事 
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する。評価結果は，教員の処遇（昇給・勤勉

手当）や学長表彰等に反映させ，教員各自の

教育研究力の向上・改善につなげる。 

 

 

【36】 

第２期中期目標期間においては，国立大

学協会が掲げる女性教員の割合20％を達成

するために，広報活動の推進及び女性教員

の積極的な採用方策を定めた「女性教員採

用促進のためのポジティブ・アクション」を

制定し，推進してきたものであるが，教員に

占める女性の割合は，平成27年４月１日現

在で18.7％であった。また，第２期中期目標

期間（平成27年４月１日現在）では，役員は

全員男性であり，管理職に占める女性の割

合は，11.6％であった。 

第３期中期目標期間においては，女性役

員の割合を14.3％以上，管理職に占める女

性の割合についても14.0％以上を確保する

とともに，教員に占める女性の割合を20％

以上確保する。 

【36】 

これまでの男女共同参画に係る取組

内容を踏まえ，女性大学教員の研究・教

育環境の改善に向けて，今後の取組を

検討する。 

Ⅲ 

 

○ 女性教員の研究・教育環境の改善に向けた今後の取

組を検討するため，男女共同参画推進に関するアンケ

ートを実施した。アンケートの結果，女性が活躍する

上で，育児・介護支援制度の周知が不足しているとい

う回答が多くあったことから，各種広報の充実及び研

修の実施について「次世代育成支援対策推進法に基づ

く一般事業主行動計画」に盛り込み，この計画に基づ

く取組を実施することとした。 

 

○ 平成 25 年３月に策定した「女性教員採用促進のため

のポジティブ・アクション」に基づき，平成 28 年度に

引き続き，３種類の経費支援を行い，女性教員の採用

を促進した。 

  「新任女性教員スタート支援経費」を３人の新任女

性教員に配分し，円滑な教育・研究の開始を支援する

とともに，当該女性教員を採用したキャンパスに対し，

インセンティブ経費として「女性教員採用促進経費」

を配分し，トイレの出入口の改修など，教育・研究環

境の整備・充実を進めた。また，育児休業後に職務復

帰した女性教員を対象とした「女性研究者を対象とし

た研究助成」を２人に配分し，職務復帰後の教育・研

究活動を支援した。 

  これらの取組を大学ホームページで積極的にPRする

とともに，採用時の公募要領を改正し，新規に採用さ

れた女性教員への経費支援に関する具体的な内容を追

加する等の改善を行った結果，応募件数に占める女性

の割合が平成28年度から14.7ポイント上昇し，24.3％

となった。 

 

 

石川 

理事 
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【37】 

厳格な経営監視体制を構築するため，監

事への情報提供システムの構築や重要な会

議への参画を定着させ，監査項目を見直し，

監事監査の実効性を高め，組織運営の改善

を行う。 

【37】 

厳格な経営監視体制を構築するため

の方策の一つとして，重要な会議や全

学委員会への監事の出席を定着させる

とともに，随時日常業務監査を実施す

ることにより，監査意見を踏まえ，その

業務がどのように改善されていくのか

を検証する。 
Ⅲ 

 

○ 本学の業務の適性かつ効率的な運営を図ることを目

的として，監事が陪席した会議は，平成29年度におい

て，対象18会議，開催回数127回（内メール会議2回）

中，出張・外勤等で不在の場合等を除き114回であった。

これにより，本学における現在の課題・検討事項等を

把握し，改善策の助言や効果的な業務監査の在り方等

の検討に役立てている。 

  また,監事監査の実効性を高めるため，日常業務監査

における監査意見に対してどのように業務が改善され

ていくのかを検証した。具体的には，監事への回付書

類に対して，監事意見を付して書面により担当課へフ

ィードバックし，以後の同様案件の回付時に，同意見

を踏まえた改善点があることを確認しており，より適

切な事務運用を図っている。 

 

 

石川 

理事 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

② 教育研究組織の見直しに関する目標 
 

中
期
目
標 

【17】 本学の教育学部においては，平成26年度に函館校に国際地域学科，岩見沢校に芸術・スポーツ文化学科の設置を実現し，教員養成

機能の充実・強化を図るための教育研究組織の見直しを行った。同時に，平成33年度までの北海道の小・中学生の推移や教員の採用

動向を踏まえ，教員養成課程の学生定員を20名増員し，720名とした。大学院については，教育委員会の要請に応え，教職大学院のコ

ースを再編し，学校経営に対応したコースを設置するとともに，修士課程の在り方について検討を進めてきた。第３期中期目標期間

では，北海道における学校の統廃合やそれに伴う教員需要に対応した規模へ教員養成課程を見直す。また，大学院においては，北海

道地域の教育を担い，高度な実践的指導力を有する教員を養成するための教育研究組織へ見直すとともに，他大学との連携・協働に

よる高度な組織化を図る。 

責任者 

佐川理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【38】 

第３期中期目標期間中の教員の採用動向

を踏まえ，教員採用数や教員就職者数等を

検証し，教員養成課程の規模について見直

しを行う。 

 

【38】 

平成28年度に出した第３期中期目標

期間中の教員需要及びそれに対する本

学学生の教員就職者数の推定値に新た

な実績データを反映させて推定値を見

直し，就職状況との関係を検証する。 

Ⅲ 

 

○ 平成28年度に算出した平成37年度までの北海道の教

員需要と本学学生の教員就職者数（供給）推定値に,平

成29年度に確定した実績データを反映させ，新たに平

成31年度～平成39年度までの北海道の教員需要及び本

学学生の教員就職者数（供給）推定値を算出した。算

出した推定値から，本学が目標とする占有率（小学校

80％，中学校65％）を達成するために必要な現役合格

者数（及び合格率）を算出した結果，現在より小学校

教員就職者について33人（現役合格率19.9％→

32.8％），中学校教員就職者について13人（現役合格率

5.8％→13.8％）をそれぞれ増やす必要があることが明

らかになった。 

 

佐川 

理事 

【39】 

北海道の地域特性を活かし，地域の教育

課題を解決していくための高い実践的指導

力を持った教員の養成を担う大学としての

役割を踏まえ，教育学研究科の教育研究組

織とその規模を見直す。 

【39】 

「国立教員養成大学・学部，大学院，

附属学校の改革に関する有識者会議」

の検討結果を踏まえて，大学院改革構

想をまとめる。 
Ⅲ 

 

○ 「国立教員養成大学・学部，大学院，附属学校の改

革に関する有識者会議」の報告を踏まえ，学校現場の

課題に対し，教職大学院，修士課程それぞれが特色を

生かした研究を推進し，附属学校での実践を通して，

学校現場に研究成果を還元することを企図した「新た

な教育学研究科～附属学校を中核とした教職大学院，

修士課程の連携・協働～」構想をまとめた。具体的に

佐川 

理事 
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は①“教員養成学”の構想，②学び続ける教員を支援

する教職大学院の新コース構想，③大学院による附属

学校及び附属学校教員への研究支援体制に係る検討を

行った。また，本構想を踏まえ，第４期中期目標期間

における教職大学院への一本化へ向けて検討を進めて

いる。 

 

【40】 

教育の質の高度化を図るため，日々の教

育現場の課題を解決する「実践知」を探求

し，課題解決への道を提案する「研究する教

育実践者」の養成について，他の教員養成大

学・学部と連携した組織化のための研究を

行う。 

【40】 

新しい教育研究組織における養成す

る人材の必要性及び養成のためのカリ

キュラム構造を検討する。 

Ⅲ 

 

○ 教員養成の高度化の必要性及び養成する人材像等に

ついて，関係大学や学内教職員と意見交換を行い，検

討を進めた。検討の結果，学校現場の課題の多様性や

社会の急速な変化に伴う新たな課題，さらには「知識

基盤社会」に対応するため，教員養成の高度化は不可

欠であること，教員養成を高度化するためには，「研究

する教育実践者」（研究者としての力をもったミドルリ

ーダー）の養成及び教員養成を担当する大学教員（理

論と実践の両輪を備えた教員）を養成するシステム作

りが必要であることが明らかとなった。 

 

佐川 

理事 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

③ 事務等の効率化・合理化に関する目標 
 

中
期
目
標 

【18】 業務改善に資するため，事務組織や事務の在り方を見直し，一層の効率化を図る。 責任者 

石川理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【41】 

第２期中期目標期間のガバナンス改革に

おいて，各校毎に設置していた教授会を廃

止し，教授会審議事項を精選した上で，教育

学部，大学院にそれぞれに１つの教授会を

設置した。また，各校担当副学長であったキ

ャンパス長やその他教育研究組織の長の選

考方法については，推薦方式ではなく，学長

任命とした（再掲）。さらに，各種委員会の

目的・役割を明確化するとともに組織構成

についても見直した。 

第３期中期目標期間においては，上記ガ

バナンス改革による規則改正に沿って，本

部，キャンパスの事務組織や各種委員会に

おける事務の役割・在り方について，効率化

の観点から，適宜点検を行い，改善策を実施

していく。 

また，北海道地区の国立大学との業務の

共同実施や事務処理の改善・見直し等を推

進する等，事務の効率化・合理化と業務改善

を行う。 

【41】 

ガバナンス改革による規則改正に沿

って，本部，キャンパスの事務組織や各

種委員会における事務の役割・在り方

について，効率化の観点から点検を行

い，改善策を実施していく。 

また，業務改善のための問題点や現

状把握に基づき，北海道地区の国立大

学との業務の共同実施や事務処理の改

善・見直し等を推進するための業務改

善計画（案）の検討を行う。 

Ⅲ 

 

○ ガバナンス改革の趣旨に沿って，事務組織や各種委

員会の役割・位置付け等を明確にするため，運営規則

の改正等を行い，各組織の役割と業務を整理した。ま

た，学内規則の体系を整備するため，規則，要項等の

位置づけを整理し，学内規則の制定手続きに関する規

則及び細則を改正した。 

 

○ これまで担当課室がそれぞれ実施していた地域連

携・地域貢献事業に係る各業務を一元化し，事務体制

を強化するため，平成30年４月から地域連携推進室を

新たに設置することとした。このことにより，教育委

員会等への窓口を一本化し，平成30年３月に策定した

「北海道教育大学における地域連携活動に関する基本

方針」の下，地域連携・地域貢献事業をより一層推進

することを可能とした。 

 

○ 「事務の効率化・合理化を図るための業務改善計画」

を策定し，計画に基づき，札幌地区の防災管理体制に

おける各組織の所掌事務の見直し，法制執務支援シス

テムの導入等の事務の改善・見直しを行った。 

 

○ 会議運営に係る事務処理の効率化を図るため，現行

のペーパーレス会議システムを検証し，セキュリティ

性能が高く,ネットワークを介することなく利用でき 

石川 

理事 
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るなど利便性に優れた新システムを導入することとし

た。 
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(１) 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等 
 
 

その他に特記すべき事項 

 

① 専門職員の配置【関連年度計画番号：33-2】 

 これまでの知識経験を活かした高度な専門性を有する人材として，研究活動の

活性化や研究開発マネジメントの強化等を目的としたリサーチ・アドミニストレ

ーターを１人，学生からの相談対応及び学生のサポートを目的とした，学生支援

コンシェルジュを１人配置した。この他，平成30年度から，労務管理に関する助

言,指導，対応や労務管理担当職員の育成等を目的とした人事労務アドバイザー

を１人配置することとした。また，大学戦略本部に設置したIR室に，公募・選考

の上，テニュア･トラック教員２人を平成30年度から配置することとした。 

 

② 女性教員採用促進に向けた取組【関連年度計画番号：36】 

 平成 25 年３月に策定した「女性教員採用促進のためのポジティブ・アクショ

ン」に基づき，平成 28 年度に引き続き，３種類の経費支援を行い，女性教員の採

用を促進した。 

 「新任女性教員スタート支援経費」を３人の新任女性教員に配分し，円滑な教

育・研究の開始を支援するとともに，当該女性教員を採用したキャンパスに対し，

インセンティブ経費として「女性教員採用促進経費」を配分し，女子トイレの床

シートの張り替えなど，教育・研究環境の整備・充実を進めた。また，育児休業

後に職務復帰した女性教員を対象とした「女性研究者を対象とした研究助成」を

２人に配分し，職務復帰後の教育・研究活動を支援した。 

 これらの取組を大学ホームページで積極的にPRするとともに，採用時の公募要

領を改正し，新規に採用された女性教員への経費支援に関する具体的な内容を追

加する等の改善を行った結果，応募件数に占める女性の割合が平成28年度から

14.7ポイント上昇し，24.3％となった。 

 

③ 大学院改革に向けた取組【関連年度計画番号：39】 

「国立教員養成大学・学部，大学院，附属学校の改革に関する有識者会議」の

報告を踏まえ，学校現場の課題に対し，教職大学院，修士課程それぞれが特色を

生かした研究を推進し，附属学校での実践を通して，学校現場に研究成果を還元

することを企図した「新たな教育学研究科～附属学校を中核とした教職大学院，

修士課程の連携・協働～」構想をまとめた。具体的には①“教員養成学”の構想，

②学び続ける教員を支援する教職大学院の新コース構想，③大学院による附属学

校及び附属学校教員への研究支援体制に係る検討を行った。また，本構想を踏ま

え，第４期中期目標期間における教職大学院への一本化へ向けて検討を進めてい

る。 

 

④ 業務の効率化に向けた取組【関連年度計画番号：41】 

これまで担当課室がそれぞれ実施していた地域連携・地域貢献事業に係る各業

務を一元化し，事務体制を強化するため，平成30年４月から地域連携推進室を新

たに設置することとした。このことにより，教育委員会等への窓口を一本化し，

平成30年３月に策定した「北海道教育大学における地域連携活動に関する基本方

針」の下，地域連携・地域貢献事業をより一層推進することを可能とした。 

また，会議運営に係る事務処理の効率化を図るため，現行のペーパーレス会議

システムを検証し，セキュリティ性能が高く,ネットワークを介することなく利

用できるなど利便性に優れた新システムを導入することとした。 

 

⑤ ガバナンス改革の強化に関する取組【関連年度計画番号：33-1，41】 

大学戦略本部の設置 

 本学では，平成27年度から，大学のガバナンス強化として，各校ごとに設置し

ていた教授会の廃止及び新たに全学教授会（学部教授会及び研究科教授会）の設

置，学長選考における教職員による意向投票の廃止，各校担当副学長（現・各校

キャンパス長）及びその他教育研究組織の長の選考方法について，推薦方式から

学長任命への変更等，様々な改革を行ってきた。 

一方,大学の運営においては,大学全体を俯瞰して戦略を立案する組織がなく，

学長室，教育研究センター・各種委員会，各キャンパス等が個別に取組を進めて

きた。そのため,大学全体のデータに基づく戦略の立案と成果の検証が不十分で

あるなどの問題があった。平成29年度には，これらの課題を解決するため,学長室

及び教育研究センターを廃止し，大学運営に関する企画立案を戦略的・組織横断

的に行う「大学戦略本部」を新たに設置した。 

 大学戦略本部では，第３期中期目標及びミッションの再定義等の実施,国や社

会からの要請等に対し，大学全体を俯瞰し，中・長期的な視点で効果的・効率的

な大学戦略を立案し，迅速に業務を遂行する。また,大学戦略本部に,特定の課題

について専門的に企画立案を行うとともに，各キャンパス等への施策又は戦略の

提示，並びにその実施に対する支援を行う「戦略チーム」を設置した。併せて， 

IR室を設置し，大学戦略本部の意思決定を支援する体制を整備した。 

学内規則の体系化に関する取組 

学内規則について，「学内規則の制定手続に関する規則」及び「学内規則の制定

手続に関する細則」を改正し，これまで曖昧だった，学長が制定する規則の種別
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及び各校等の長が制定できる規則の種別を明確にするとともに，学内規則の種類

及び定義並びに規則の制定及び改正に係る手続き（決裁過程等）を明確化し，規

則全体の適正な管理運用を図ることができるよう学内規則の体系化を行った。 

 

⑥ 「国立教員養成大学・学部，大学院，附属学校の改革に関する有識者会
議」報告書への対応 

平成29年８月に公表された「国立教員養成大学・学部，大学院，附属学校の改

革に関する有識者会議」報告書を踏まえ，本学の取組状況及び好事例をまとめ，

現状の確認を行うとともに，各事項に担当責任者を決め取組を進めていくことと

した。 

なお,具体的な好事例として，以下の４点の取組を行っている。 

（イ）附属学校等での授業を学生が参観し,検討・交流する「学校臨床研究（必修

科目）」の実施 

（ロ）「教師の仕事について考え，より深く理解してもらうこと」をテーマとして,

高校生が本学教員や学生と一緒に模擬授業を作り上げていく企画「エデュ

ケーション・カフェ」の実施 

（ハ）へき地・小規模校教育，特別支援教育等，本学における重点研究分野に関

するプロジェクトへの重点的な予算配分による研究の推進 

（ニ）ステークホルダーの声を取り入れた教育課程改革を実行するための「教員

養成改革推進外部委員会」「学生の意見を取り入れた授業・教育課程評価委

員会」の設置 

 

⑦ キャンパス長等戦略経費の拡充 

科研費採択率や学生就職率に基づくインセンティブ配分によって，キャンパス

の活性化・特色化を図る「キャンパス長等戦略経費」について，予算額を平成28

年度比の２倍となる12百万円へ拡充した。キャンパス間の競争性を更に高めるこ

とで，取組を活性化し，成果に応じたメリハリのある予算配分を目的としている。 

配分された予算をキャンパス独自の広報活動へ充当した一部のキャンパスに

おいては，平成29年度に実施した入学試験の志願者数が，平成28年度比で29%増

（668人から862人へ増加）となるなど，配分・活動促進・増収の好循環が得られ

た。 

さらに,平成30年度からは,より実効性,競争性を高めるため，傾斜配分額の割

合を50％から70％へ増加させることとした。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(2) 財務内容の改善に関する目標 

① 外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 
 

中
期
目
標 

【19】 外部資金，寄附金の獲得を促進しつつ，自己収入の増加を目指す。 責任者 

石川理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【42】 

自己収入増加のため，以下の取組を進め

る。 

① 学外との共同研究，科学研究費助成事

業，奨学寄附金等の外部資金を積極的に

獲得するため，教員と職員が協働し，研究

助成関係の公募に積極的に応募する体制

を強化する。 

② 外部資金・寄附金獲得のためのファン

ドレイザーを配置するとともに，引き続

き，寄附金（基金）3,000 万円以上の獲得

に取り組む。 

③ 第２期中期目標期間の後半から実施し

た卒業生・修了生等に係る証明書発行の

有料化を，引き続き行う。 

【42-1】 

教職協働により，複数の研究者で実

施する共同研究プロジェクトの支援体

制を構築し，科研費や研究助成等の外

部資金獲得を促進する。 

Ⅲ 

 

○ 本学に適した教職協働の研究支援体制として，大学

戦略本部に，研究に係る戦略立案・課題解決を実行す

る研究戦略チームを設置し，リサーチ・アドミニスト

レーターを配置した。このことにより，研究戦略チー

ムが共同研究プロジェクトの企画・調整等を行い，各

プロジェクト（研究代表者）に対しては，リサーチ・

アドミニストレーターが中心となって支援・相談を行

う体制を強化した。  

 

○ 外部資金獲得を促進するため，学術研究推進室（現・

研究戦略チーム）や企画課・各校総務グループ等が連

携し，科研費説明会の開催・申請書作成補助・プロジ

ェクトの進捗管理等の研究支援を行った。また，必要

に応じて室員（現・チームメンバー）や事務職員（企

画課や各校総務グループ）が研究遂行のアドバイスや

事務的支援を行った。 

 

横山 

理事 
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【42-2】 

北海道内各地の企業を中心にファン

ドレイザーによる募金活動，クレジッ

トカード決済システム（仮称）等による

寄附，大学ホームページ等での広報活

動を通して，自己収入の増加を目指す。

また，卒業生・修了生等に係る証明書発

行の有料化を引き続き行うとともに，

外部資金の取組に積極的な他大学の取

組を研究する。 

Ⅳ 

○ 平成27年度から配置したファンドレイザーによる北

海道内の企業延べ482社への訪問及び個人168人への寄

附依頼を通して,寄附金の獲得に向けて取り組んだ。ま

た，学園情報誌に掲載する協賛企業の募集を行い，賛

同を得られた企業の企業名を紙面に掲載し，その掲載

料計40千円を基金として受け入れた。 

 

○ 平成29年４月からの新たな取組として，寄附者の利

便性向上を図るため，クレジットカード決済システム

の運用を開始した。また,刷新した基金リーフレットに

当該システムについて掲載し,周知を図った。さらに,

寄附者のニーズに対応するため，本学の基金規程を一

部改正し，基金事業として，附属学校（園）の施設・

設備の整備及び活動支援を目的とした附属学校（園）

支援事業を新設した。 

 

○ これらの基金獲得に向けた取組により，獲得額は過

去 高額となる23,768千円となり，平成28年度から，

9.6％増加（約2,085千円増）した。これにより，第３

期中期目標期間の２年目で，中期計画に掲げる目標額

「3,000万円」の約1.5倍となる，45,451千円となった。 

 

○ このほか，文部科学省が主催する寄附フォーラムに

おいて紹介された他大学の取組事例を参考に，寄附者

に対する謝意を表す取組として，平成27年４月～平成

29年８月の間における一定額以上の寄附者（個人及び

法人・団体計227人）を，本学が開催する演奏会や作品

展に招待した。演奏会への来場者（招待者）に対し実

施したアンケートでは，「引き続き寄附したいと思う演

奏だった」等の好意的な意見が寄せられた。 

 

○ 平成27年４月１日から開始した卒業生・修了生等に

係る証明書発行の有料化により，約1,487千円の収入が

あった。 

 

石川 

理事 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(2) 財務内容の改善に関する目標 

② 経費の抑制に関する目標 
 

中
期
目
標 

【20】 管理的経費の削減策を検証しつつ，さらなる経費削減に向けて計画的な取組を推進する。 責任者 

石川理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【43】 

第２期中期目標期間は北海道内の国立大

学と７件の共同調達を実施し，共同調達に

よるスケールメリットの活用（調達コスト

低減）及び業務負担の軽減を図った。第３期

中期目標期間には第２期中期目標期間中の

効果的な共同調達を継続するとともに新た

な共同調達の実施，省エネ等の推進，コスト

意識の徹底により，業務費に対する一般管

理費比率について，全国 11 教員養成系大学

における平均値（平成 26年度 4.22％）以下

に抑制する。 

【43】 

第２期中期目標期間中の効果的な共

同調達の継続，道内国立大学法人と新

規共同調達案件である事務用パソコン

の一括リースを実施する。また，新たな

共同調達へ向けての検討，照明設備 LED

化事業計画に基づく第２期事業の実施

及びコスト意識の徹底を図るために，

全学に対して管理経費削減に向けての

周知を行う。 

Ⅲ 

 

○ スケールメリットを活かした管理経費の削減を行う

ために，第２期中期目標期間中に効果的であった共同

調達を継続するとともに，平成29年７月から事務用パ

ソコンの一括リースを新たな共同調達として開始し

た。本学が独自に契約している事務用パソコンのリー

スについても平成31年２月末で期間満了を迎えること

から，新たな共同調達の可能性を含めて検討を開始し

た。 

 

○ また，６ヵ年の照明設備LED化事業計画に基づく第２

期事業を実施するとともに，計画を前倒しして図書館

閲覧室等の照明器具LED化工事を実施した。省エネ効果

を検証するために消費電力を実測した結果，改修前と

比較して年間97,077ｋWｈ（約57％），電力料金換算で

は約1,600千円の削減を達成した。 

 

○ この他，管理経費削減に向けて，複写機の２色印刷

や両面印刷の設定方法,定期刊行物の見直しなどにつ

いて全学に周知した結果，前年度比で約1,200千円を削

減した。 

 

○ これらの取組により，平成29年度における業務費に

対する一般管理費比率を3.22％に抑制し，目標（4.22％

以下）を達成した。 

石川 

理事 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(2) 財務内容の改善に関する目標 

③ 資産の運用管理の改善に関する目標 
 

中
期
目
標 

【21】 安定した大学運営を行うため，資産と資金の有効な運用を行う。 責任者 

石川理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【44】 

平成 28 年度には建築後 30 年を超過する

未改修の建物が全体面積の約 44％となる見

込みである。施設の老朽化に伴って，多様化

する新たな教育研究へ対応するためのスペ

ース創出や，安心・安全な環境の確保が課題

となる。これらの資産を有効に活用するた

めに，第２期中期目標期間には，施設・設備

の点検・評価及び必要かつ計画的な整備に

よる予防保全を前提とした運用管理を行う

ため，「施設維持管理マニュアル」による施

設等の定期点検・評価を実施することによ

って，資産の点検体制を構築した。 

第３期中期目標期間においては，引き続き

予防保全による計画的な維持管理体制を基

盤として，定期的な見直しによるキャンパス

マスタープランの充実並びに資産の用途・目

的について点検・評価を行う。 

また，ライフサイクルコストによる費用

対効果に基づく資産運用方針を策定し，更

なる学外者の利用を促進することにより,

土地及び建物の貸付による収入を第２期中

期目標期間の平均に比し,10％以上増加さ

せる。 

【44】 

資産運用方針に基づき，札幌キャン

パスの資産の用途・目的について点検・

評価を実施する。 

また，学外者の利用促進のため，平成

28 年度に行った不動産貸付要項の改正

（貸付範囲の拡大）による成果を検証

する。 

Ⅲ 

 

○ ライフサイクルコストによる費用対効果に基づく資

産運用方針により,札幌キャンパスの資産の点検・評価

を実施した。資産の予防保全を前提とした運用管理を

行うことができるよう現状を把握し，今後，必要かつ

計画的な整備を進めていく。 

 

○ また，平成29年度から実施した不動産貸付対象の拡

大に伴う成果を検証した結果，貸付範囲の拡大に伴う

利用者の増加により，貸付料収入が第２期中期目標期

間の平均比で12％増加（約255千円増）した。なお，貸

付料収入全体についても63％増加（約2,137千円増）し

た。 

石川 

理事 
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【45】 

資金運用による運用益を獲得するため

に，第２期中期目標期間には，適切なリスク

管理の下，北海道地区国立大学間の連携に

よる共同の資金運用（Ｊファンド）を行う中

で単独の運用より有利な運用と考えられる

運用を 69 回実施し，総額 270 万円の運用益

を獲得した。第３期中期目標期間において

も，引き続き，適切なリスク管理の下，北海

道地区国立大学間の連携による共同の資金

運用に積極的に参画し，安定的な運用益の

確保に取り組む。 

【45】 

適正な資金管理のもと，北海道地区

国立大学間の連携による共同の資金運

用（Ｊファンド）に積極的に参加し，平

成28年度以上の日数の運用を行うこと

で， 大限の運用益の獲得を図る。 
Ⅲ 

 

○ 適切なリスク管理や積極的な運用を行うために資金

計画を作成し，業務運営に必要な資金を確保した上で，

北海道地区国立大学間の連携による共同の資金運用

（Ｊファンド）に積極的に参加した。 

  平成28年度から日数を11日間増やし，延べ342日間運

用したことにより，217,612円の運用益を獲得し,運用

益を授業料免除の拡充に充て，学生支援に活用した。 

 

石川 

理事 
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(２) 財務内容の改善に関する特記事項等 
 
 

年度計画を上回って実施した計画（自己評価を「Ⅳ」とした計画）のうち特に注

目すべき取組や成果がある場合，上回ったと考える根拠及びその計画に基づき実

施した取組内容や成果 

 

① 寄附金の獲得に向けた取組【関連年度計画番号：42-2】 

 平成27年度から配

置したファンドレイ

ザーによる北海道内

の企業延べ482社へ

の訪問及び個人168

人への寄附依頼を通

して,寄附金の獲得

に向けて取り組ん

だ。また，学園情報誌

に掲載する協賛企業

の募集を行い，賛同

を得られた企業の企

業名を紙面に掲載

し，その掲載料計40

千円を基金として受

け入れた。 

平成29年４月からの新たな取組として，寄附者の利便性向上を図るため，クレ

ジットカード決済システムの運用を開始した。また,刷新した基金リーフレット

に当該システムについて掲載し,周知を図った。さらに,寄附者のニーズに対応す

るため，本学の基金規程を一部改正し，基金事業として，附属学校（園）の施設・

設備の整備及び活動支援を目的とした附属学校（園）支援事業を新設した。 

これらの基金獲得に向けた取組により，獲得額は過去 高額となる23,768千円

となり，平成28年度から，9.6％増加（約2,085千円増）した。これにより，第３

期中期目標期間の２年目で，中期計画に掲げる目標額「3,000万円」の約1.5倍と

なる，45,451千円となった。 

このほか，文部科学省が主催する寄附フォーラムにおいて紹介された他大学の

取組事例を参考に，寄附者に対する謝意を表す取組として，平成 27 年４月～平

成 29 年８月の間における一定額以上の寄附者（個人及び法人・団体計 227 人）

を，本学が開催する演奏会や作品展に招待した。演奏会への来場者（招待者）に

対し実施したアンケートでは，「引き続き寄附したいと思う演奏だった」等の好意

的な意見が寄せられた。 

 

その他に特記すべき事項 

 

② 資産を有効に活用するための取組【関連年度計画番号：44】 

ライフサイクルコストによる費用対効果に基づく資産運用方針により,札幌キ

ャンパスの資産の点検・評価を実施した。資産の予防保全を前提とした運用管理

を行うことができるよう現状を把握し，今後，必要かつ計画的な整備を進めてい

く。 

 また，平成29年度から実施した不動産貸付対象の拡大に伴う成果を検証した結

果，貸付対象の拡大に伴う利用者の増加による貸付料収入が第２期中期目標期間

の平均比で12％増加（約255千円増）した。なお，貸付料収入全体についても同様

に63％増加（約2,137千円増）した。 

 

③ 経費削減に向けた取組【関連年度計画番号：43】 

スケールメリットを活かした管理経費の削減を行うために，第２期中期目標期

間中に効果的であった共同調達を継続するとともに，平成29年度から新たに共同

調達する事務用パソコンの一括リースを７月から開始した。本学が独自に契約し

ている事務用パソコンのリースについても平成31年２月末で期間満了を迎える

ことから，新たな共同調達の可能性を含めて検討を開始した。 

 また，６ヵ年の照明設備LED化事業計画に基づく第２期事業を実施するととも

に，計画を前倒しして図書館閲覧室等の照明器具LED化工事を実施した。省エネ効

果を検証するために消費電力を実測した結果，改修前と比較して年間97,077ｋW

ｈ（約57％），電力料金換算では約1,600千円の削減を達成した。 

 この他，管理経費削減に向けて，複写機の２色印刷や両面印刷の設定方法,定

期刊行物の見直しなどについて全学に周知した結果，前年度比で約1,200千円を

削減した。 

  

④ 自己収入増加に向けた取組【関連年度計画番号：42-2，45】 

 自己収入の増加に向けた取組として，本学ホームページ管理運用に関する要項

を改正し，平成29年７月より，企業等から本学ホームページへの広告バナーの掲

載について申請があった場合は，学生生活に資する情報提供の一助として掲載す

ることを可能とした。平成29年度は掲載料として，120千円の収入があった。 
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 この他，平成27年４月１日から開始した卒業生・修了生等に係る証明書発行の

有料化により，約1,487千円の収入があった。また，適切なリスク管理や積極的な

運用を行うために資金計画を作成の上，北海道地区国立大学間の連携による共同

の資金運用（Ｊファンド）に積極的に参加し，延べ342日間運用（平成28年度から

11日間増）したことにより，約217千円の運用益を獲得した。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

① 評価の充実に関する目標 
 

中
期
目
標 

【22】 第２期中期目標期間において，評価体制の整備と評価に関する広報を充実し，大学における評価活動を定着させてきた。第３期中

期目標期間では，教育の質を保証する観点から，様々な情報を活用する仕組みを取り入れ，教育の質の改善・向上に焦点をあてた，

内部質保証のPDCAサイクルを確立する。 

責任者 

石川理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【46】 

大学の教育を中心とした諸活動における

質保証について，国内外の事例や他大学に

おける取組の調査及び研究を行い，大学教

育の質の向上に結びつけるシステムを構築

し，そのシステムの有効性について検証を

行う。 

【46】 

他大学における大学教育の質の保証

に関する取組と本学の取組状況を比

較・分析し，内部質保証システムの確立

に向けた課題や方向性を明確にする。 

Ⅲ 

 

○ 「教育の内部質保証に関するガイドライン」（大学改

革支援・学位授与機構 平成29年３月31日）に基づき，

教育の内部質保証に関する方針と体制の整備など，内

部質保証システムを構築するために必要となる要素に

ついて，本学と他大学の状況を比較・分析し，レポー

トとしてまとめ，本学における内部質保証システムの

構築に向けての課題を明らかにした。 

内部質保証システムの一つの要素として挙げられて

いる「内部質保証に関する方針（規則）」については，

平成16年度に制定した本学点検評価規則に自己評価や

外部評価の実施方法等が明記されているものの，内部

質保証の方針や点検・評価結果を改善につなげるプロ

セスが明確に定められていないことから，規則上明記

する必要があることが分かった。また，自己評価及び

外部評価の評価項目や実施サイクルに柔軟性を持たせ

ることで，より内部質保証に即した点検・評価を行う

こととした。 

以上の調査・分析結果を踏まえて，平成30年度に本

学点検評価規則を改正し，内部質保証システムを確立

していくこととした。 

 

石川 

理事 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

② 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 
 

中
期
目
標 

【23】 社会・地域から求められる大学として，戦略的な広報活動を推進する。 責任者 

石川理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【47】 

大学が地域に開かれた身近な存在として

広く理解されるために,地域の教育研究活

動拠点として,大学における学生活動の様

子や現職教員への支援等の取組のほか,キ

ャンパスが所在する地方公共団体等と連携

した地域振興イベントによる広報活動等

を,動画等を用いながら大学公式 SNS（ソー

シャル・ネットワーキング・サービス）によ

り積極的に情報発信する。特に,大学公式

SNS として平成 26 年度より活用している

Facebook においては記事を年間約 60 件掲

載する。 

【47】 

他大学における取組を参考にし，本

学の広報における課題や，今後の方向

性を検討する。あわせて，試行した動画

による広報について，平成 28 年度の評

価を反映し改善を行う。 

Ⅲ 

 

○ 国立大学協会が主催する「国立大学法人等 広報勉

強会」において，他大学等の職員と広報業務における

課題や取組について意見交換を行った。平成30年２月

に開催した広報企画室会議において，勉強会での内容

を参考に，本学の広報における課題について検討を行

った結果，今後はさらに多くの情報を収集できるよう

に教職員及び学生から情報を収集する仕組みをより簡

易なものとすることが提案され，具体的な方策を立案

することとした。 

 

○ 平成28年度に作成・公開した大学紹介動画について，

寄せられた学生等の意見をもとに，各キャンパスの特

色ある取組の映像を追加し，より閲覧者の興味を高め

るとともに，ナレーションの変更やオリジナルのバッ

クミュージック（本学教員が作曲し，学生が演奏する

音楽）の使用等，さらに魅力的な動画となるよう工夫

を行った。 

 

○ 在学生の視点から大学の魅力を伝える広報活動を行

うため，広報学生サポーターを継続して採用し，定期

的に大学広報誌やホームページに対する意見や感想を

提出してもらい，各種広報活動に役立てている。 

  平成29年度は，学生が中心となって編集，発行して

いる「学園情報誌 HUE-LANDSCAPE」について，広報学 

石川 

理事 
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生サポーターからの意見を基に，巻頭特集ページの新

規追加，紙面のスリム化等のリニューアルを行った。

また，同誌をより広く周知するため，電子ブック化及

び広報用リーフレットの作成・配布を行った。 

 

○ Facebookへの記事の掲載について，平成29年度は，

入学式，オープンキャンパス，進学相談会など，全学

の行事・イベントに関する情報のほか，各キャンパス

の特色ある取組や学生の活躍に関する情報等を中心に

99件の記事を掲載した。 
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(３)  自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項等 
 
 

その他に特記すべき事項 

 

① 内部質保証システムの確立に向けた取組【関連年度計画番号：46】 

「教育の内部質保証に関するガイドライン」（大学改革支援・学位授与機構 平

成29年３月31日）に基づき，教育の内部質保証に関する方針と体制の整備など，

内部質保証システムを構築するために必要となる要素について，本学と他大学の

状況を比較・分析し，レポートとしてまとめ，本学における内部質保証システム

の構築に向けての課題を明らかにした。 

内部質保証システムの一つの要素として挙げられている「内部質保証に関する

方針（規則）」については，平成16年度に制定した本学点検評価規則に自己評価や

外部評価の実施方法等が明記されているものの，内部質保証の方針や点検・評価

結果を改善につなげるプロセスが明確に定められていないことから，規則上明記

する必要があることが分かった。また，自己評価及び外部評価の評価項目や実施

サイクルに柔軟性を持たせることで，より内部質保証に即した点検・評価を行う

こととした。 

以上の調査・分析結果を踏まえて，平成30年度に本学点検評価規則を改正し，

内部質保証システムを確立していくこととした。 

 

② 学生の視点を取り入れた広報の取組【関連年度計画番号：47】 

 在学生の視点から大学の魅力を伝える広報活動を行うため，広報学生サポータ

ーを継続して採用し，定期的に大学広報誌やホームページに対する意見や感想を

提出してもらい，各種広報活動に役立てている。 

 平成29年度は，学生が中心となって編集，発行している「学園情報誌 HUE-

LANDSCAPE」について，広報学生サポーターからの意見を基に，巻頭特集ページの

新規追加，紙面のスリム化等のリニューアルを行った。また，同誌をより広く周

知するため，電子ブック化及び広報用リーフレットの作成・配布を行った。 

 

③ Web広告による入試情報の発信 

主に受験生やその保護者を対象に，オープンキャンパス告知や本学の魅力を発

信することを目的として，従来から実施する新聞広告（７月）に加え，平成29年

度は新たにインターネット媒体（Yahoo!JAPAN，Googleコンテンツページ他）によ

りWeb 広告を掲載した。Web広告は，７月と12月の２回（それぞれ約１カ月間）実

施し，約46,000回（７月：29,000回，12月：17,000回）の閲覧があった。北海道

エリアを対象とした新聞広告に対し，Web広告により，広範囲の地域（特に本学志

願者の多い東北６県及び新潟県を含んだ地域）の受験生・保護者に対して本学を

進学先の１つとして効果的にアピールすることができた。 

 

④ 北海道教育大学岩見沢校BOX（i-BOX）による情報発信 

 岩見沢校における地域連携活動を積極的に展開するための活動情報拠点とし

て，北海道教育大学岩見沢校 BOX（i-BOX）を平成 21 年５月から開設している。

学生による企画展示を中心に，授業・研究等の成果発表や，イベント告知展示，

教員によるコレクション展など，年間 20 回程度の展覧会を開催するとともに，

i-BOX スペース内でのパンフレットやリーフレット配布のほか，Facebook，

Twitter 等の SNS を活用した情報提供を行っており，平成 29 年度は計 24 回の展

覧会等を開催し，来場者数が初めて 4,000 人を超え，延べ 4,905 人が来場した。 
 

 

 

 

i-BOX の Twitter ページ 



北海道教育大学 

- 38 - 

 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(4) その他業務運営に関する重要目標 

① 施設設備の整備・活用等に関する目標 
 
 

中
期
目
標 

【24】 計画的な施設マネジメントを遂行し，教育・研究環境を充実させる。 責任者 

石川理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【48】 

環境に関わる世代間の平等を尊重する社

会人の育成に努めるため，第２期中期目標

期間においては，将来にわたって環境負荷

の低減を確実に実施するための方策とし

て，平成 32年度までを対象期間とする行動

計画を作成・実施した。 

第３期中期目標期間においては，キャン

パスマスタープランの定期的な見直しと併

せ，引き続き行動計画に基づくソフト面で

環境負荷の低減対策を実施するとともに，

積雪寒冷地帯において必要不可欠な暖房設

備については，「計画的な維持管理に関する

施設マネジメント」に基づき中長期の保全

計画を策定する。また，老朽化の進んだ施設

の使用燃料を，より環境負荷の低いものへ

転換し，温室効果ガスの排出量を削減する

ためのハード面での低減対策に取り組む。 

【48】 

「地球温暖化対策に関するキャンパ

ス行動計画」における平成 29 年度計画

の策定及び公表と併せ，旭川，函館キャ

ンパスの暖房設備等について点検を行

い，中長期の保全計画を策定する。ま

た，老朽化した暖房設備の更新及び環

境負荷の低い燃料へ転換するための大

規模改修に係る予算要求を行うととも

に，小規模な暖房設備等の改修を進め

る。 

Ⅲ 

 

○ 平成25年から平成32年までの本学における地球温暖

化対策実施計画に基づき，構内の緑化，エネルギー使

用量の抑制，ごみの分別や減量等の取組に関する各キ

ャンパスの平成29年度行動計画を策定し，公表した。

本計画に基づき各キャンパスで夏季の省電力に取り組

んだ結果，平成22年度の 大需要電力値を基準として

8.6％のエネルギー抑制効果があった。 

 

○ 旭川・函館キャンパスの暖房設備等の点検結果を基

に，計画的な改修時期を示した暖房設備の中長期保全

計画を策定した。この計画に基づき，平成30年度以降

に大規模改修に係る予算要求を行うとともに，小規模

な暖房設備の改修を計画的に実施することとした。 

 

○ 老朽化した暖房設備の更新及び環境負荷の低い燃料

へ転換するための大規模改修については，平成28年度

に作成した「H29修繕・改修中期計画」に基づき，平成

30年度国立大学法人等施設整備費補助金の概算要求を

行った。 

このうち，福利厚生施設の暖房設備，屋外給水管等

の更新を行う「旭川北門町ライフライン再生Ⅱ（暖房

設備等）」の１事業については，平成 29 年度国立大学

法人等施設整備費補助金として交付を受け，平成 30 年

度の工事実施に向けて実施設計に着手した。 

石川 

理事 
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○ 小規模な暖房設備の改修については，平成28年度に

実施した調査により判明した不具合箇所３箇所を平成

29年度の暖房開始までに修理するなど，適切な維持管

理を行うとともに，札幌キャンパス福利施設棟厨房用

加熱機能付き換気設備の冬期間の設定温度を業務に支

障がないことを確認の上，25℃から８℃に見直すこと

により，省エネ及び温室効果ガス削減の取り組みを行

った。 

 

○ 省エネ活動等により削減した光熱水料相当額を，各

キャンパスの省エネ活動の取組実績に応じて傾斜によ

り再配分する「循環型省エネルギー活動促進経費」を

新たに導入した。平成29年度は，削減した光熱水料相

当額は40百万円となり，成果に応じてキャンパスへ再

配分し，教育研究へ還元するとともに，省エネ改修を

実施することで，さらなる省エネ活動の促進を図った。 

 

 

【49】 

地域における国立大学の役割は，人材養

成のみならず，地域との共生及び開かれた

空間を含む，魅力あるキャンパス環境の形

成である。第２期中期目標期間においては，

自然との調和を図り，持続可能なキャンパ

スと快適な生活環境を形成するため，環境

負荷の低減と，学生・教職員の協働による，

キャンパス環境を向上させるための施設整

備（構内美化）を推進したが，老朽施設の根

本的環境負荷低減対策には，補助金等によ

る大型改修が必要である。 

第３期中期目標期間においては，定期的

な見直しによるキャンパスマスタープラン

の充実と併せ，国の財政状況等を踏まえた

上で，建築後 30 年を超過する未改修の建物

について，計画的な維持管理に関する施設

マネジメントに基づき中長期の保全計画を 

【49】 

建築後30年を超過する未改修の建物

に係る中長期の保全計画の見直し，建

物の老朽改善のための大規模改修に係

る予算要求及び老朽改善に係る小規模

改修を進めるとともに，札幌キャンパ

スの資産の用途・目的について点検・評

価を実施する。 

Ⅲ 

 

○ 春季・秋季の年２回，各キャンパスで実施している

施設維持管理点検において建築後30年を超過する未改

修の建物を「違法性・経年・危険度・影響度・施策対

応」の５項目で評価し，修繕・改修の優先度に応じた

「S・A・B・C」の４段階でランク付けを行った。 

また，各キャンパスから建物の新営や老朽改善に係

る改修等の予算要求書を徴取した上で，ヒアリングを

実施し，新営・新設事業については「教育環境・教育

研究活性化・影響度・バリアフリー・省エネ・施策対

応・適法性」の７項目，改修事業については「施策対

応・危険度・影響度・バリアフリー・省エネ・適法性」

の６項目でそれぞれ評価し，修繕・改修の優先度に応

じた「S・A・B・C」の４段階でランク付けを行った。 

上記の結果について，「H30修繕・改修中期計画」と

して取りまとめ，建築後30年を超過する未改修建物に

係る中長期の保全計画の見直しを実施するとともに，  

石川 

理事 
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策定し，環境負荷低減に資する老朽改善を

推進するとともに，さらに安全・安心かつ教

育研究の質を向上するための環境構築に取

り組む。 

 

 

平成30年度の各設備等の改修を計画的に進めることと

した。 

 

○ 建物の老朽改善のための大規模改修３事業に係る平

成30年度国立大学法人等施設整備費補助金の概算要求

を行ったが，A評価１件，B評価２件の事業評価となり，

選定には至らなかった。このため，学内ヒアリングで

の情報等に基づき，機能強化の必要性，事業規模，施

設マネジメントの取組等について，上位評価を得るた

めに必要な見直しを行う等，要求内容を精査し，平成

31年度概算要求において事業評価でS評価の取得及び

選定に向けた取組を継続することとした。 

 

○ 平成28年度に作成した「H29修繕・改修中期計画」に

基づき「旭川校築ヶ丘寮受電設備改修工事」などの老

朽改善に係る小規模改修を進め，安心・安全かつ教育

研究の質を維持するための環境構築を図った。 

 

○ ライフサイクルコストによる費用対効果に基づく資

産運用方針により，札幌キャンパスの資産を実施した。

資産の予防保全を前提とした運用管理を行うことがで

きるよう現状を把握し，今後，必要かつ計画的な整備

を進めていく。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(4) その他業務運営に関する重要目標 

② 安全管理に関する目標 
 

中
期
目
標 

【25】 大学構成員の危機管理に対する意識を向上させ，修学及び勤労の適切な安全衛生管理を実施する。 責任者 

石川理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【50】 

安全で安心なキャンパス環境を絶えず目

指すために，第２期中期目標期間において

は，校舎津波避難施設化事業，備蓄庫・備蓄

物資の整備，及び受水槽の防災機能強化を

行うとともに，大学構成員の大規模災害に

対する危機管理意識の啓発を行うために，

「大震災対応マニュアル」，「危機管理ガイ

ドライン・個別マニュアル」等の点検・整備

を行い，「大規模地震発生時における時系列

行動計画」による総合防災訓練，危機管理に

関する講演会を実施した。 

第３期中期目標期間においても，引き続

き，安全で安心なキャンパス環境を絶えず

目指すために，附属学校体育館の災害時の

避難場所等を確保するため，建物を単体で

使用できるよう，玄関，多目的トイレ及び倉

庫の設置に必要な一部増築整備を行うとと

もに，大学構成員の大規模災害に対する危

機管理意識の啓発を行うために，「大震災対

応マニュアル」，「危機管理ガイドライン・個

別マニュアル」等の点検・見直しを行い，「大

規模地震発生時における時系列行動計画」

による総合防災訓練，危機管理に関する講

演会を実施する。 

【50-1】 

附属学校体育館の災害時の避難場所

等を確保するため，玄関，多目的トイレ

及び倉庫を設置して，一体として使用

するための一部増築整備に係る予算要

求を関係各所と調整の上行う。 Ⅲ 

 

○ 附属函館小学校体育館に個別玄関，多目的トイレ，

倉庫を設置し，災害時の避難場所等の機能を確保する

ため，平成30年度国立大学法人等施設整備費補助金の

概算要求を行ったが，選定には至らなかった。平成31

年度の概算要求では適正な事業規模や整備費用の見直

しなどの精査を行い，選定に向けた取組を継続するこ

ととした。 

 

石川 

理事 
【50-2】 

キャンパスの特性に合わせた避難方

法等のマニュアルに基づく訓練を実施

し，その結果を検証するとともに，個別

マニュアル等の点検・見直しを行い，職

員の危機管理に関する意識の向上を図

るための危機管理に関する講演会を実

施する。 

Ⅲ 

 

○ キャンパスの特性に合わせた避難方法等のマニュア

ルに基づく訓練を実施し，その結果に基づき検証を行

った。検証の結果,旭川キャンパスにおいては, グラウ

ンドを避難場所として指定しているが,屋外のため，冬

季や暴風時の避難場所の選定等についての課題が明ら

かとなった。実施内容・方法，マニュアル内容等に関

する課題・問題点については，平成30年度の避難訓練

に向けて見直しを行うこととした。 

 

○ 全学的な危機管理体制を再構築するため，これまで

の「危機管理要項」，「危機管理ガイドライン」等を廃

止し，新たに「危機管理規則」を制定した。さらに，危 
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機管理委員会において，危機に対する基本的事項（全

学で知っておくべき事項）について定めた「危機管理

基本計画」及び各キャンパス等における危機等に対す

る具体的な対応マニュアル（規則・要項・マニュアル

等）の策定指針を定めた「危機管理個別マニュアル策

定指針」を策定し,危機管理体系を整備した。これに基

づき，総合防災訓練実施要項の改定や,大震災対応マニ

ュアルの改定を検討するなど,職員の危機管理意識の

喚起を図った。 

 

○ 個別マニュアル等の点検を行い，新規の制定（危機

管理体制関係４件，毒物及び劇物の管理関係２件），廃

止（危機管理体制関係５件，毒物及び劇物の管理関係

１件），一部改正（附属学校における危機管理関係）等

の見直しを行った。 

 

○ この他，DVDの視聴による危機管理に関する講習会を

各キャンパスで実施（教職員372人が受講）するととも

に，総合防災訓練を各キャンパスで実施し，職員の危

機管理意識の向上を図った。 

 

 

【51】 

適切な環境で修学及び勤労ができるよ

う，人権侵害防止対策として，各種ハラスメ

ントへの理解度を測るアンケートを実施

し，人権侵害に関する意識の啓発を行うと

ともに，新たに義務づけられたストレスチ

ェックの実施結果に基づき，適切な安全衛

生管理上の措置を行い，環境整備を充実さ

せる。 

【51】 

平成 28 年度の実施状況等を踏まえ

て，改善した内容でストレスチェック

を実施する。また，各種ハラスメント

への理解度を測るアンケートの実施

方法について検討する。 

Ⅲ 

 

○ ストレスチェック実施に際し，紙媒体による文書の

配付，メール，全学統合グループウェア（hue-IT）のメ

ッセージ機能等，様々な方法で周知等を図ったほか，

提出場所について，大学で実施する一般健康診断時だ

けでなく，追加の健康診断を行う検診センターでも提

出できるようにしたこと等により，受検率が平成28年

度に比べ，7.3ポイント上昇し，79.4％となった。 

 

○ 各種ハラスメントへの理解度を測るアンケートの実

施について,リーガルアドバイザーを加えて,アンケー

トの項目や教育情報システム等を利用した実施方法等

の検討を行った。 

 

 

石川 

理事 



北海道教育大学 

- 43 - 

 

【52】 

情報セキュリティ基盤の整備及び情報セ

キュリティに関する利用者教育を行うた

め,第２期中期目標期間には,CISO（ 高情

報セキュリティ責任者）の設置,セキュリテ

ィポリシーの整備及び情報セキュリティ講

習会を行ってきた。第３期中期目標期間に

は,より一層の情報セキュリティの確保が

図られるよう，情報テクニカルスタッフを

配置し，情報セキュリティに関する教育・啓

蒙を継続的に実施するとともにサイバー攻

撃への対応体制を強化する。 

【52】 

平成 28 年度に計画した「情報セキュ

リティに係る利用者教育計画」に基づ

く施策を実施する。 

また，次世代型サイバー攻撃に対応

しうる体制の整備に向け，平成 28 年度

調査した他大学等におけるインシデン

ト対応体制やネットワーク認証等の取

組内容を基に課題や方向性を検討す

る。 

Ⅲ 

 

○ 「情報セキュリティに係る利用者教育計画」に基づ

き，情報セキュリティ講習会，情報セキュリティ自己

点検を実施した。また，平成28年度に引き続き，重要

データを取扱う役員及び事務職員を対象とした標的型

メール攻撃訓練を実施した。情報セキュリティ自己点

検については,回答者の達成率は各項目で８割を上回

った。一方,未達成者が多い項目のうち特に重要なもの

については，具体的な達成・解決方法を各未達成者宛

にメール送信し，達成・解決状況の報告を課す取組を

実施した。 

 

○ 次世代型サイバー攻撃への対応体制整備として， 

平成29年度の全学ネットワークシステムの更新にあた

り，他大学等の状況調査等によって得られた情報を

大限活用し，本学の組織・状況に適した構成及び認証

方式を構築した。併せて，他大学等における取組・導

入事例と本学の状況を比較・分析し，システム・サー

バ管理の負担軽減を目的としたシステムのクラウド

化・データセンター利用の促進という課題や，情報機

器の増加や高機能化に耐えうるために学内専用回線の

増速化を目指すという方向性について確認した。 

 

阿部 

理事 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(4) その他業務運営に関する重要目標 

③ 法令遵守等に関する目標 
 

中
期
目
標 

【26】 不正防止体制及び管理責任体制を充実・強化するとともに，大学人としてのモラルや社会的責任について，意識の向上を図り，適

正な大学運営を行う。 

責任者 

石川理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【53】 

不正防止体制，個人情報の管理体制及び

情報セキュリティシステムについて現状・

課題を把握し，改善充実を図るための有効

な方策を検討し実施するとともに，服務規

律や適正な経理について教職員に対し研修

を実施することにより，法令遵守等に関す

る周知徹底を行う。 

【53】 

不正防止体制，個人情報の管理体制

及び情報セキュリティシステムについ

て現状・課題を把握した上で，改善充実

を図るための有効な方策を検討する。 

また，教職員に対し服務規律に関す

る研修や適正な経理についての研修を

実施することにより，法令遵守等に関

する周知徹底を行う。 
Ⅲ 

 

○ 情報セキュリティシステムを含めた個人情報の管理

体制について，「保有個人情報に関する調査」の結果，

個人情報保護に関する点検を実施していない部署があ

ることが判明したため，不適正管理の具体的な事案を

明記した通知等により指導を行った。併せて，個人情

報の保管状況や共有フォルダへの保存状況等の確認を

はじめとした点検を再度実施し，その結果，全部署に

おける点検の実施が達成された。 

 

○ 不正防止体制の充実・強化を図る方策として，法令

遵守の意識付けを継続的に行う必要性があるため，教

職員に対して服務規律に関する研修や適正な経理に関

する研修を実施し，大学人としてのモラルや社会的責

任に対する意識の向上を図った。 

 

石川 

理事 

【54】 

第２期中期目標期間においては，「公的研

究費の不正使用防止に関する説明会」の受

講を義務化し，受講しない教員に対しては，

「競争的資金等の申請・使用を認めない」

「学内予算による教員研究費を一切配分し

ない」等の措置をとってきたが，それを継続

するとともに，改正された「研究機関におけ

る公的研究費の管理・監査のガイドライン」 

【54】 

研究不正に関する 新の情報に留意

して，コンプライアンス教育教材及び

研究倫理教育教材の見直しを行い，研

究倫理教育は引き続き e-ラーニングに

より，コンプライアンス教育は説明会

により実施する。 

Ⅲ 

 

○ 研究倫理教育について，e-ラーニング教材の見直し

を行い，平成29年度から教材を「CITI Japan」から「eL 

CoRE」に変更した。平成29年度の受講対象者13人の全

員が受講を修了した。 

 

○ コンプライアンス教育について，受講対象者389人全

員が各キャンパスで説明会を受講し，誓約書を提出し

た。 

横山 

理事 
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及び「研究活動における不正行為への対応

等に関するガイドライン」を踏まえ，教員や

学生に対する倫理教育を義務化する等，不

正を事前に防止する取組をさらに強化す

る。 

学生への研究倫理教育について，教

材の検討を行い，大学院生を対象に試

行する。 

 

また，教材について，文部科学省のホームページで

公開された 新の不正事例を追加し，科研費の合算使

用や立替払の記述を分かりやすくするなど，見直しを

行った。 

 

○ 学生への研究倫理教育について，大学院２年生の一

部（20人）を対象にe-ラーニング教材 「eL CoRE」を

試行し，実施者を対象にアンケートを行った。当アン

ケートを踏まえ，大学院生に対する研究倫理教育の在

り方として，効果的な実施方法や実施時期について検

討を行った。今後とも，e-ラーニング教材を活用した

大学院生に対する研究倫理教育の在り方について，多

くの学生や論文指導教員の意見を踏まえ，引き続き検

討していく。 
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(４) その他業務運営に関する特記事項 
 
 

その他に特記すべき事項 

 

① 「循環型省エネルギー活動促進経費」の導入【関連年度計画番号：48】 

省エネ活動等により削減した光熱水料相当額を，各キャンパスの省エネ活動の

取組実績に応じて傾斜により再配分する「循環型省エネルギー活動促進経費」を

新たに導入した。平成 29 年度は，削減した光熱水料相当額は 40 百万円となり，

成果に応じてキャンパスへ再配分し，教育研究へ還元するとともに，省エネ改修

を実施することで，さらなる省エネ活動の促進を図った。 

 

② 危機管理体制に関する取組【関連年度計画番号：50-2】 

全学的な危機管理体制を再構築するため，これまでの「危機管理要項」「危機管

理ガイドライン」等を廃止し，新たに「危機管理規則」を制定した。さらに，危

機管理委員会において，危機に対する基本的事項（全学で知っておくべき事項）

について定めた「危機管理基本計画」及び各キャンパス等における危機等に対す

る具体的な対応マニュアル（規則・要項・マニュアル等）の策定指針を定めた「危

機管理個別マニュアル策定指針」を策定し,危機管理体系を整備した。これに基づ

き，総合防災訓練実施要項の改定や,大震災対応マニュアルの改定を検討するな

ど,職員の危機管理意識の喚起を図った。 

また，個別マニュアル等の点検を行い，新規の制定（危機管理体制関係４件，

毒物及び劇物の管理関係２件），廃止（危機管理体制関係５件，毒物及び劇物の管

理関係１件），一部改正（附属学校における危機管理関係）等の見直しを行った。 

この他，DVDの視聴による危機管理に関する講習会を各キャンパスで実施（教職

員372人が受講）するとともに，総合防災訓練を各キャンパスで実施し，職員の危

機管理意識の向上を図った。 

 

③ 法令遵守（コンプライアンス）に関する取組 

情報セキュリティに関する取組 

本学が定める情報セキュリティに係る規則等（セキュリティポリシー）を基礎

とし， 高情報セキュリティ責任者（CISO）において平成 28 年度策定した「情報

セキュリティ対策基本計画」に基づく主な取組は，次の３つである。 

１つ目に,情報セキュリティに係る規則の運用状況（規則に基づいた自己点検

及び監査等による確認状況等）として，「情報セキュリティ対策に係る自己点検・

監査の実施」という計画に基づき，平成28年度同様，全教職員対象にセキュリテ

ィ教育の理解度及び教育効果の点検等を目的とした情報セキュリティ自己点検

及び脆弱性診断・侵入検査に係る外部監査を実施した。また，本学監査室により，

本学セキュリティポリシーにおける矛盾・相違点等の点検及び実施済みの自己点

検結果について利用者からの回答が適正に反映されているかのサンプリング調

査等の内部監査を実施した。 

２つ目に,個人情報や研究情報等の重要な情報の適切な管理を含む情報セキュ

リティの向上のための取組として，「情報セキュリティインシデント対応体制及

び手順書等の整備」という計画に基づき，初動部隊として迅速かつ的確な対応が

求められる部署の技術担当者を対象として，対応体制及び手順書の理解等インシ

デントへの対応力を高めることを目的とした学内研修を実施した。 

「情報セキュリティ教育・訓練及び啓発活動」という計画に基づき，情報セキ

ュリティ講習会において，全学ネットワークシステムの更新に伴い新たな認証方

式を導入することとなった経緯等についての説明を主とした講習会を実施する

とともに，平成28年度において効果の高かった標的型攻撃メール訓練について，

平成29年度は２回実施することで，訓練効果の向上を図った。 

「情報機器の管理状況の把握及び必要な措置」という計画に基づき，セキュリ

ティ強化及びグローバルIPアドレスの適正管理のため，学内で使用するIPアドレ

スをプライベート化した（ただし,必要性に応じて一部でグローバルIPアドレス

を採用）。さらに, 本学ネットワークの利用に際し,事前登録端末以外に対しては

認証を求める仕組みとしたほか，情報セキュリティに係る担当部署である情報化

推進室を,他業務を行う事務室とは独立させ入退室状況を管理するようにし，個

人情報を含む重要サーバを格納するエリアの秘匿性を高めセキュリティを向上

させた。 

３つ目に,その他のインシデント対応に係る未然防止及び被害 小化や被害拡

大防止のための取組として，「情報セキュリティポリシーや関連規程の組織への

浸透」という計画に基づき，従来の取組を継続し，教職員が利用するOS等に重大

な脆弱性が発見された際等に，本学セキュリティポリシー等を全学統合グループ

ウェア（hue-IT）にて周知及び浸透を図った。 

「情報機器の管理状況の把握及び必要な措置」という計画に基づき，ネットワ

ークシステムの更新に伴い次世代型ファイアウォールを導入し，不審な通信の防

御や把握等において格段に防御力を向上させた。また，万が一当該ファイアウォ

ールを通過しサイバー攻撃の被害に遭った場合であっても，他に伝染しない仕組

みとして，サーバ群を完全に独立させ，教員エリアは各研究室単位，事務エリア

は各部屋単位でネットワークセグメントを作成した。 

個人情報保護及び不適切な経理の防止に関する取組 

平成29年４月に新任職員を対象とした研修において，個人情報保護に関する講
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義を実施した。加えて，同講義の資料を，後日，hue-ITに掲載し，職員に対し周

知を図った。また，不適切な経理の防止に関する研修として，平成29年９月に財

務系の若手，中堅職員を対象に，講義及びグループワーク形式による研修を実施

した。 

 

④  施設マネジメントに関する取組 

施設マネジメントについて大学経営の観点から機動的に意思決定を行う，部局

横断型の施設マネジメント委員会において,以下の４つの取組を検討・審議の上,

計画的に実施した。 

１つ目に,施設の有効利用や維持管理（予防保全を含む）に関する事項として，

各キャンパスで年２回実施している施設維持管理点検に基づき，老朽度等に応じ

た優先度の評価を実施し，施設の長寿命化を図るために「H30 修繕・改修中期計

画」を策定した。 

２つ目に,キャンパスマスタープラン等に基づく施設整備に関する事項として，

平成 27 年度に策定した教育・研究環境の施設整備に関する基本方針である「北

海道教育大学キャンパスマスタープラン 2016」に基づき，アクティブ・ラーニン

グに対応した附属図書館札幌館改修工事（ラーニング･コモンズの整備）や，安

全・安心な教育研究環境や地球環境に配慮したキャンパスを形成するための札幌

校講義棟トイレ改修工事等の施設整備を実施した。なお，本施設整備事業につい

ては，利用する学生から好評を得ている。 

また，キャンパスマスタープランに基づき，平成 30 年度国立大学法人等施設

整備費補助金の概算要求を行ったもののうち，旭川北門町ライフライン再生Ⅱ

（暖房設備等）が平成 29 年度事業（再配分）として交付を受けた。 

３つ目に,多様な財源を活用した整備手法による整備に関する事項として，相

互協力協定を締結している岩見沢市から交付を受けた「教育大学岩見沢校体育施

設整備補助事業」により，岩見沢校人工芝多目的活動施設の夜間照明設備工事を

実施した。 

４つ目に,環境保全対策や積極的なエネルギーマネジメントの推進に関する事

項として，平成 25 年から平成 32 年までの本学における地球温暖化対策実施計画

に基づき，構内の緑化，エネルギー使用量の抑制，ごみの分別や減量等の取組に

関する各キャンパスの平成 29 年度計画を環境保全推進本部会議で策定し，学内

に公表した。本計画に基づき，全学において夏季の省電力に取り組んだ結果，平

成 22 年度の 大需要電力値を基準として 8.6％のエネルギー抑制効果があった。 
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Ⅰ－２ 教育研究等の質の向上の状況 

(1) 教育に関する目標 

① 教育内容及び教育の成果に関する目標 
 

中
期
目
標 

【１】 北海道における教員養成の拠点大学として，また，地域の活性化を担う人材養成機関として，第２期中期目標期間に策定した「北

海道教育大学教員養成改革の基本方針」に基づき，ステークホルダーの声を取り入れた教育課程改革を継続的に進め，併せて教育方

法と成績評価の改善・開発を推進する。 

責任者 

阿部理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【1】 

教員就職率75％の確保に向けて，学士課

程教育では以下の取組を進める。 

① 教育課程の体系性（ナンバリング等で

明確化）や理論と実践の往還並びに実践

型カリキュラムという観点の実質的な保

証と北海道や全国の教育課題（子どもた

ちの学力・体力，いじめ・不登校，学校の

小規模化，道徳教育，小中一貫教育，小学

校英語教育等）への対応について，不断の

点検と見直しを行うため，外部有識者や

学生等による意見を取り入れた評価の仕

組みを構築する。 

② 学生の主体的・能動的学修を実質化す

るため，第２期中期目標期間に教職大学

院等で培った双方向遠隔授業システムの

ノウハウを活かしつつ，学校現場の活用

も見据えた教育方法の改善（アクティブ・

ラーニング，ＩＣＴ教育の導入等）に取り

組み，学生の学修時間を確保・増加させ

る。 

③ グローバル化への対応や食育，防災・安

全教育等，時代のニーズを反映した様々

な課題に対する学びに対応するため，全 

【1】 

外部委員会及び学生評価委員会から

の授業科目間の関連性が充分ではない

との報告を踏まえ，教育課程の体系性

の見直しや教育方法の改善を行う。 

Ⅲ 

 

○ 外部委員会及び学生評価委員会の報告を踏まえ，教

員養成３キャンパスの履修内容の共通性を高める観点

から，履修基準の改訂を行うとともに特別支援教育や

道徳教育に関する授業科目において，基本的な部分を

統一したシラバスを作成した。これにより，教員養成

３キャンパスにおいては，学生が受講できるカリキュ

ラムのキャンパス間での質の平準化が図られた。 

 

○ 教育公務員特例法及び教育職員免許法の改正並びに

学習指導要領の改訂及び学校現場における喫緊の課題

を踏まえて，教員養成課程における教育課程を見直す

ために，教員養成３キャンパスが一体となった教員養

成改革協議会を設置した。同協議会では，本学の課題

等に応じた３つの区分（「DP・CPの見直し」「授業・教

育課程」「現職教員の教育」）ごとに，チーム（合計25

チーム）を編成し，シラバス案の作成，授業改善，科

目区分・単位数の見直し等，様々な課題の解決に向け

た取組を行っている。 

平成29年度は,教育課程の編成見直し,及び教職課

程コアカリキュラムの科目名称及び履修方法の統一

を実施し,科目ナンバリングの実施等について調整を

行っているところである。今後は,ディプロマポリシ

ー（DP）・カリキュラムポリシー（CP）の見直しを含む

教育課程編成方針の策定や,科目間の系統性の明確化 

阿部 

理事 
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学の教員による教育研究組織を設置し，

テキスト作成や授業方法並びに教材の開

発を行う等の研究を進め，それらを学生

教育に反映させる。 

④ 学生の自学自習を促すために，学修活

動を厳格に評価する方法（ルーブリック

等）を導入して，学修成果を把握させるた

めのフィードバックを行う。 

⑤ 教育課程編成基準に定めた課程・学科

ごとに開設する教養教育科目がその目的

と合致しているか検証し，その課題を踏

まえて，ステークホルダーの意見を取り

入れながら授業内容（シラバス）を充実・

改善する。 

 

 

等（カリキュラムツリーの策定等）に向けた検討を行

う。 

 

【2】 

高度な教員養成機能の拠点的役割を担

い，学生の実践的な指導力・展開力を確保す

るため，教育委員会等のニーズを踏まえ，教

育課程及び教育研究組織の見直しを進め，

教員就職率について，教職大学院90％，修士

課程70％を確保する。 

【2】 

教員育成協議会（仮称）等を通じて，

教職大学院及び修士課程の教育課程・

教育研究組織の見直しに資する教育委

員会等のニーズを把握する。 

Ⅲ 

 

○ 北海道教育委員会が「北海道における求める教員像」

及び「北海道における『教員育成指標』（スタンダード）」

の検討を行うために設置した北海道教員育成協議会及

び同協議会の２つの専門部会に参加した。これらを通

じ，本学への社会的ニーズとして「『新たな教育課題へ

の対応能力』及び『人材育成に貢献する力』の育成」

等が求められていることがわかった。また,「中堅教諭

等資質向上研修」が示され,大学院レベルの研修で育成

すべき資質・能力の詳細な内容が明らかとなった。 

 

○ 把握した社会的ニーズ（北海道教員育成指標の内容）

については, 教員養成課程の教育課程の見直しを担

っている「教員養成改革協議会」のDP・CPの見直しに

係るチームに対し情報共有した。また,学長,理事,副学

長及びキャンパス長等で構成され,各キャンパス等間

の全学的調整を担っている「連絡調整会議」において

報告を行い,全学的な周知を図った。 

 

阿部 

理事 
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【3】 

大学院段階においては，高度な教育者及

び研究者の基礎教養として，教育・研究に関

する高い倫理観や規範意識を醸成するとと

もに，共感的理解や協働のためのコミュニ

ケーション力を高め，困難な教育課題に対

応しなければならない。こうした観点から

大学院の改革にあたり，教育学研究科修士

課程の教養教育の在り方を検討して，教養

教育（「研究倫理と調査手法（仮称）」等）を

カリキュラムに位置づける。 

【3】 

大学院生に対し研究倫理教育を試行

し，平成 29 年度以降に入学する大学院

生に対する研究倫理教育の実施の在り

方について検討する。 

Ⅲ 

 

○ ２年次大学院生の一部（20人）を対象にe-ラーニン

グでの研究倫理教育を試行実施した。試行実施の受講

者にアンケートを行い, 研究倫理教育の効果的な実

施方法（e-ラーニング教材の単独活用，対面授業又は

e-ラーニング教材と対面授業の併用のいずれが効果的

であるか）や効果的な実施時期（初年次又は 終学年）

など,大学院生に対する研究倫理教育の在り方につい

て検討を行った。 

 

阿部 

理事 

【4】 

教育資源を効果的・効率的に活用するた

め，第２期中期目標期間に北海道内の７国

立大学との連携により開始した，双方向遠

隔授業システムと単位互換制度を利用した

教養教育，留学生への入学前準備教育等を

充実させる。 

【4-1】 

北海道内の７国立大学の連携による

単位互換制度を利用した教養教育にお

いて，本学が定期的・恒常的に提供でき

る可能性のある科目を選定する。 
Ⅲ 

 

○ 北海道地区７国立大学の連携による単位互換制度を

充実させるため,これまで履修者のあった提供科目の

中から, 本学が定期的・恒常的に提供できる可能性の

ある科目について検討を行い，平成30年度に本学が提

供する予定の科目として,新規開講等の科目４科目を

含む,全10科目を選定した。 

 

阿部 

理事 

【4-2】 

北海道地区の国立大学と連携し，入

学前（入学時を含む。）に行う留学生を

対象とした準備教育等について，平成

28 年度に見直した内容に基づき，e-ラ

ーニングによるプログラムを実施する

とともに，平成 30 年度以降の実施方法

等を決定する。 
Ⅲ 

 

○ 北海道地区７国立大学の連携により,留学生（学部学

生及び大学院生）を対象とした準備教育を充実させる

ため,アカデミック・スキル,ICTスキル,研究倫理及び

情報倫理等に関する指導をe-ラーニングで実施した。 

 

○ 平成30年度以降の実施方法については,学部・大学院

入学前留学生教育プログラム連絡調整委員会での審議

の結果,プログラム内容は十分に検討されたと判断し,

原則としてこれまで通りプログラムを実施するため, 
引き続き,プログラム構築は北海道大学が行い,各連携

大学は受講者募集及び学内への積極的な周知を行うこ

とを決定した。 

 

横山 

理事 
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Ⅰ－２ 教育研究等の質の向上の状況 

(1) 教育に関する目標 

② 教育の実施体制等に関する目標 
 
 

中
期
目
標 

【２】 学生教育の質を確保するため，実務経験のある教員の配置等，課程・学科の人材養成の目的を達成するための，より適切な教員配

置を実現する。 

【３】 学生の主体的・能動的学びを支援する環境整備に取り組む。 

責任者 

阿部理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【5】 

教員養成課程及び学科のアクティブ・ラ

ーニング等を担当する，実務経験豊富な教

員（学校臨床教授等）を増やし，また，教育

実習やインターンシップ等の現場での指導

に当たる教員（教育実践コーディネーター

等）を新たに配置して，学生教育の質向上を

図る。そのために従来の非常勤講師の配置

を見直し，専任教員を中心とした教員配置

を実現する。これにより，非常勤講師の担当

時間数を第３期中期目標期間の各年度にお

いて，前年度実績以下に削減する。 

【5】 

教員養成課程においては，授業科目

の精選を進め非常勤講師担当時間数削

減に努めるとともに，学科においては，

非常勤講師の配置見直し等，これまで

の検討結果を踏まえて履修基準等を改

正する。 

Ⅲ 

 

○ 教員養成課程及び学科のアクティブ・ラーニング等

を担当する教員の増員等を目指し,専任教員を中心と

した教員配置を実現するため, 学長裁定により「平成

30年度非常勤講師手当配分方針」を策定し，必要性の

高い科目及び戦略的な科目に限定した非常勤講師手当

の配分を実施した。 

 

○ 教員養成課程においては，非常勤講師に依存しない

教育課程編成を実現するため，教員養成改革協議会よ

り,授業科目の精選を図るよう各キャンパス長へ通知

を行った。各キャンパス等は,この通知に基づいて平成

31年度カリキュラムの構築に取り組んだ。また学科に

おいても，カリキュラムの検証及び非常勤講師配置見

直しに係る検討を行うなど,非常勤講師担当時間数の

削減に努めた。 

 

○ 専任教員が減少（411人から391人へ減少）する中,以

上のような取組により非常勤講師担当時間削減に努め

た一方で,学生の履修機会を保証するため,必要な科目

を開設した結果,前年度から時間数は1,057時間増加し

た。 

 

阿部 

理事 
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【6】 

ミッションの再定義では，学校現場での

指導経験のある大学教員を30％にするとし

ていたが，教員養成課程における実践的指

導力のより一層の育成・強化を図るため，

35％を確保する。 

【6】 

４月１日現在における学校現場での

指導経験のある大学教員の割合を調査

する。また，平成 28 年度の検討を踏ま

え，公募要領に本学が学校現場での指

導経験のある教員を積極的に求めてい

る旨の記載を行うとともに，教育委員

会から人事交流等により学校現場での

指導経験者を採用することによって，

平成 30 年度の４月１日における割合

35％を目指した人事計画を策定する。 

Ⅳ 

 

○ 理論に基づく指導のみならず，実務経験のある教員

による指導が必要であるとの観点から,学校現場での

指導経験のある大学教員の確保すべき割合を目標値と

して定めている。 

平成29年度に策定された教員人事計画のうち２件に

おいて,「学校現場での指導経験があること」を応募資

格とした公募を行った。併せて,教育委員会との人材推

薦に関する協定に基づく人事交流等を推進し，後任補

充人事以外の新規採用計画２件を含む,５件の採用計

画を策定し,選考を行った。これらの取組により,平成

30年４月１日における学校現場での指導経験のある大

学教員の割合が,中期計画及び年度計画における目標

値である35％を上回る,38.5％となった。 

 

阿部 

理事 

【7】 

教員養成を担う大学教員の実践的指導力

の育成・強化を図るため，附属学校を活用し

た新任大学教員研修プログラム及び教員現

職研修プログラムを第２期中期目標期間に

開発した。第３期中期目標期間では本格的

に実施し，第３期中期目標期間末には学校

現場での経験（指導，研修及び実践研究を含

む）のある大学教員を100％にする。 

【7】 

平成28年度の新任大学教員研修プロ

グラム及び教員現職研修プログラムの

実施報告書を分析し，成果と課題を明

らかにして教員養成３キャンパスで共

有し，プログラムの改善を図る。 

Ⅲ 

 

○ 教員養成を担う大学教員の実践的指導力の育成・強

化を図るため，附属学校を活用して実施している教員

現職研修プログラム及び新任大学教員研修プログラム

について，平成28年度のプログラム受講者の実施報告

書の分析を行った。分析結果として，プログラムの内

容の一つである「附属学校等での授業観察」について,

実地での授業観察はプログラム受講者及び附属学校等

双方にとって負担が大きいことがわかった。このため,

教員養成３キャンパスのプログラム担当教員等におい

て検討を行い，新任大学教員研修プログラムについて

は,よりプログラムを受講しやすいよう,研修項目にビ

デオコンテンツの視聴を追加し,受講方法を改善した。 

また，プログラムの成果として，受講者が附属学校

の特別支援学級の学校評議会の傍聴等を通じて,特別

支援教育の実態を理解し,大学での講義や学生指導に

活かした例などが挙がっている。 

一方,実績報告書の分析方法について,平成30年度以

降については,より組織的に対応するため,委員会等が

分析を行うことを検討している。 

 

西原 

副学長 
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○ 平成29年度の実施状況に関しては，教員現職研修プ

ログラムについては12人,新任大学教員研修プログラ

ムについては３人が受講を修了し，平成29年度末時点

における,研修プログラムにより学校現場での経験を

経た大学教員（研修プログラム修了者）の割合は40.1％

（平成28年度から10.1ポイント上昇）となった。平成

30年度以降は，教員養成３キャンパスに対し，受講が

必要な教員数が多い教員現職研修プログラムに関し

て，年度ごとの受講者数の目安を示すなど，研修受講

率100％達成へ向けて，計画的にプログラムの受講を推

進するよう通知し周知を図ることとした。 

 

【8】 

学生の主体的・能動的学びを促進するた

め，ラーニングコモンズの整備やe-ラーニ

ングで利用可能なデジタルコンテンツの拡

充等学修環境を整備する。 

【8-1】 

旭川館，釧路館及び他大学のラーニ

ングコモンズの利用実態を継続調査

し，ラーニングコモンズの効果的利用

の在り方を検討し，未整備の各構成館

（札幌館，函館館，岩見沢館）ラーニン

グコモンズ計画に反映する。また，ラー

ニングコモンズのスペースを確保する

ため，除籍要項に基づき所蔵資料の除

籍を推進する。 

Ⅲ 

 

○ ラーニングコモンズの効果的利用のあり方を検討す

るため，旭川館,釧路館の利用状況の調査を実施した。

その結果，ラーニングコモンズの設置によって,平成29

年度の学部学生の入館者数は,平成28年度比で旭川館

は3.7%増加,釧路館は12.7%増加していることがわかっ

た。また,ラーニングコモンズは主に授業,ガイダンス・

セミナー,教員採用試験対策といった目的で利用され

ており,可動式の机・椅子,ホワイトボード,貸出PC等の

ツールを備え付け,グループ学習等の多様な学習スタ

イルに対応することがラーニングコモンズの効果的利

用につながることがわかった。 

 

○ 平成30年度の札幌館ラーニングコモンズ設置に向け

て,不用資料を除籍し,資料の再配置を行うことで,約

437㎡のスペースを創出した。その後,整備計画を策定

し設置工事を行った。札幌館ラーニングコモンズには, 
旭川館,釧路館の利用状況の調査を参考に,想定される

利用目的に合わせ,グループワークエリア,プレゼンテ

ーションルーム,ラウンジエリア,ミーティングスペー

ス,情報検索・PC学習エリアの５エリアを配置した。併

せて,グループ学習等の多様な学習スタイルに対応で

きるよう,共同学習支援ツール（電子黒板,ホワイトボ

ード,プロジェクター,貸出ノートPC）を整備した。 

西原 

副学長 
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【8-2】 

アクティブ・ラーニングの観点を取

り入れた授業内容を検討し，シラバス

案の作成を行うとともに，デジタルコ

ンテンツの必要性及び課題をまとめ

る。 

Ⅲ 

 

○ 平成28年度試行を実施したアクティブ・ラーニング

の観点を取り入れた授業科目「学校臨床研究」につい

て，学生が実践に必要な知見（学級経営力,授業観察力,

授業分析力,授業運営力等）を一層習得・伸長できるよ

う，授業内容の検討及びシラバスの作成等の準備を進

め，平成29年度後期から教員養成課程の３年次学生の

必修科目として開講した。同授業は，双方向遠隔授業

システムを活用した附属学校,拠点校及び小規模校の

授業参観を行い，また，教育実習等で明らかになった

授業実践上の課題等の解決を目指す内容となってい

る。履修した学生からは，「教育実習で感じた課題につ

いて深く考えることができた」「授業づくりの面白さ，

難しさを再認識し，教師のやりがいを深く感じた」等

の意見が出された。 

 

○ さらに，教育実習や上記の「学校臨床研究」を履修

した学生を対象とした,アクティブ・ラーニングの観点

を取り入れた「教職実践研究」の試行・検討を行い，

平成30年度からの開講に向けた授業内容の検討及びシ

ラバスの作成を行った。 

 

○ HATOプロジェクトの成果であるオンライン協働学習

プラットフォーム「CollaVOD」を,教員の授業研究のた

めに活用した。利用者の93.75％が,自らの授業の課題

を解決するにあたって有効であると評価しており, デ
ジタルコンテンツは，教員及び学生が自ら授業の課

題を解決するにあたって,比較的入手しやすく広域性

の高い改善ツールとして，今後も必要不可欠であるこ

とがわかった。また今後，学生向けに活用可能なデジ

タルコンテンツや,専攻等において限定的に活用され

ているデジタルコンテンツを特定し，学内で共有化を

図っていく必要があることがわかった。 

 

阿部 

理事 
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Ⅰ－２ 教育研究等の質の向上の状況 

(1) 教育に関する目標 

② 学生への支援に関する目標 
 

中
期
目
標 

【４】 経済的理由により修学困難な学生や学生生活上及び心身の健康上の問題を抱えた学生の不安を解消し，全ての学生が安心して学べ

る環境を提供するとともに，学生の豊かな情操と健全な心身を育成するため，自主的，自律的に行う課外活動等の環境を整える。 

【５】 大学として学生へのきめ細かな就職支援を行うため，第２期中期目標期間は，大学設置基準の改正に伴い，本学におけるキャリア

形成の概念や関係部署の役割について，「北海道教育大学学生のキャリア形成支援における全学的指針」を策定し，入学から卒業ま

でのキャリア形成における支援のあり方や方向性を明確化した。また，全国的に新卒者の３か年での離職率の高さが社会的に深刻な

問題となっていることから，卒業後を視野に入れたキャリア支援を行うため，卒業後５年経過時の卒業生を対象として「卒業後動向

調査」を実施し，本学学生の進路の特質を把握してきた。 

 第３期中期目標期間は，この全学的指針や卒業後動向調査結果を基盤として，学部１年次から４年次までのキャリア形成プロセス

のチャートを作成し，可視化することにより，計画的にキャリア支援を行うとともに，学生自身が目標や到達地点を確認できるよう

にする。 

責任者 

佐川理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【9】 

第２期中期目標期間において，授業料全

額免除基準該当者のうち全額免除許可者の

割合が10％に満たない状況もあったことか

ら，第３期中期目標期間は，経済的理由によ

り，修学困難な学生を支援するため，授業料

免除予算を確保し，全額免除許可者の割合

を15％以上とする。 

【9】 

経済的困窮度の高い学生が優先的に

全額免除許可を受けられるように見直

した授業料免除の選考方法を実施し，

全額免除基準該当者のうち全額免除許

可者の割合を，前後期ともに 15％以上

とする。 

Ⅲ 

 

○ 経済的理由により修学困難な学生を支援するため，

経済的困窮度の高い学生が優先的に全額免除許可を受

けられるように見直した授業料免除を実施し，全額免

除許可者の割合は前期100％，後期89.4％，通年で

94.5％となった。また，国が創設した給付奨学金の趣

旨を踏まえ，住民税非課税世帯の学生及び社会的養護

の対象学生全員を優先的に全額免除とした。 

 

佐川 

理事 

【10】 

学生生活上の課題や心身の健康上の困難

を抱えた学生（以下，「困難を抱えた学生」

という。）をサポートするため，全学的な支

援体制を整え，以下の取組を進める。 

① 困難を抱えた学生等を早期に把握する

ため，健康調査（スクリーニング）を実施

する。 

② 困難を抱えた学生に応じたサポートを

するため，教職員間の連携を図るチーム

【10】 

自殺予防が喫緊の課題となっている

ため，こうした課題に対応する組織的

な支援体制を構築し，これを踏まえ，全

学的な学生支援体制の構築を検討す

る。 
Ⅲ 

 

○ 自殺の危険性が高い学生（ハイリスク学生等）に対

応するため，学生支援担当理事の下に設置した「ハイ

リスク学生等に対する支援体制検討タスクチーム」に

おいて，教職員によるサポートチームの結成,カウンセ

ラーを配置した学生サポート組織の結成及び学内での

対応事例の共有等について検討を行った。また,平成28

年度に引き続き, ハイリスク学生等に対する組織的な

支援の基本方針や具体的方策について検討を行った。

これらを踏まえ，困難を抱えた学生に対応するための

佐川 

理事 
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を結成する等，キャンパスにおける組織

的な支援体制を構築する。 

③ 困難を抱えた学生へのサポートを充実

させるため，全学及びキャンパスにおけ

る支援体制の在り方を検証する。 

全学的な学生支援体制の構築につなげていく見込みで

ある。 

 

○ 引き続き,保健管理センターにおいて,全学生を対象

に健康診断時の問診票による調査やスクリーニング面

接を実施し，ハイリスク学生等の早期発見及び個々の

学生の状況に応じた支援を行った。 

 

【11】 

課外活動が人間的成長を促し，キャリア

形成の上からも重要であることを理解させ

る「課外活動ハンドブック」の作成・配付を

行い，学生の自主的活動を活性化させると

ともに，課外活動の施設整備と活動補助の

ための予算を確保して，学生団体等への加

入率を60％程度に高める。 

【11】 

学生への効果的な浸透策の検討結果

を踏まえ，学生団体結成において受講

を義務づけたリーダー研修会で「課外

活動ハンドブック」を配付する。また，

他大学の課外活動の活性化策を調査・

研究し，学生団体への加入率向上のた

めの方策を作成する。 

Ⅲ 

 

○ 学生に課外活動の重要性や課外活動を行う際に守る

べきこと等の理解を促すための冊子である「課外活動

ハンドブック」を全学生団体に配付した。また,平成29

年５～７月にかけて各キャンパスで開催したリーダー

研修会（学生団体の代表者を対象とした研修会）にお

いて同ハンドブックを活用し，課外活動の活性化を図

った。同ハンドブックに対して学生からは,「学生の役

割・責任についてわかりやすく記述されている」など,

好意的な意見が寄せられた。なお, 学生団体への加入

率は71.8％となっている。 

 

○ 他大学における課外活動活性化のための方策及び学

生団体加入率向上のための方策について分析を行い，

リーダー研修会の継続的実施，「課外活動ハンドブッ

ク」の改訂及びさらなる周知,並びに課外活動施設の整

備が重要であることがわかった。今後,学生団体加入率

向上のための方策として,この３つの取組を重点的に

実施していくこととした。また,課外活動施設の積極的

な予算要求を行い,平成30年度は8,000千円の予算措置

がなされる見込みである。 

 

佐川 

理事 

【12】 

法令遵守やハラスメント防止について，

学生に十分に理解させるとともに，より多

くの学生への浸透を図ることを目的とし

て，学生の企画による研修会，リーダー研修

受講者による講習会等を実施する。また，学

【12】 

法令遵守やハラスメント防止を研修

会や講習会の実施内容に盛り込むとと

もに，リーダー研修会の受講を義務化

するよう学生団体結成に関する取扱い

Ⅲ 

 

○ 平成29年５～７月にかけて各キャンパスで実施した

リーダー研修会において，法令遵守やハラスメント防

止に関する説明を行った。 

 

佐川 

理事 
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生団体結成の際の条件として，リーダー研

修会受講を平成29年度までに義務化させ

る。 

の見直し（案）を踏まえ，関連規則を改

正する。 

○ 学生団体の結成手続等について定めている「学生団

体による課外活動規則」を改正し，学生団体結成要件

の一つとしてリーダー研修会の受講を義務化する規定

を新設した。これにより,リーダー研修会を受講してい

ない団体は学生団体として許可しないことを明確化

し,法令遵守やハラスメント防止の実効性を高めた。 

 

【13】 

学年進行に沿ったキャリア形成プロセス

を明確にして計画的なキャリア支援を行

い，併せて学生自身が目標や到達地点を確

認できるようにしながら，以下に掲げる就

職率を実現する。 

① 教員養成課程においては，１～２年次

で学生に教員としての意識付けを行うた

め，授業科目「キャリア開発の基礎」を開

講し，３～４年次では教員採用試験に向

けて，より実践的な講座として，教員就職

対策特別講座や個別面接指導を実施す

る。上記のように，計画的にキャリア支援

を行うとともに，教員採用試験に精通し

た相談員を配置し，きめ細かな就職指導

を行い，結果として教員就職率75％を確

保する。 

② 学科においては，キャリア教育に関す

る授業科目として，「キャリアガイダン

ス」「キャリア開発」「進路開発の実際」等

を１年次から４年次まで体系的に開講

し，社会人基礎力を涵養する教育を行う

とともに，民間企業の人材養成等に精通

した相談員を配置し，業界研究や面接指

導等，きめ細かな就職指導を行い，就職希

望者に対する就職率を少なくとも90％確

保する。 

【13】 

学生自身が１年から４年までの目標

や到達地点を確認し，計画的にキャリ

ア形成を行うことができるよう可視化

した「キャリア・チャート（仮称）」に

基づき，計画的なキャリア支援に向け

て，就職率向上に繋がる就職支援策を

検討する。 

Ⅲ 

 

○ 教員養成課程の１～２年次学生を対象とした「キャ

リア開発の基礎」（教養科目：選択）の授業内容につい

て，教職に関する内容に特化し，教員の魅力を発信す

る機会を増やした。また,「北海道教育大学キャリアガ

イド」に基づく就職支援策として,３年次学生を対象と

して,新たに東北地区の教員採用試験説明会，インター

ンシップ講座及び合同企業説明会に関する講座を実施

した。 

  また,教員就職以外のキャリア支援について,在学時

の就職支援に関するアンケート結果を踏まえ，平成30

年度から,SPIなどの試験対策や社会人基礎力講座など

を実施することとした。 

 

○ 教員就職率の向上に繋がる就職支援策について他大

学での取組を参考にするため，就職率の高い大学（兵

庫教育大学，鳴門教育大学）及び特色のある取組を行

っている大学（京都教育大学）への視察を行った。そ

の後,キャリアセンター会議にて視察結果を報告し，

学生に対して教職への意識付けを定期的に行うこ

と，支援人員や施設といった体制を充実させること

等の重要性を確認した。 

 

○ 教員就職率の目標値の達成に向けた施策を検討する

ため,大学戦略本部に「教員就職率向上チーム（仮称）

（現・戦略的教員養成チーム）」を設置することとした。 

 

○ 卒業生へのキャリア相談員による就職相談・就職指

導や卒業生が大学で開催する就職講座，ガイダンス，  

佐川 

理事 



北海道教育大学 

- 58 - 

 

  

 

セミナー等への参加をできるようにするなど，卒業生

へのフォローアップの取組を行っている。 
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Ⅰ－２ 教育研究等の質の向上の状況 

(1) 教育に関する目標 

② 入学者選抜に関する目標 
 

中
期
目
標 

【６】 本学の目的と使命に基づく教育をより高いレベルで実践するため，入学者選抜では，大学入試センター試験に加えて，小論文，面

接，実技，調査書等に基づき，総合的に評価してきた。平成26年度に開設した国際地域学科及び芸術・スポーツ文化学科では，総合

問題，小論文，面接，実技，調査書等に基づき，総合的に評価することとした。平成27年度入試から，教員養成課程釧路校が実施し

ている，へき地・小規模校教育に関心と意欲を持つ者を求める推薦入試（地域指定）において，これまでの道東地区に限定していた

募集対象を日高・宗谷・オホーツク地区まで拡大し，より地域に根ざした教員の養成を図っている。さらに，平成28年度入試から，

教員養成課程においては教科の基礎的・基本的な知識・技能等を活用して，思考力，判断力，表現力を問う教科試験を導入，実施す

ることとした。第３期中期目標期間では，高大接続を重視した入学試験を実現するため，新たに入試戦略室（仮）を設置し，これら

の入学者選抜方法を検証し，地域の学校教育を担う人材や地域の成長に貢献する人材に相応しい能力，意欲，適性を備えた学生を確

保できるよう，アドミッション・ポリシーに基づくより適切な入学者選抜方法へ改善する。 

責任者 

佐川理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【14】 

高大接続を重視する新しい入学者選抜方

法へ見直すため，新たに入試戦略室（仮）を

設置して入試アドミニストレーターを配置

し，入学者として相応しい能力・意欲・適性

について分析・研究するとともに，研究成果

を入試制度改革に取り込む。 

① 教員養成課程においては，平成 28年度

入学者選抜方法の変更による入学者の学

力等の検証を行い，質の高い教員養成に

向けた能力・意欲・適性を多面的・総合的

に評価・判定する入学者選抜方法へ改善

する。 

② 学科においては，学科完成の平成 29 年

度までの入学者の学力等の検証を行い，

国際的視野を持った地域で活躍できる人

材（国際地域学科）及び地域再生の核とな

る人材（芸術・スポーツ文化学科）の養成

に向けた能力・意欲・適性を多面的・総合 

【14】 

高大接続を重視する新しい入学者

選抜方法へ見直すため，入試企画室に

おいて，将来教員となるに相応しい能

力・意欲・適性等を評価する教員養成

特別入試を導入するための準備を行

う。 

Ⅲ 

 

○ 教員となる強い意欲と必要な学力を備えた入学者を

確保する目的で平成30年度に実施する予定の平成31年

度教員養成特別入試について，入学者選抜の実施方法

及び評価方法の検討を行うため，同入試の試行を実施

した。同入試では,多面的・総合的な評価方法を実施す

るための入学者選抜方法として,講義,グループ討論及

びレポート等を課すことを検討しており,在学生を対

象とした特別講座Ⅰ及び高校２年生を対象とした特別

講座Ⅱ（サマーゼミナール）の実施を通じて,グループ

討論及びレポート用の評価表を作成した。 

 

○ 入学試験委員会の下に「教員養成特別入試ワーキン

ググループ」を設置し，同入試の出願要件，選抜方法

等について検討及び決定し，平成29年12月に大学ホー

ムページにおいて公表した。 

 

佐川 

理事 
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的に評価・判定する入学者選抜方法へ改善

する。 
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Ⅰ－２ 教育研究等の質の向上の状況 

(2) 研究に関する目標 

① 研究水準及び研究の成果等に関する目標 
 

中
期
目
標 

【７】 教員養成機能における北海道の拠点的役割を果たすため，学校現場や地域に生起する様々な課題解決に資する研究を重点的に支

援・促進して，その研究成果を学校現場や地域に発信・還元する。 

 さらに，地域や文化価値に関する探究を進め，地域の活性化に寄与する。 

【８】 教員養成の質向上を図り，学校教育に対する社会からの付託に応えるため，HATOプロジェクトの成果を北海道教育大学（H）・愛知

教育大学（A）・東京学芸大学（T）・大阪教育大学（O）の４大学が連携して全国の教員養成系大学・学部に発信することによって，

全国の学校教育の質の高度化や地域の特質へ適合した教育の実践を図る。 

責任者 

横山理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【15】 

学部全体として，へき地・小規模校教育，

特別支援教育，食育，理数科教育等学校教育

に密着した研究に対して重点的に学長戦略

経費を投入し，その研究成果を学術的に発

信するだけでなく，本学の教員養成教育の

充実のために活用し，地域の様々な教育課

題の解決に応用する。 

さらに，学科においては，ステークホルダ

ーの意見を取り入れる仕組みを作り，地域

に貢献する人材養成プログラムの開発を行

う。また，地域や文化価値に関する現代的・

学際的探求を進め，研究成果を地域の様々

な課題解決に活用し，地域の国際化や芸術・

スポーツ文化による「生き甲斐・健康・まち

づくり」等地域の活性化及び振興に寄与す

る。 

【15】 

教員養成課程，国際地域学科，芸術・

スポーツ文化学科においては，学校現

場や地域のニーズに応える教育に関す

る研究プロジェクトに引き続き学長戦

略経費を重点的に配分し，教育・地域・

文化価値に関する学際的探求を進め

る。 

国際地域学科においては，引き続き

自治体，企業，団体等と接触を行い地域

の課題を収集し，協働して解決に取り

組む。 Ⅲ 

 

○ 「子どもの学力・体力」に係る課題など，学校現場

や地域における様々な課題解決に資する研究プロジェ

クト（重点分野研究プロジェクト：全13件,配分経費

10,740千円）について,学長戦略経費を重点的に配分し

た。 

13プロジェクトのうち，10プロジェクトで学会，シ

ンポジウム，講習会等で発表を行うなど研究成果を発

信している。同プロジェクトによる具体的な活動とし

ては, 大学教員と附属学校教員が連携し，北海道の小・

中学校の算数・数学授業における主体的・対話的で深

い学びの実現に向けて，次期学習指導要領で改訂さ

れる単元の授業公開や授業案の提案を行った。また，

子どもの体力向上に関する研究プロジェクトにおい

て，スポーツ指導者の育成プログラム案を作成し，地

域の自治体やスポーツ団体等と連携して開催した指導

者養成講習会で当該プログラムを試行するなど，成果

を地域に還元する取組を行った。 

 

○ 国際地域学科が実施する地域人材養成プロジェクト

では, 大学と地域が協働し,ソーシャルクリニック（地

域の課題診断及び解決策の策定を経て,解決策を実施

する活動）のモデルを構築して実践することを目的と 

横山 

理事 
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して,道南地域の江差町,知内町,函館市と協働して「江

差町まちあるきツアー」「小谷石再生プロジェクト」「函

館市におけるカラス被害の調査」等の活動を実施した。

ソーシャルクリニック事業は,北海道や道内の各自治

体等からも注目されつつあるほか, 学生が主体的に運

営に関わる機会を提供することにより, 地域と学生が

直に繋がることで,学生に対する教育ツールとしての

有効性も見出された。 

 

 

【16】 

教員養成を行う全国の大学・学部に対し

て，HATOプロジェクトの研究成果を生かし

て，特に本学が取り組む「小学校英語教育の

指導力向上」及び「へき地・小規模校での現

職教員支援」等についての中心的役割を担

いながら情報提供を行い，継続的に相互交

流と相互支援を実施する。 

【16】 

HATOプロジェクトの成果について積

極的な情報発信を行うとともに，研修

会等の開催により，HATO４大学以外の

大学との相互交流等の規模を拡大させ

る。 

Ⅲ 

 

○ 秋田市教育委員会，山形市立内蔵王第三小学校・蔵

王第二中学校主催の現職教員研修において，HATOプロ

ジェクトにおける開発教材（複式学習指導手引書，DVD

教材）を活用し，現職教員のニーズに即したへき
．．

地・

小規模校教育における 新の情報や知識を提供した。 

 

○ 「へき地・小規模校に関するプロジェクト合同研究

会」（HATO４大学,弘前大学の教員が参加）の開催や台

北市立大学（台湾）からの講義の視察の受入れ等を通

じて，HATOプロジェクトにおける開発教材の活用を奨

励する相互交流を図った。 

 

○ 国内外の学会及び研究会で,HATOプロジェクトの成

果である小学校英語教育に関する成果や「CollaVOD」

（オンライン協働研究・学修用プラットフォーム）の

発表・紹介等を行った。その結果，「CollaVOD」の利用

者は公開初年度（平成28年度）から2.4倍に増加し670

人となった。HATO４大学以外では，13校において利用

されており,順調に利用実績を延ばしていることから，

教育機関や学校現場において「CollaVOD」の有効性に

ついて理解が広がっている。 

 

阿部 

理事 
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【17】 

教員養成を行う大学，全国の学校，教育委

員会等からの要望に対応する現在の重要な

教育課題及び新たに提起されてくる問題の

解決を行うために，解決に寄与するカリキ

ュラム・教材・指導法等の方策を具体化す

る。 

【17】 

小学校英語教科化に関する授業コン

テンツをHATO４大学以外の大学の授業

等で活用するとともに，コンテンツ内

容の拡充及び改善を図る。 

Ⅲ 

 

○ 外国語の授業研究を推進するために開発されたHATO

プロジェクトの成果であるオンライン協働学習プラッ

トフォーム「CollaVOD」について,HATO４大学以外でも，

北海道情報大学，秋田大学，岩手大学，長崎大学，新

潟大学，大妻女子大学，東海大学，シンガポール大学

等の13校において授業等で活用されている。 

 

○ 現職教員への支援を行うため，教員が学校現場で活

用できる教材として，「Hello from Hokkaido小学校

（５年生及び６年生用）」を「CollaVOD」にアップロー

ドした。また，平成30年度には「Hello from Hokkaido

（１年生から４年生用）」をアップロードする予定であ

り,「CollaVOD」のコンテンツの充実を図っている。 

 

阿部 

理事 

【18】 

全国の学校教育の質の高度化や地域の特

質へ適合した教育の実践を実現するため

に，HATO構成４大学を中心に教育委員会等

現場と連携し，地域や現場のニーズに対応

した課題解決に向けて，セミナーや講習会

等を実施する。 

【18】 

HATOプロジェクトの成果を活用した

現職教員向けのセミナーや講習会等の

試行を実施し，実施した内容と現職教

員からのニーズが合致しているかにつ

いて検証を行う。 Ⅲ 

 

○ 秋田市小学校複式学級担任研修会において，学校現

場での活用モデルとしてHATOプロジェクトの開発教材

を活用した。研修の実施に当たっては,「複式学級時の

効果的な支援の在り方」や「間接指導時の見取り」等,

学習指導上での課題を事前に把握し,実施後のアンケ

ートでは,研修を通じて今後学校現場で活用できる新

たな知見が得られたなどの回答があり,研修が現職教

員のニーズに合致した内容であったことが確認され

た。 

 

阿部 

理事 

【19】 

「教育実習前CBT (Computer Based Test

ing)」を，HATOの４大学をはじめ，多くの教

員養成系大学と連携し，運用・実施する。 

【19】 

本学における教育実習前CBTの本実

施をスタートさせるとともに，愛知教

育大学，東京学芸大学，大阪教育大学で

の試行を実施し，HATO４大学において

課題を整理する。 
Ⅲ 

 

○ 「教育実習前CBT全学運営委員会」を発足させ,教育

実習前CBTの実施内容や手続き等の運用並びに試行及

び本実施における課題の整理・改善をまとめた「平成

30年度教育実習前CBTの実施について」を決定の上,各

キャンパスに通知し，本格実施へ向けた準備を整えた。

これらの準備期間を経て，本学では教育実習前CBTの本

格的な実施を開始するとともに，本学を除くHATO３大

学でも教育実習前CBTの試行を実施した。 

 

蛭田 

副学長 
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○ 実施後（本学：本格実施後，他の３大学：試行後）に

は，「HATO４大学のCBTワーキング」において，実施に

係るアンケートを行い，その結果，主にCBTの検定問題,

ハンドブック及びシステムについて各大学から要望が

提起された。システム利用にあたり,学外のPCからの接

続も可能にしてほしいとの要望を踏まえ,平成30年度

の教育実習前CBTの実施にあたっては,学外からのシス

テム利用を検討する必要があることがわかった。 

 

○ 教育実習前CBTの概略版とデモ画面を大学ホームペ

ージに掲載することにより，同取組の周知を図った。 

 

○ HATOプロジェクト 終年度報告シンポジウム（平成

29年12月開催）において, 教育実習前CBTの成果報告を

行うなど,シンポジウム参加大学に対して教育実習前

CBTの広報を行い,平成30年度から玉川大学が教育実習

前CBTの試行に参加することとなった。 
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Ⅰ－２ 教育研究等の質の向上の状況 

(2) 研究に関する目標 

② 研究実施体制等に関する目標 
 

中
期
目
標 

【９】 新たに研究戦略室（仮）を設置してＩＲセンター（仮）との連携のもとに，学術研究の「挑戦性，総合性，融合性，国際性」とい

った現代的要請を踏まえながら，地域ニーズに応える研究活動を企画・管理して本学の機能強化を図るとともに，研究成果の活用を

促進する。 

責任者 

横山理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【20】 

第２期中期目標期間中に配置した「研究

支援コーディネーター」を充実・発展させ，

新たに研究戦略室（仮）を設置し，事務局体

制や教員と事務職員の連携等を強化する。

また，リサ－チ・アドミニストレーターを配

置し，教育や地域の課題解決と地域の成長・

発展に資する研究を企画・管理・支援すると

ともに，若手研究者の研究，海外ネットワー

クの形成，海外との共同研究等を推進する。 

【20】 

新たに研究戦略室（仮）を設置する

とともに，リサ－チ・アドミニストレ

ーターを配置し，ＩＲセンター（仮）

との連携や研究支援体制を整備す

る。また，重点分野研究プロジェクト

及び若手研究者を含む個人研究・共

同研究を支援・推進する。 

Ⅲ 

 

○ 新しい研究支援体制として, 大学戦略本部に研究戦

略チームを設置し,リサーチ・アドミニストレーターを

配置した。今後,研究戦略チームにおいて,同じく大学

戦略本部に設置されたインスティテューショナル・リ

サーチ室（IR室）と協働し,学術研究に係る戦略の策定

等や意思決定に係る情報を共有することとした。 

 

○ 「子どもの学力・体力」に係る課題など，学校現場

や地域における様々な課題解決に資する研究を重点的

に推進する重点分野研究プロジェクトについて,学術

研究推進室（現・研究戦略チーム）に担当の室員を配

置してプロジェクト管理や支援を行うとともに,全13

プロジェクトに対し，10,740千円を配分した。また,若

手研究者に対しては,科研費「若手研究」の獲得を支援

するため,引き続き学長戦略経費の中に「若手教員研究

支援経費」を確保し,２件を採択し448千円を予算配分

した。 

 

○ 海外での調査や共同研究を支援するため,学長戦略

経費（公募型プロジェクト）の中に「教員海外研究支

援経費」を新設し,４件を採択し840千円を予算配分し

た。同プロジェクトにより,本学教員は,モンゴル国に

おいて大学教員及び学生に対してマイクロコンピュー

タ関連の教材開発セミナーの開催及び技術教育支援を 

横山 

理事 
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目的とする国際協力の課題の考察を行い,学術論文を

発表するなどの研究活動を行った。 

 

 

【21】 

グローバル化への対応や食育，防災・安全

教育を含め，新たな学びのニーズに関する

情報を積極的に収集・研究し，その成果をテ

キスト・教材等として可視化するとともに，

本学全体の研究に関する広報にも積極的に

取り組む。 

【21】 

平成28年度に立ち上げた「新たな

学びのニーズに関する研究プロジェ

クト」の進捗状況及び報告をプロジ

ェクト責任者から求めるとともに，

引き続きその研究成果や研究活動の

状況等を積極的に発信することを支

援する。 

Ⅲ 

 

○ 「新たな学びのニーズに関する研究プロジェクト」

の各責任者に対し,研究成果の可視化や発表を求める

とともに,学術研究推進室員（現・研究戦略チーム員）

による進捗状況の確認や相談への対応を内容とする研

究支援を行った。これらにより, 学術論文やシンポジ

ウム等で積極的に研究成果を発表した。（学術論文・著

書による発表：７プロジェクト, 学会・講演・シンポ

ジウム等での発表：10プロジェクト）また, 大学ホー

ムページでプロジェクトの進捗状況について発信し

た。 

 

横山 

理事 
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Ⅰ－２ 教育研究等の質の向上の状況 

(3) 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した

教育・研究に関する目標 
 

中
期
目
標 

【10】 地域の知の拠点として，各教育機関等と連携し，学校教育における諸課題の解決や地域社会の発展に貢献する。 責任者 

蛭田副学長 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【22】 

地域における知の拠点として，相互協力

協定先及び各教育機関・団体と連携・協働し

て，第２期中期目標期間においては，下記の

特色ある地域振興イベント等や学校支援・

地域教育支援を実施してきた。第３期中期

目標期間においても，引き続き相互協力協

定先及び各教育機関・団体と連携・協働した

事業を実施する。 

① ＪＡグループ北海道と連携した教員養

成３キャンパスにおける食育体験事業

（稲作・酪農体験塾等） 

② 遊びを通じたスポーツ普及事業（岩見

沢校あそびプロジェクトや４者連携事業

における「健康増進プロジェクト」） 

③ ミュージックキャラバン等地域におけ

る音楽振興事業 

④ 北海道立美術館と連携した美術展，展

覧会鑑賞を通じた芸術（美術）教育等 

【22】 

本学の地域連携における方針を決定

し，全学及び各校で連携体制を基に各

事業を実施し，さらにブラッシュアッ

プを行う。 

Ⅲ 

 

○ これまで本学が実施してきた地域連携・貢献の取組

を踏まえ，キャンパスの特性をより活かした活動を展

開することを宣言する「地域連携活動に関する基本方

針」を策定し，大学ホームページに掲載した。この方

針に基づき，大学戦略本部に設置した社会貢献・地域

連携チームと各キャンパスが連携・協力して地域連携

活動を推進するため，各キャンパスに関連委員会等を

設置することとし，連携体制の確立を目指した。 

 

○ 地域連携・貢献事業として，函館校において,新日本

スーパーマーケット協会,北洋銀行と連携し，地域の産

業を担う人材の養成等を目的に「寄附特別講座」（全10

回）を開講した。岩見沢校においては，小中学生が音

楽に触れることで，豊かな感受性や創造性を育てるこ

とを目的に「ミュージックキャラバン」を釧路市及び

池田町で開催し，北海道内で演奏活動や子どもを対象

とした楽器の試奏体験等を行った。また，本学，JAグ

ループ北海道，コンサドーレ，北海道教育委員会の４

者連携により，食農フォーラムを開催（平成30年3月）

し，北海道の子どもの学力や体力向上，食育の推進等

に関する事業の成果等を報告した。 

 

 

 

蛭田 

副学長 
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【23】 

北海道の学校教育における課題であるへ

き地・小規模校教育並びに学力及び体力向

上に対応するため，各教育委員会，教育研究

所及び学校と連携を図り，地域の実情に応

じた取組を取り入れた学生ボランティア派

遣事業，並びにへき地校体験実習を実施す

る。 

【23】 

多様な形態で実施されている学生ボ

ランティア派遣事業を整理した上で，

各校と連携し，地域の要望に対応でき

る体制作りの検討を行う。 

Ⅲ 

 

○ 北海道教育委員会等と連携し実施している学生ボラ

ンティア派遣事業について，各キャンパスの実態把握

及び課題の整理を行い,当該事業の単位化の状況，教

員・事務間の役割分担及び遠方の派遣先からの要請へ

の対応等に課題があることがわかった。これを踏まえ,

今後,各キャンパスの関連委員会においてより詳細な

現状の整理を行うとともに,大学戦略本部に組織設置

した社会貢献・地域連携チームにおいて,連携体制を構

築する上で生じる課題に取り組む見込みである。 

 

○ 北海道教育委員会等と連携した学生ボランティア派

遣事業として，学生66人を派遣し，のべ207日間の活動

を行った。 

 

○ へき地･小規模校教育として,へき地校体験実習を実

施（57校へ学生130人を派遣）した。また，へき地小規

模校教育フォーラムを開催し，学生がへき地・小規模

校での体験実習の成果発表などを行った。 

 

蛭田 

副学長 

【24】 

教育委員会や北海道立教育研究所等との

連携協力関係を深化させ，各種教員研修に

本学が大学院レベルの研修を共同で実施す

る。その研修を本学の大学院教育に位置づ

けて単位化し，研修の積み重ね等により大

学院の履修を進める，新たな大学院長期履

修制度を創設する。 

【24】 

教員育成協議会（仮称）において，北

海道教育委員会と協力し教員育成指標

を策定するとともに，教育委員会や北

海道立教育研究所等と本学で共同実施

する大学院レベルの研修計画の検討を

開始する。 

Ⅲ 

 

○ 北海道教育委員会が「北海道における求める教員像」

及び「北海道における『教員育成指標』（スタンダード）」

の検討を行うために設置した北海道教員育成協議会及

び同協議会の２つの専門部会に参加した。同協議会で

の検討の結果,「北海道における求める教員像」及び「北

海道における『教員育成指標』（スタンダード）」が平

成29年12月に策定された。 

 

○ 同協議会では「教員育成指標」の策定のほか,これを

踏まえた各専門部会の取組の報告及び養成・採用・研

修の在り方についての議論がなされた。その中で,「中

堅教諭等資質向上研修」が示され,大学院レベルの研修

で育成すべき資質・能力の詳細な内容が明らかとなっ

た。これらを踏まえ,大学院レベルの研修計画の検討を

開始した。 

 

阿部 

理事 
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Ⅰ－２ 教育研究等の質の向上の状況 

(4) その他の目標 

① グローバル化に関する目標 
 

中
期
目
標 

【11】 第２期中期目標期間に本学における国際化にかかる事業の展開を経営戦略の一つの柱として位置づけ策定した「国際化推進基本計

画」において，「本学学生の国際感覚を涵養し，国際的視野をもって地域社会や教育の諸分野で活躍できる人材の育成を図る」た

め，「グローバル教員養成プログラム」等を実施してきた。第３期中期目標期間には，グローバル人材の育成を推進するため，学生

の英語力を高めるとともに，海外の大学と連携し，留学生の派遣・受入の拡大を図る。 

【12】 グローバル人材育成を推進するにあたり，大学全体としての英語力の底上げが必要である。そのためには，学生に対する英語教育

プログラム内容を充実させるのはもちろん，英語で教育を実践する教員の資質向上を図るとともに，グローバル化に対応可能な職員

の育成を図る。 

【13】 開発途上国への教育支援に貢献するため，文部科学省・JICA・JICE等と協力して，理数科教育を中心とした教育分野の国際協力事

業を実施する。 

責任者 

横山理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【25】 

グローバル化に対応できるリーダーの育

成を目的として開講している「グローバル

教員養成プログラム（１学年定員60名）」充

実のため，受講学生が卒業する際にプログ

ラム修了認定の要件となる語学基準（TOEIC 

860点相当）に到達する割合を70％以上とす

る。 

また，北海道教育委員会が主催し，全国的

に評価されている「イングリッシュキャン

プ」にグローバル教員養成プログラム受講

学生が参加することで，早い段階から学生

に実践的能力を育成させる。 

さらに，英語教育全体の充実を図るため，

小学校教諭１種免許状を取得して卒業する

学生の語学スコアの基準をTOEIC 570点相

当，中学校教諭１種免許状（英語）を取得し

て卒業する学生の語学スコアの基準を

TOEIC 730点相当に設定し，この基準に到達

する学生の割合を80％以上とする。 

【25-1】 

主にグローバル教員養成プログラム

受講学生，小学校教諭１種免許状取得

や中学校教諭１種免許状（英語）取得を

目指す学生を対象にTOEICを受験させ，

語学スコアの現状を把握する。また，中

期計画に掲げた語学基準到達のための

具体的方策を定めるとともに，その方

策に基づいた取組を開始する。 

Ⅲ 

 

○ 平成29年度から,１年次学生全員を対象とした教養

科目（必修科目）「外国語（英語）（前後期）」において, 

授業にTOEICの内容を取り入れるとともに,期末試験と

してTOEIC-IPを実施した。なお,期末試験においては,

学年進行で通過目標スコアを設定しており,当該スコ

ア未達成の学生に対しては目標スコア達成に向けて課

題を課している。これらの取組を通じて,中期計画に掲

げる数値目標の達成に向け,学生の英語力及び語学ス

コアの現状を把握した。 

 

○ 語学基準到達に向けた具体的方策を検討する「TOEIC

対策ワーキングチーム」において,平成30年度以降,上

記の「外国語（英語）」を継続すること,及び主に２年

次学生を対象とした「初等英語」「小学校英語科教育法」

においてもTOEICの内容を取り入れ,対象学生に対し継

続的にTOEIC受験を課すことを決定した。 

 

○ また,国際社会で活躍できる人材として高い語学力

と豊かな国際感覚を有する教員の養成を目指す,グロ 

横山 

理事 
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ーバル教員養成プログラムでは, プログラムの第１期

生が本格的に修了年度を迎える平成30年度末に向け,

多数の修了生を出せるよう,引き続き外国人プログラ

ムアドバイザーによる受講学生への指導を行ってい

る。なお，平成29年度には，これに先駆けて，平成27

年度の開講以来,初めて修了生（１人）を輩出した。当

該修了生は平成30年度から公立高校の英語教員として

活躍している。 

 

 

【25-2】 

グローバル教員養成プログラム受講

学生に「イングリッシュキャンプ」の参

加を促すとともに，その他実践的能力

を育成させることを目的としたボラン

ティア活動を推奨し，ボランティア活

動に対する意識を高める。 

Ⅲ 

 

○ グローバル教員養成プログラム受講生に対し, ボラ

ンティアに参加する目的・意義等のほか,過去に参加し

た学生の事例などを紹介しながら周知を図った。その

結果, 北海道教育委員会主催の小・中学生対象の英語

による体験型事業の支援ボランティアである「イング

リッシュキャンプ」に15人,教育に関する環太平洋国際

会議学生スタッフに８人が参加した。特に,イングリッ

シュキャンプの参加者は平成28年度の２倍以上となっ

ており,ボランティア活動への意識が向上している。 

 

○ グローバル教員養成プログラム受講生から提出のあ

った「ボランティア･インターンシップ実施報告書」か

ら，同プログラムの目的である「異文化理解」や「教

育への情熱」が高まったことがわかった。例えば，イ

ングリッシュキャンプの参加者は,子どもたちの意見

をくみ取り英語で表現したりすることの難しさや,小・

中学生が英語に親しむことができるようにするための

方法を学んだ。外国人留学生支援のための通訳チュー

ターを務めた者は,外国人留学生に自らの授業内容を

説明することの難しさを学んだとの報告があった。 

 

横山 

理事 
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【26】 

留学生の派遣・受入の拡大を図るため，海

外の協定締結大学等と連携し，相互に相手

先の大学で授業を行うための「共同教育プ

ログラム」（学部・大学院での単位取得を目

的とするもの）や「海外教育実習プログラ

ム」（海外での教育体験を主としたもの）等，

新たなプログラムを開設するとともに，ク

ォーター制等の新しい学事暦を導入して，

海外派遣留学生及び海外受入留学生をそれ

ぞれ年間150名に増やす。 

【26】 

留学生の派遣・受入の拡大を図るた

め，新たな体制の整備を進め，プログラ

ム開設のための調査を実施するととも

に，「共同教育プログラム」等の具体的

に取り組むべきプログラムの方向性を

明確にする。 

Ⅲ 

 

〇 本学と協定大学において,学生の留学時の授業履修

を,所属大学の授業科目の履修とみなす「共同教育プロ

グラム」について,ダルハウジー大学（カナダ）との実

施可能性に関する調査及び打ち合わせを行った。 

 

○ 協定校である台北市立大学（台湾）との間で新たに

締結した教育体験のための研修プログラムに関する覚

書に基づき,「海外教育体験プログラム」を実施した。

台北市立大学の学生２人を16日間にわたって受け入

れ,本学の附属学校等の授業観察,実習や授業への参加

などを内容とする研修を実施した。一方,本学学生２人

を台北市立大学に14日間にわたって派遣し,現地小学

校での観察実習や英語による教育実習等を内容とする

研修を実施した。 

また，教員養成の目的に沿った新たなプログラムの

調査及び検討を行い,具体的には,香港教育大学（中国）

との間で同様のプログラムの開講が可能かどうか調査

及び検討を開始した。 

 

○ 大学戦略本部に国際戦略チームを設置し,留学生の

派遣・受入の拡大を図ることを含めた国際戦略の企画

立案を行うための体制を整備した。国際戦略チームで

は,平成30年度以降,新たな学事暦の導入及び英語力の

向上等の検討を進めていくこととした。 

 

横山 

理事 

【27】 

海外の協定締結大学等と連携して，先進

的教育手法を持つ英語教員を講師として招

聘し，学生対象の英語能力強化プロジェク

ト，大学教員対象の英語による授業の教授

法等に関する研修，職員対象のビジネス英

語研修をそれぞれ実施する。さらに，グロー

バル化に対応した取組を一層推進するた

め，大学教員を対象とした海外研修制度を

充実する。また，海外の大学との連絡調整， 

【27-1】 

海外の協定締結大学等と連携して実

施する学生，大学教員及び職員を対象

とした英語研修等の開始を目指すとと

もに，大学教員を対象とした海外研修

制度をより充実させるため，今後の目

的，方向性等を明確にし，新たな研修制

度の具体的内容について検討する。 

Ⅲ 

 

○ 学生を対象とした英語研修について, オーストラリ

アの協定校で提供している英語準備コースを本学で受

講できる新たなプログラムとして考案し,学生に受講

希望のアンケート調査を実施した。アンケートでは,約

70％の学生がプログラムに好意的な回答をしており,

引き続き開設に向けた検討を行うこととした。 

 

○ 大学教員対象の海外英語研修について,目的及び内

容を検討し,参加教員の目的意識を明確にするため,研 

横山 

理事 
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学生の海外派遣，留学生受入業務等のグロ

ーバル化対応業務の円滑化を図るため，事

務職員の海外語学研修経験者を20％以上と

し，その経験者を各キャンパスに複数名配

置する。 

 

 

修後全員に「英語による授業実施」（具体的には,PD（プ

ロフェッショナル・ディブロップメント）としての公

開授業又は外国人留学生・研修生等を対象とした講義

等の実践）を課すこととした。この検討を経て,教員３

人をグリフィス大学（オーストラリア）に１ヵ月間派

遣した。 

 

〇 このほか,教員海外英語研修の直近の過去３年間の

参加者及び英語で授業を実施する（又は希望する）教

員を対象に,英語で効果的な授業を行うことを目的と

したワークショップを開催し,９人が参加した。 

 

 

【27-2】 

海外語学研修を経験した事務職員の

割合を把握し，複数名の事務職員を海

外語学研修に派遣する。また，研修参加

者の報告をもとに研修内容の改善を図

る。 

Ⅲ 

 

○ 職員を対象とした「海外語学研修」について,平成28

年度までは協定校で実施していたが,マンツーマン授

業により集中して語学力を習得できるよう語学学校で

の実施とし,また,職員が参加しやすいよう,実施要項

を改正して実施期間について２週間か４週間のいずれ

かを選択できるようにした（平成28年度までは一律３

週間）。このほか,研修先をオーストラリアからフィリ

ピンへ変更することで,経費を抑えつつ複数の職員を

派遣することができた。これらの改善により,５人の事

務職員を海外の語学学校（フィリピン）に４週間又は

２週間派遣した結果,研修参加者のTOEICスコアが上昇

した。また,派遣者が所属する部署の長からは,業務に

対する積極性や日常業務におけるプレゼンテーション

能力の向上が見られたといった報告がなされた。 

 

○ 平成29年度研修参加者からは,途上国における教育,

教員養成の重要性について強く認識したとの報告があ

り,社会的な経験としても有意義な研修であったこと

から, 平成30年度以降の研修も引き続き同内容で実施

することとした。 

 

○ 平成29年度末時点における研修経験者の割合は16％

であり,平成33年度末での目標値20％に向け順調に増 

石川 

理事 
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加している。これにより,各キャンパス及び事務局にお

ける留学生対応業務等に,海外語学研修経験者を複数

配置することが可能となっている。 

 

【28】 

開発途上国の課題の一つとなっている初

等教育段階からの理数科教育の向上につい

て，本学として貢献するため，文部科学省・

JICA・JICE等と協力し，関係諸国からの教員

研修生を附属学校で受入れ，日本の学校の

しくみと役割や理数科の授業改善に向けた

取組について学び，母国の子供たちへの学

習意欲を促す理数科授業の構築や，それを

学習指導案として表現できる能力の形成を

目標とする研修事業を実施する。 

また，大学教員及び附属学校教諭を開発

途上国に派遣し，理数科教育における公開

授業，授業検討会，教材開発ワークショップ

を実施するとともに，これらの事業にスタ

ッフとして学生を派遣する。 

【28】 

JICAと連携し，研修員受入事業「初等

理数科教授法」「へき地教育振興」を継

続的に実施するとともに，「初等理数科

教授法」について，フォローアップ調査

団を派遣し，帰国研修員が取り組む授

業への支援等を行う。 

Ⅲ 

 

○ JICA等との連携により,途上国の教員及び行政官を

対象として,児童の学習意欲を促す理数科授業手法や

持続可能な開発目標の達成を目指した研修を次の通り

実施した。 

連携先 研修名 地域 
受入

人数 
期間 

JICA（課

題 別 研

修） 

初等理数

科教授法

(A)(英語

圏) 

アフリカ,南

太平洋,アジ

ア 等 (13 ケ

国) 

16人 約７週

間 

JICA（課

題 別 研

修） 

初等理数

科教授法

(B)(フラ

ン ス 語

圏) 

アフリカ等

(６ケ国) 

９人 約７週

間 

JICA（課

題 別 研

修） 

へき地教

育 振 興

( ス ペ イ

ン語圏) 

中南米(６ケ

国) 

12人 25日間 

JST( さ

く ら サ

イ エ ン

ス事業) 

理数科教

育改善の

ための研

修プログ

ラム 

サモア独立

国 

３人 10 日間 
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○ 平成28年度まで実施してきたJICA草の根協力事業の

フォローアップ事業として,サモア独立国（過去12人が

研修員として参加）に本学教員２人と本学国際交流・

協力コーディネーター１人から成るフォローアップ調

査団３人を６日間派遣した。現地において副読本の活

用状況のヒアリング,授業観察及び理数科教育のワー

クショップを行った。引き続き,平成30年度においても

フォローアップ事業を実施する見込みである。    
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Ⅰ－２ 教育研究等の質の向上の状況 

(5) 附属学校に関する目標 

 
 

中
期
目
標 

【14】 「北海道教育大学附属学校園の今後の在り方に関する有識者会議 報告書」（平成25年３月）に盛り込まれた提言「1. 北海道にお

ける学校教育の発展に資する研究の推進」「2. 大学と附属学校園が一体的な教育研究を推進すること」「3. 大学のリーダーシップに

より附属学校園を運営すること」を具現化するために，外部委員による第三者評価を実施し，「北海道教育大学附属学校園 第三者

評価報告書」（平成26年3月）を作成した。第３期中期計画においても，この方針に基づき，附属学校園の機能を強化する。 

【15】 実践的な指導力を有する教員を養成するために，附属学校を活用した大学教員の研修及び教育実習を一層充実させる。 

責任者 

阿部理事 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 責任者 

【29】 

北海道教育委員会と連携し，「授業実践交

流事業」を平成25年度から実施しているが，

第３期中期目標期間にはさらに充実させて

いく。北海道公立学校教員の授業力向上に

寄与するために，附属学校教員が各地区公

立学校での出前授業，校内研修の講師を担

当するとともに，公立学校教員による附属

学校の授業観察を日常的に受け入れる。 

【29】 

附属釧路小中学校が作成し，取り

組んでいる「教科」の小中一貫を目指

す教育課程を，他地区でも実践，検証

するとともに，授業実践交流事業の

出前授業や公立学校の校内研修で発

信していく。 

Ⅲ 

 

○ 北海道公立学校教員の授業力向上に寄与するため,

各附属学校での授業や研究セミナー等を通じて,平成

28年度に釧路地区で開発した「教科」の小中一貫教育

に係る教育課程を実践及び検証した。実践及び検証を

通じて,各地区において授業力向上セミナーを実施し

た。なお, 附属学校における研究成果は各附属学校の

ホームページで発信している。 

 

○ 「教科」の小中一貫教育に係る教育課程について,公

立学校の教員に向けて,セミナーでの公開授業，出前授

業及び北海道教育委員会主催の研修会等に講師として

出向いた際の資料提供などにより発信した。 

 

○ 北海道教育委員会との連携による「授業実践交流事

業」として，出前授業や公立学校教員の授業参観を積

極的に受け入れ，実施件数は100件となり，平成28年度

に比べて約1.5倍に増加した。 

 

阿部 

理事 
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【30】 

小学校における英語教科化への準備とし

て，小学校英語の教育課程・指導法・教材の

開発，及び中学校における英語教育の在り

方に関する研究を進めるために，大学教員

と４附属小学校，４附属中学校の教員でプ

ロジェクトチームをつくり，研究に取り組

んでいる。第３期中期目標期間には，この研

究の成果（評価基準ともなる小学校各学年

のCan-Doリスト，ICTを活用した蓄積型発展

教材スノーマン）の検証，改善を図り，道内

の公立学校に普及させるとともに，学部の

教員養成カリキュラムに組み込み，附属学

校教員も授業を担当する。 

【30】 

附属小学校各学年での実践を踏ま

えて，Can-Doリストを検証し改善を

図るとともに，ICTを活用した蓄積型

発展教材スノーマンの拡充を図る。 

Ⅲ 

 

○ 小学校における英語教科化への準備として，小学校

英語の教育課程等の開発，及び中学校における英語教

育の在り方に関する研究を進めるため，大学と附属学

校の連携による英語プロジェクトで作成した,小中学

校各学年の具体的な到達目標を示す「Can-Doリスト」

について,各附属学校において授業で活用した。実践結

果については,児童・生徒の自己評価（チェックリスト

形式の振り返り）結果をもとに, 本学の大学・附属教

員による小学校英語の研究開発プロジェクトチーム

が，児童・生徒それぞれの課題に応じた目標及びタス

クの見直し等の検証を行った。 

 

○ 蓄積型発展教材「スノーマン」を拡充するため，言

語や文化への体験的な理解と４技能（聞く，読む，話

す，書く）の統合的な能力を育成する教材であるピク

トフォリオ（絵と英単語で構成されるカード）につい

て,専用Webサイトを利用して各校間での共有を可能に

し，機能を充実させた。 

 

阿部 

理事 

【31】 

校園長（大学教授兼任）が附属学校園に軸

足を置いて学校運営ができるように，学内

での委員会業務及び授業時間数を平成25年

度から軽減（非常勤講師予算を措置）してい

る。第３期中期目標期間においてもこの措

置を継続し，各キャンパス長との定期的な

連絡協議を実施するとともに，附属学校の

機能強化を図るため，専任校長を置く。 

【31】 

附属学校園と大学との連携を深め

るために，各地区において正副校園

長と各キャンパス長との定期的な連

絡協議を行う。 Ⅲ 

 

○ 附属学校園と大学との連携を深めるため，各地区に

おいて，附属学校と大学の連絡協議に関する会議を計

11回（札幌地区３回，旭川地区２回，釧路地区５回，

函館地区１回）開催し，大学と附属学校園の連携，教

育実習，小中一貫教育の推進，大学教員による附属学

校での研修等について，実施上の具体的な課題を検討

した。 

阿部 

理事 

【32】 

教育実習に必要な知識や技能を習得した

上で教育実習に参加できるように，第２期

中期目標期間に「教育実習前CBT (Computer 

Based Testing)」を開発した。第３期中期目

標期間にはこれを実施し，「教育実習前CBT」 

【32】 

「教育実習前CBT」の本格実施に合

わせ，新たな実習評価基準を，実習生

を受け入れる附属学校等に周知する

とともに，評価の成果と課題を明ら

かにするための調査を行う。 

Ⅲ 

 

○ 「教育実習前CBT」の本格実施に合わせ，新たな教育

実習評価基準について,実習実施前に各キャンパスを

通じ,評価基準の目的（実習の総合評価を大学で行うこ

とで評価の厳格性を担保する等）について理解が得ら

れるよう説明を行い,実習を受け入れる附属学校等へ 

阿部 

理事 
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を受けて一定の基準に達した学生を附属学

校園で実習生として受け入れ，実習評価基

準の見直し等大学の実習委員会と協議し

て，実習評価を厳格に行う。 

 

 

周知を図った。実施後,新たな実習評価基準の成果と課

題を調査するため,附属学校等の実習校へアンケート

を行った。その結果（回答率81.8％）,９割以上の実習

校から「適当である」との回答を得た。 
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Ⅰ－２ 教育研究等の質の向上に関する特記事項 

 
 

① 教員養成改革協議会の設置【関連年度計画番号：１】 

 教育公務員特例法及び教育職員免許法の改正並びに学習指導要領の改訂及び

学校現場における喫緊の課題を踏まえて，教員養成課程における教育課程を見直

すために，教員養成３キャンパスが一体となった教員養成改革協議会を設置した。

同協議会では，本学の課題に応じた３つの区分（「DP・CPの見直し」「授業・教育

課程」「現職教員の教育」）ごとに，チーム（合計25チーム）を編成し，シラバス

案の作成，授業改善，科目区分・単位数の見直し等，様々な課題の解決に向けた

取組を行っている。 

平成29年度は,教育課程の編成見直し,及び教職課程コアカリキュラムの科目

名称及び履修方法の統一を実施し,科目ナンバリングの実施等について調整を行

っているところである。今後は,ディプロマポリシー（DP）・カリキュラムポリシ

ー（CP）の見直しを含む教育課程編成方針の策定や,科目間の系統性の明確化等

（カリキュラムツリーの策定等）に向けた検討を行う。 

 

② 学校現場での指導経験のある大学教員を38.5％確保【関連年度計画番号：６】 

理論に基づく指導のみならず，実務経験のある教員による指導が必要であると

の観点から,学校現場での指導経験のある大学教員の確保すべき割合を目標値と

して定めている。 

平成29年度に策定された教員人事計画のうち２件において,「学校現場での指

導経験があること」を応募資格とした公募を行った。併せて,教育委員会との人材

推薦に関する協定に基づく人事交流等を推進し，後任補充人事以外の新規採用計

画２件を含む,５件の採用計画を策定し,選考を行った。これらの取組により,平

成30年４月１日における学校現場での指導経験のある大学教員の割合が,中期計

画及び年度計画における目標値である35％を上回る,38.5％となった。 

 

③ 教員現職研修プログラム及び新任大学教員研修プログラムの分析・改善 

【関連年度計画番号：７】 

教員養成を担う大学教員の実践的指導力の育成・強化を図るため，附属学校を

活用して実施している教員現職研修プログラム及び新任大学教員研修プログラ

ムについて，平成28年度のプログラム受講者の実施報告書の分析を行った。分析

結果として，プログラムの内容の一つである「附属学校等での授業観察」につい

て,実地での授業観察はプログラム受講者及び附属学校等双方にとって負担が大

きいことがわかった。このため,教員養成３キャンパスのプログラム担当教員等

において検討を行い，新任大学教員研修プログラムについては,よりプログラム

を受講しやすいよう,研修項目にビデオコンテンツの視聴を追加し,受講方法を

改善した。 

また，プログラムの成果として，受講者が附属学校の特別支援学級の学校評議

会の傍聴等を通じて,特別支援教育の実態を理解し,大学での講義や学生指導に

活かした例などが挙がっている。 

一方,実績報告書の分析方法について,平成30年度以降については,より組織的

に対応するため,委員会等が分析を行うことを検討している。 

平成29年度の実施状況に関しては，教員現職研修プログラムについては12人,

新任大学教員研修プログラムについては３人が受講を修了し，平成29年度末時点

における,研修プログラムにより学校現場での経験を経た大学教員（研修プログ

ラム修了者）の割合は40.1％（平成28年度から10.1ポイント増）となった。平成

30年度以降は，教員養成３キャンパスに対し，受講が必要な教員数が多い教員現

職研修プログラムに関して，年度ごとの受講者数の目安を示すなど，研修受講率

100％達成へ向けて，計画的にプログラムの受講を推進するよう通知し周知を図

ることとした。 

 

④ アクティブ・ラーニングの観点を取り入れた必修科目「学校臨床研究」の開講 

【関連年度計画番号：8-2】 

平成28年度に試行実施したアクティブ・ラーニングの観点を取り入れた授業科

目「学校臨床研究」について，学生が実践に必要な知見（学級経営力,授業観察力,

授業分析力,授業運営力等）を一層習得・伸長できるよう，授業内容の検討及びシ

ラバスの作成等の準備を進め，平成29年度後期から教員養成課程の３年次学生の

必修科目として開講した。同授業は，双方向遠隔授業システムを活用した附属学
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校,拠点校及び小規模校の授業参観を行い，また，教育実習等で明らかになった授

業実践上の課題等の解決を目指す内容となっている。履修した学生からは，「教育

実習で感じた課題について深く考えることができた」「授業づくりの面白さ，難し

さを再認識し，教師のやりがいを深く感じた」等の意見が出された。 

さらに，教育実習や上記の「学校臨床研究」を履修した学生を対象とした,アク

ティブ・ラーニングの観点を取り入れた「教職実践研究」の試行・検討を行い，

平成30年度からの開講に向けた授業内容の検討及びシラバスの作成を行った。 

 

⑤  法令遵守・ハラスメント防止の強化に向けた取組【関連年度計画番号：12】 

各キャンパスで実施しているリーダー研修会において，法令遵守やハラスメン

ト防止に関する説明を行うとともに,学生団体の結成手続等について定めている

「学生団体による課外活動規則」を改正し，学生団体結成要件の一つとしてリー

ダー研修会の受講を義務化する規定を新設した。これにより,リーダー研修会を

受講していない団体は学生団体として許可しないことを明確化し,法令遵守やハ

ラスメント防止の実効性を高めた。 

 

⑥ 教員養成特別入試の実施に向けた取組【関連年度計画番号：14】 

教員となる強い意欲と必要な学力を備えた入学者を確保する目的で平成30年

度に実施する予定の平成31年度教員養成特別入試について，入学者選抜の実施方

法及び評価方法の検討を行うため，同入試の試行を実施した。同入試では,多面

的・総合的な評価方法を実施するための入学者選抜方法として,講義,グループ討

論及びレポート等を課すことを検討しており,在学生を対象とした特別講座Ⅰ及

び高校２年生を対象とした特別講座Ⅱ（サマーゼミナール）の実施を通じて,グル

ープ討論及びレポート用の評価表を作成した。 

また，同入試の出願用件，選抜方法等の内容を決定し，大学ホームページに公

表した。 

 

⑦ オンライン協働学習プラットフォーム「CollaVOD」の活用推進・拡大 

【関連年度計画番号：8-2,17】 

HATOプロジェクトの成果であり,外国語の授業研究を推進するために開発され

たオンライン協働学習プラットフォーム「CollaVOD」を,現職教員が自らの授業研

究をするためのツールとして活用した。「CollaVOD」の利用者の93.75％が,自らの

授業の課題を解決するにあたって有効であると評価しており,比較的入手しやす

く広域性の高い改善ツールとして活用されている。 

また,「CollaVOD」の広報活動を積極的に行い，利用者は公開初年度（平成28年

度）から2.4倍に増加し670人となった。HATO４大学以外では，北海道情報大学，

秋田大学，岩手大学，長崎大学，新潟大学，大妻女子大学，東海大学，シンガポ

ール大学等の13校において利用されており,順調に利用実績を延ばしていること

から，教育機関や学校現場において「CollaVOD」の有効性について理解が広がっ

ている。 

 

⑧ 教育実習前CBTの実施【関連年度計画番号：19】 

 「教育実習前CBT全学運営委員会」を発足させ,教育実習前CBTの実施内容や手続

き等の運用,試行及び本実施における課題の整理・改善をまとめた「平成30年度教

育実習前CBTの実施について」を決定の上,各キャンパスに通知し，本格実施へ向

けた準備を整えた。これらの準備期間を経て，本学では教育実習前CBTの本格的な

実施を開始するとともに，本学を除くHATO３大学でも教育実習前CBTの試行を実

施した。 

 実施後（本学：本格実施後，他の３大学：試行後）には，「HATO４大学のCBTワ

ーキング」において，実施に係るアンケートを行い，その結果，主にCBTの検定

問題,ハンドブック及びシステムについて各大学から要望が提起された。システ

ム利用にあたり,学外のPCからの接続も可能にしてほしいとの要望を踏まえ,平成

30年度の教育実習前CBTの実施にあたっては,学外からのシステム利用を検討する

必要があることがわかった。 

 また,HATOプロジェクト 終年度報告シンポジウム（平成29年12月開催）にお

いて, 教育実習前CBTの成果報告を行うなど,シンポジウム参加大学への広報を行

い,平成30年度から玉川大学が教育実習前CBTの試行に参加することとなった。 

 

⑨ 重点分野研究プロジェクト及び海外での調査・共同研究への重点的な予算配分 

【関連年度計画番号：15,20】 

「子どもの学力・体力」に係る課題など，学校現場や地域における様々な課題

解決に資する研究を重点的に推進する重点分野研究プロジェクトについて,学術

研究推進室（現・研究戦略チーム）に担当の室員を配置してプロジェクト管理や

支援を行うとともに,全13プロジェクトに対し，10,740千円を配分し，学校現場の

ニーズや地域の課題に対応した研究（へき地・小規模校教育，特別支援教育，食

育，理数科教育，地域人材養成，子どもの体力向上など）を進めた。 

13プロジェクトのうち，10プロジェクトで学会，シンポジウム，講習会等で発

表を行うなど研究成果を発信している。同プロジェクトによる具体的な活動とし

て, 大学教員と附属学校教員が連携し，北海道の小・中学校の算数・数学授業に

おける主体的・対話的で深い学びの実現に向けて，次期学習指導要領で改訂

される単元の授業公開や授業案の提案を行った。また，子どもの体力向上に関す

る研究プロジェクトにおいて，スポーツ指導者の育成プログラム案を作成し，地
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域の自治体やスポーツ団体等と連携して開催した指導者養成講習会で当該プロ

グラムを試行するなど，成果を地域に還元する取組を行った。 

加えて，海外での調査や共同研究を支援するため,学長戦略経費（公募型プロジ

ェクト）の中に「教員海外研究支援経費」を新設し,４件を採択し，840千円を予

算配分した。同プロジェクトでは,本学教員が,モンゴル国において大学教員及び

学生に対してマイクロコンピュータ関連の教材開発セミナーの開催や技術教育

支援を目的とする国際協力の課題に関する学術論文を発表するなどの研究活動

を行った。 

また，研究支援を充実させるため,新しい研究支援体制として, 大学戦略本部

に研究戦略チームを設置するとともに,当該チームにリサーチ・アドミニストレ

ーターを配置した。 

 

⑩ 語学基準達成及びグローバル化に対応できるリーダーの育成に向けた取組 

【関連年度計画番号：25-1】 

平成29年度から,１年次学生全員を対象とした教養科目（必修科目）「外国語（英

語）（前後期）」において, 授業にTOEICの内容を取り入れるとともに,期末試験と

してTOEIC-IPを実施した。なお,期末試験においては,学年進行で通過目標スコア

を設定しており,当該スコア未達成の学生に対しては目標スコア達成に向けて課

題を課している。これらの取組を通じて,中期計画に掲げる数値目標の達成に向

け,学生の英語力及び語学スコアの現状を把握した。 

 語学基準到達に向けた具体的方策を検討する「TOEIC対策ワーキングチーム」に

おいて,平成30年度以降,上記の「外国語（英語）」を継続すること,及び主に２年

次学生を対象とした「初等英語」「小学校英語科教育法」においてもTOEICの内容

を取り入れ,対象学生に対し継続的にTOEIC受験を課すことを決定した。 

 また,国際社会で活躍できる人材として高い語学力と豊かな国際感覚を有する

教員の養成を目指す,グローバル教員養成プログラムでは, プログラムの第１期

生が本格的に修了年度を迎える平成30年度末に向け,多数の修了生を出せるよう,

引き続き外国人プログラムアドバイザーによる受講学生への指導を行っている。

なお，平成29年度には，これに先駆けて，平成27年度の開講以来,初めて修了生

（１人）を輩出した。当該修了生は平成30年度から公立高校の英語教員として活

躍している。 

 

⑪ 台北市立大学との「海外教育体験プログラム」の実施 

【関連年度計画番号：26】 

協定校である台北市立大学（台湾）との間で新たに締結した，教育体験のため

の研修プログラムに関する覚書に基づき,「海外教育体験プログラム」を実施し

た。台北市立大学の学生２人を16日間にわたって受け入れ,本学の附属学校等の

授業観察,実習や授業への参加などを内容とする研修を実施した。一方,本学学生

２人を台北市立大学に14日間にわたって派遣し,現地小学校での観察実習や英語

による教育実習等を内容とする研修を実施した。 

また，教員養成の目的に沿った新たなプログラムの調査及び検討を行い,具体

的には,香港教育大学（中国）との間で台北市立大学と同様のプログラムの開講が

可能かどうか調査及び検討を開始した。 

今後は,大学戦略本部に新たに設置した国際戦略チームにおいて,上記「海外教

育体験プログラム」に加えて「共同教育プログラム」の開設の検討,及び留学生の

派遣・受入の拡大を図ることを含めた国際戦略の企画立案（新たな学事暦の導入,

英語力の向上に向けた検討）を進めていくこととした。 

 

⑫ JICA等と連携した研修員受入事業とフォローアップ【関連年度計画番号：28】 

JICA等との連携により,途上国の教員及び行政官を対象として,児童の学習意

欲を促す理数科授業手法や持続可能な開発目標の達成を目指した研修を次の通

り実施した。 

連携先 研修名 地域 
受入 

人数 
期間 

JICA(課題別

研修) 

初等理数科教授法

(A)(英語圏) 

アフリカ,南太平洋,

アジア等(13か国) 

16人 約７週間 

JICA(課題別

研修) 

初等理数科教授法

(B)(フランス語圏) 

アフリカ等(６か国) ９人 約７週間 

JICA(課題別

研修) 

へき地教育振興(ス

ペイン語圏) 

中南米(６か国) 12人 25日間 

JST(さくらサ

イエンス事

業) 

理数科教育改善のた

めの研修プログラム 

サモア独立国 ３人 10 日間 

 平成28年度まで実施してきたJICA草の根協力事業のフォローアップ事業とし

て,研修経験者が多いサモア独立国（過去12人が研修員として参加）に本学教員２

人と本学国際交流・協力コーディネーター１人から成るフォローアップ調査団３

人を６日間派遣した。現地において副読本の活用状況のヒアリング,授業観察及

び理数科教育のワークショップを行った。 

 

⑬ 附属学校による公立学校との授業実践交流の活性化 

【関連年度計画番号：29】 
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公立学校の教員に向けて,「教科」の小中一貫教育に係る教育課程を,附属学校

教員が出前授業や北海道教育委員会主催の研修会等で資料として提供するなど

した。また，北海道教育委員会との連携による「授業実践交流事業」として実施

している，平成29年度の出前授業や公立学校教員の授業参観の受け入れ件数は

100件となり，平成28年度に比べて1.5倍に増加した。 

 

⑭ 「HAKODATEコンシェルジュ養成プログラム」開設に向けた取組 

函館校において，観光人材の育成を目的として平成30年度から開設予定の

「HAKODATEコンシェルジュ養成プログラム」について，開設に向けてカリキュ

ラムの整備や地域の自治体，団体等の関係者への情報発信等を行った。 

また，関係者から率直な意見・要望をもらい，同プログラムの内容の充実を

図るため，地域協働ラウンドテーブル「HAKODATEコンシェルジュ養成プログラ

ム意見交換会」（平成29年10月開催，参加者約30人）及び「HAKODATEコンシェル

ジュ養成プログラム 地域と異文化 特別講義『訪日外国人観光への期待と地域

住民の葛藤～観光社会学の視点からの分析と先進地域の経験から学ぶ』」（平成

30年2月開催，参加者約20人）を開催した。会の中では，養成する人材像や開設

する授業科目等に関する様々な提案や意見が出され，プログラムの充実に活用

することとした。 
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Ⅱ 予算（人件費の見積もりを含む。），収支計画及び資金計画 
 

※ 財務諸表及び決算報告書を参照 

 

Ⅲ 短期借入金の限度額 
 

中 期 計 画 別 紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実  績 

１ 短期借入金の限度額 

1,688,060 千円 

 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等に

より緊急に必要となる対策費として借り入れること

が想定されるため。 

１ 短期借入金の限度額 

1,688,060 千円 

 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等に

より緊急に必要となる対策費として借り入れること

が想定されるため。 

該当なし 

 

Ⅳ 重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画 
 

中 期 計 画 別 紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実  績 

計画の予定なし 計画の予定なし 該当なし 

 

Ⅴ 剰余金の使途 
 

中 期 計 画 別 紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実  績 

毎事業年度の決算において剰余金が発生した場合

は，その全部又は一部を，文部科学大臣の承認を受

けて， 

・ 教育研究の質の向上及び組織運営の改善 

に充てる。 

毎事業年度の決算において剰余金が発生した場合

は，その全部又は一部を，文部科学大臣の承認を受

けて， 

・ 教育研究の質の向上及び組織運営の改善 

に充てる。 

平成 30 年度以降のプロジェクトに充当するため，

当該年度における使用実績はない。 
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Ⅵ そ の 他   １ 施設・設備に関する計画 
 

中 期 計 画 別 紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実  績 
 
施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

小規模改修 

総額 

264 

(独)大学改革支

援・学位授与機

構施設費交付金 

（264）

（注１） 施設・設備の内容，金額については見込みであ

り，中期目標を達成するために必要な業務の実施

状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等

を勘案した施設・設備の改修等が追加されること

もある。 

（注２） 小規模改修について平成28年度以降は平成27年

度と同額として試算している。 

なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建

造費補助金，（独）大学改革支援・学位授与機構施

設費交付金，長期借入金については，事業の進展

等により所要額の変動が予想されるため，具体的

な額については，各事業年度の予算編成過程等に

おいて決定される。 

 
施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

・ライフライン

再生（暖房設

備等） 

 

・小規模改修 

総額 

 

392 

・施設整備費補

助金 

(361) 

・（独）大学改

革支援・学位

授与機構施設

費交付金 

（31）

（注） 金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施

状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等

を勘案した施設・設備の改修等が追加されること

もあり得る。 

 
施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

・（函館八幡

町）ライフライ

ン再生（暖房設

備等） 

・（旭川北門

町）ライフライ

ン再生（暖房設

備等） 

・小規模改修 

総額 

 

95 

・施設整備費補

助金 

(64) 

 

 

 

 

 

・(独)大学改革

支援・学位授

与機構施設費

交付金 

（31）
 

 

○ 計画の実施状況等

・ （函館八幡町）ライフライン再生（暖房設備等）については，施設整備

費補助金（4百万円）により設計業務が完了した。残額は平成30年度へ繰

り越し，当該事業（函館八幡町団地基幹整備（機械設備）工事他３件）に

充当する。 

・ （旭川北門町）ライフライン再生（暖房設備等）については，施設整備

費補助金（60百万円）により設計業務等が完了した。残額は平成30年度へ

繰り越し，当該事業（旭川北門町団地基幹整備（機械設備）工事他４件）

に充当する。 

・ 小規模改修については，（独）大学改革支援・学位授与機構施設費交付

金（31百万円）により工事が完了した。 
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Ⅶ そ の 他   ２ 人事に関する計画 
 

中 期 計 画 別 紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実  績 

(1) 学生教育の質向上のため，実務経験が豊富な教

員を採用する。 

 

【６】 

４月１日現在における学校現場での指導経験のあ

る大学教員の割合を調査する。また，平成28年度の検

討を踏まえ，公募要領に本学が学校現場での指導経験

のある教員を積極的に求めている旨の記載を行うと

ともに，教育委員会から人事交流等により学校現場で

の指導経験者を採用することによって，平成30年度の

４月１日における割合35％を目指した人事計画を策

定する。 

 

【６】 

○ 理論に基づく指導のみならず，実務経験のある

教員による指導が必要であるとの観点から,学校

現場での指導経験のある大学教員の確保すべき割

合を目標値として定めている。 

平成29年度に策定された教員人事計画のうち２

件において,「学校現場での指導経験があること」

を応募資格とした公募を行った。併せて,教育委員

会との人材推薦に関する協定に基づく人事交流等

を推進し，後任補充人事以外の新規採用計画２件

を含む,５件の採用計画を策定し,選考を行った。

これらの取組により,平成30年４月１日における

学校現場での指導経験のある大学教員の割合が,

中期計画及び年度計画における目標値である35％

を上回る,38.5％となった。 

 

(2) 実践的指導力の育成・強化を図るため，全ての

教員に学校現場を経験させる。 

 

【７】 

平成28年度の新任大学教員研修プログラム及び教

員現職研修プログラムの実施報告書を分析し，成果

と課題を明らかにして教員養成３キャンパスで共有

し，プログラムの改善を図る。 

 

【７】 

○ 教員養成を担う大学教員の実践的指導力の育

成・強化を図るため，附属学校を活用して実施し

ている教員現職研修プログラム及び新任大学教員

研修プログラムについて，平成28年度のプログラ

ム受講者の実施報告書の分析を行った。分析結果

として，プログラムの内容の一つである「附属学

校等での授業観察」について,実地での授業観察は

プログラム受講者及び附属学校等双方にとって負

担が大きいことがわかった。このため,教員養成３

キャンパスのプログラム担当教員等において検討

を行い，新任大学教員研修プログラムについては,

よりプログラムを受講しやすいよう,研修項目に

ビデオコンテンツの視聴を追加し,受講方法を改

善した。 
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また，プログラムの成果として，受講者が附属

学校の特別支援学級の学校評議会の傍聴等を通じ

て,特別支援教育の実態を理解し,大学での講義や

学生指導に活かした例などが挙がっている。 

一方,実績報告書の分析方法について,平成30年

度以降については,より組織的に対応するため,委

員会等が分析を行うことを検討している。 

 

○ 平成29年度の実施状況に関しては，教員現職研

修プログラムについては12人,新任大学教員研修

プログラムについては３人が受講を修了し，平成

29年度末時点における,研修プログラムにより学

校現場での経験を経た大学教員（研修プログラム

修了者）の割合は40.1％（平成28年度から10.1ポ

イント上昇）となった。平成30年度以降は，教員

養成３キャンパスに対し，受講が必要な教員数が

多い教員現職研修プログラムに関して，年度ごと

の受講者数の目安を示すなど，研修受講率100％達

成へ向けて，計画的にプログラムの受講を推進す

るよう通知し周知を図ることとした。 

 

(3) グローバル化への円滑な対応を図るため，海外

語学研修経験を有する事務職員を各キャンパス

に複数名配置する。 

 

【27-2】 

海外語学研修を経験した事務職員の割合を把握

し，複数名の事務職員を海外語学研修に派遣する。

また，研修参加者の報告をもとに研修内容の改善を

図る。 

 

【27-2】 

○ 職員を対象とした「海外語学研修」について,平

成28年度までは協定校で実施していたが,マンツ

ーマン授業により集中して語学力を習得できるよ

う語学学校での実施とし,また,職員が参加しやす

いよう,実施要項を改正して実施期間について２

週間か４週間のいずれかを選択できるようにした

（平成28年度までは一律３週間）。このほか,研修

先をオーストラリアからフィリピンへ変更するこ

とで,経費を抑えつつ複数の職員を派遣すること

ができた。これらの改善により,５人の事務職員を

海外の語学学校（フィリピン）に４週間又は２週

間派遣した結果,研修参加者のTOEICスコアが上昇

した。また,派遣者が所属する部署の長からは,業
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務に対する積極性や日常業務におけるプレゼンテ

ーション能力の向上が見られたといった報告がな

された。 

 

○ 平成29年度研修参加者からは,途上国における

教育,教員養成の重要性について強く認識したと

の報告があり,社会的な経験としても有意義な研

修であったことから, 平成30年度以降の研修も引

き続き同内容で実施することとした。 

 

○ 平成29年度末時点における研修経験者の割合は

16％であり,平成33年度末での目標値20％に向け

順調に増加している。これにより,各キャンパス及

び事務局における留学生対応業務等に,海外語学

研修経験者を複数配置することが可能となってい

る。 

 

(4) 大学経営を戦略的・効果的・機動的に進めるた

め，専門的業務を行う職員を配置する。 

 

【33-2】 

社会の変化の中で生まれる新しい課題を解決すべ

く大学運営の高度化を図るため，これまでの知識経

験を活かした高度な専門性を有する人材として専門

職を順次配置する。 

 

【33-2】 

○ これまでの知識経験を活かした高度な専門性を

有する人材として，研究活動の活性化や研究開発

マネジメントの強化等を目的としたリサーチ・ア

ドミニストレーターを１人，学生からの相談対応

及び学生のサポートを目的とした，学生支援コン

シェルジュを１人配置した。この他，平成30年度

から，労務管理に関する助言,指導，対応や労務管

理担当職員の育成等を目的とした人事労務アドバ

イザーを１人配置することとした。また，大学戦

略本部に設置したIR室に，公募・選考の上，テニ

ュア･トラック教員２人を平成30年度から配置す

ることとした。 
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(5) 教員の教育研究力の向上及び改善を図るため，

新たな教員評価制度を構築する。 

 

【35】 

平成28年度に総合的業績評価ワーキンググループ

において見直し・策定した評価項目についての試行

結果を踏まえ，評価方法・項目を再点検し，総合的

業績評価システムの改修を行う。 

 

【35】 

○ 社会のニーズを踏まえた教育・研究・社会貢献

を効果的に行うため，総合的業績評価ワーキング

グループにおいて，教員評価制度の見直しについ

て，平成28年度の結果を踏まえ，評価方法及び評

価項目の追加修正等の改善を行い，併せて，総合

的業績評価システムを改修した。 

 

(6) 男女共同参画社会の実現のため，女性教員の採

用及び管理職への登用を積極的に推進する。 

 

【36】 

これまでの男女共同参画に係る取組内容を踏ま

え，女性大学教員の研究・教育環境の改善に向けて，

今後の取組を検討する。 

 

【36】 

○ 女性教員の研究・教育環境の改善に向けた今後

の取組を検討するため，男女共同参画推進に関す

るアンケートを実施した。アンケートの結果，女

性が活躍する上で，育児・介護支援制度の周知が

不足しているという回答が多くあったことから，

各種広報の充実及び研修の実施について「次世代

育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計

画」に盛り込み，この計画に基づく取組を実施す

ることとした。 

 

○ 平成 25 年３月に策定した「女性教員採用促進の

ためのポジティブ・アクション」に基づき，平成

28 年度に引き続き，３種類の経費支援を行い，女

性教員の採用を促進した。 

  「新任女性教員スタート支援経費」を３人の新

任女性教員に配分し，円滑な教育・研究の開始を

支援するとともに，当該女性教員を採用したキャ

ンパスに対し，インセンティブ経費として「女性

教員採用促進経費」を配分し，トイレの出入口の

改修など，教育・研究環境の整備・充実を進めた。

また，育児休業後に職務復帰した女性教員を対象

とした「女性研究者を対象とした研究助成」を２

人に配分し，職務復帰後の教育・研究活動を支援

した。 
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 これらの取組を大学ホームページで積極的にPR

するとともに，採用時の公募要領を改正し，新規

に採用された女性教員への経費支援に関する具体

的な内容を追加する等の改善を行った結果，応募

件数に占める女性の割合が平成28年度から14.7ポ

イント上昇し，24.3％となった。 

 

 



北海道教育大学 

- 89 - 

 

○ 別表１（学部の学科，研究科の専攻等の定員未充足の状況について） 
 

学部の学科,研究科の専攻等名 収 容 定 員 収 容 数 定員充足率 

 (a) 
(人) 

(b) 
(人) 

(b)/(a)x100 
(％) 

教育学部 

教員養成課程 

国際地域学科 

芸術・スポーツ文化学科 

 

２，８８０ 

１，１４０ 

７２０ 

 

３，０６０ 

１，２０１ 

７６８ 

 

１０６．２ 

１０５．３ 

１０６．６ 

学士課程 計 ４，７４０ ５，０２９ １０６．０ 

大学院教育学研究科 

学校教育専攻 

教科教育専攻 

養護教育専攻 

学校臨床心理専攻 

 

４８ 

１９２ 

１２ 

１８ 

 

２９ 

１５４ 

２ 

３４ 

 

６０．４ 

８０．２ 

１６．６ 

１８８．８ 

修士課程 計 ２７０ ２１９ ８１．１ 

大学院教育学研究科 

高度教職実践専攻 

 

９０ 

 

７９ 

 

８７．７ 

専門職学位課程 計 ９０ ７９ ８７．７ 

養護教諭特別別科 ４０ ２１ ５２．５ 

別科 計 ４０ ２１ ５２．５ 

 

○ 大学院教育学研究科（学校教育専攻，教科教育専攻，養護教育専攻） 

 学校教育専攻は平成24年度入試より，教科教育専攻は平成25年度入試より志

願者が入学定員を下回った。学部卒業生の志願者減少は，北海道・札幌市教員採

用試験の受検倍率が低下傾向にあり，また，経済上の理由から早期の就職を望ん

でいるケースが多いこと，及び現職教員の志願者減少は，学校における勤務状況

に伴い進学が困難になっていることが要因となっている。 

養護教育専攻の入学者の多くは，本学札幌校の教員養成課程に設置されてい

る養護教育専攻（定員40人）の卒業生であり，経済上の理由から早期の就職を望

んでいるケース，及び学校現場において産休・育休の取得する養護教諭が増加し

ていることに伴い，期限付教員として就職するケースが多く，定員を満たさない

状況が続いている。 

入学者確保に向けて，平成27年度入試より「学内特別選抜制度」及び「学外推

薦特別選抜制度」を導入し,進学意欲がある学生に対して受験機会を充実させて

いる。また，現職教員に対して，説明会を通して，長期履修制度の活用について

丁寧に説明した。さらに，これまで大学ホームページ上のみで掲載していた「大

学院案内」を冊子化し，20人以上の教員が在籍している道内小・中学校へ送付し

て現職教員に対する周知強化を図った。 

 

○ 大学院教育学研究科（高度教職実践専攻） 

 過去３年間の入学試験実施状況から，学部卒業生の志願者数の減少が見られ

る。学部卒業生の志願者減少は，北海道・札幌市教員採用試験の合格者数の増加，

北海道教育委員会からの大学院研修派遣候補者数の減少，経済上の理由から早

期の就職を望んでいるケースが多いことが要因となっている。 

 入学者確保に向けて，年２回札幌駅前サテライトで実施している教職大学院

説明会に加えて，学部学生向けの説明会をこれまでの２回から４回へ増加して

実施するなど，広報の機会を増やした。また，現職教員の志願者確保のため，校

長会への働きかけ，授業公開や説明会の回数を増やすなどの広報を行った。入試

に関しては，第２次募集及び第３次募集を実施し，平成29年度に続き,平成30年

度の入学者は増加傾向にある。 

 

○ 養護教諭特別別科 

養護教諭特別別科では，推薦入試と一般入試の２つの区分で入試を実施して

おり，過去３年間の入学者の状況から，一般入試で合格した志願者の約半数が辞

退している。さらには年度によっては推薦入試（出願資格は合格した場合，入学

を確約できるものとしている。）の合格者であっても，合格後に就職が決定した，

あるいは，他大学に進学が決まったことを理由に数人が入学を辞退するケース

もあるため，定員を満たさない状況が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


